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序章 本研究の目的と意義、研究方法、論文構成 
本研究の目的 
本研究では、ソフトウェア開発の国際分業、即ち、情報システム開発を海外の事業主体
（含関連会社）に委託するオフショア開発1を扱う。事務全般やコールセンターなどのアウ
トソ－シング、所謂、BPO(Business Process Outsourcing)は対象外とする。アウトソ－シ
ングとは、経済主体がその組織内部の資源費消を補完したり代替したりする目的で、その
組織外部の事業主体からの商品・サービスの受入れを行うことであり、このうちオフショ
ア・アウトソ－シングとは、顧客が自らの立地する国家とは別の国家の会社に、情報シス
テムの運営・開発を委託することである(Hirschheim and Dibbern, 2009)。 
日本経済がバブル崩壊後低迷しているなかで、日本の情報サービス産業が唯一堅調な伸
びを続けてこられたのは、日本国内のICT(Information and Communication Technology)需
要の拡大を背景に、日本語という壁に守られて発展してきたからである。しかしながら、
アメリカのICTバブル崩壊に続き、日本の情報サービス産業も2002年後半から減速感が鮮明
となり、その減速の理由として、金融機関の再編に伴うシステム統合の需要、第三世代携
帯電話向けシステムなどの大型案件が一巡したことが挙げられた。そのようななか、日本
の情報サービス産業は、その市場の閉鎖性・多重構造・低いソフトウェア開発力といった
業界の在り方が改めて問われ、開発費の高騰並びに技術レベルの高いICT人材不足に苦慮し
始めた。そして、日本国内の人材のみではその対応が困難になり、海外の人的資源（特に
中国）の活用に取り組む企業が増えてきた。日本から世界の工場と呼ばれる中国に進出し
ている大手企業や中小企業に対する支援業務を拡大する、情報サービス企業が増えてきた
ことも要因である。しかしながら、必ずしも中国の人的資源を上手く活用しきれておらず、
日本の情報サービス企業の中国における失敗事例「NECソフトが中国でオフショア開発に失
敗で20億円の損2」が業界雑誌などに紹介され始められた。今も日本からの主要なオフショ
ア開発の委託先は中国だが、中国の労務費高騰や中国国内需要急増に伴う日本企業向け高
度ICT人材の不足などを背景に、日本企業はインドやベトナム、フィリピン等への委託先の
開拓・多様化も進めている3。日本企業のオフショア開発の委託先であるこれらの国々にお
いても、情報サービス産業の中核をなすソフトウェア産業は戦略的に発展させる産業とし
て位置付けられ、各国では企業誘致のための積極的な政策を打ち出しており、ソフトウェ
ア開発費の削減や日本国内のソフトウェア技術者不足から、日本企業のオフショア開発は
                                                   
1 海外の文献では Offshore Outsourcing、Offshore Software Outsourcing、Offshore Software 
Developmentなどが同意語として使用されている。 
2 日経コンピュータ(2003b) 中国の企業にオフショア開発を発注していた、Javaによる大
規模な販売物流システムの開発が難航した。 
3 情報処理推進機構(2012a, p.126)によれば、2010年度の日本企業のオフショア開発の総
額は 871億円、主な相手国は中国（621.3 億円、71.3％）、インド（125.7 億円、14.4％）、
フィリピン（27.8億円、3.2％）、ベトナム（20.8億円、2.4％）である。 
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急増している。 
 さて、日本企業のオフショア開発には委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッ
ジ）役として業務を円滑に進める人材が存在するが、存在するにも拘わらず、何故、既述
のようなオフショア開発の失敗事例が生じたのであろうか。受託海外企業側の一方にだけ
失敗の原因があるのでなく、委託日本企業側にも課題があると考えられる。委託側の日本
企業のソフトウェア開発の課題が日本企業のオフショア開発の課題の要因ともなると推測
できるため、まず、日本企業のソフトウェア開発の課題の考察を通して、日本企業のオフ
ショア開発においてブリッジ人材が要用される要因を探求することが本研究の第１の目的
である。 
 また、本研究では、日本企業の主なるオフショア開発委託先の中国ではなく、ベトナム
に着目している。ベトナムにおいてはオフショア開発の歴史が浅く、非漢字圏であるため
に中国と比べて日本語ができる人材が少ない。また非英語圏であるため、インドやフィリ
ピンの技術者と比べると最新技術（文献は殆ど英語）の修得には時間がかかる。それ故、
日本企業のオフショア開発の課題が顕著に表れると考えられる。非漢字圏・非英語圏の国
であるベトナムにおいて、日本企業のオフショア開発がどのような分業生産の形態で行わ
れているのか、そしてどのような人材が委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッ
ジ）として業務を円滑に進める重要な役割を担っているのかを、分業生産形態の実態を現
地調査を通して考査することが本研究の第２の目的である。 
次に、委託側および受託側の課題に取り組む人材に求められるスキル・知識について考
察する。両者の課題の解消のため、ベトナムにおいて両者の橋渡し（ブリッジ）の役割を
担う日本企業向け ICT人材、即ち、ブリッジ人材の養成に取り組む大学や企業が出始めて
いる。ブリッジ人材の役割の分析を通して、日本企業が求めるブリッジ人材のスキル・知
識に関する分析フレームワークを構築することが本研究の第３の目的である。そのために、
ベトナムにおいてブリッジ人材を養成する意義を考察すると共に、大学や企業においてど
のようにブリッジ人材の養成が行われているかの実態を、現地調査を通して考査する。 
 既述の３つの目的の考査を通じて本研究では、日本企業のオフショア開発におけるブリ
ッジ人材生成要因を探究する。 
 
本研究の意義 
本研究の意義は、第１に、日本企業のソフトウェア開発における課題と、日本企業によ
るオフショア開発の課題を明確にする点にある。海外のオフショア開発に関する多くの先
行研究は、(1)オフショア開発の契約締結に踏み切る意思決定プロセスとその決定要因、(2)
オフショア開発契約後の開発過程における不確実性と企業の枠を超えたプロジェクトのダ
イナミクス、(3)オフショア開発の成果評価並びに中長期的な企業間関係、および(4) 新興
ICT大国であるインド、中国などのオフショア戦略に関する研究が多い。一方、日本企業の
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オフショア開発に関する研究は、日本企業のオフショア開発の主要な委託先である中国に
関するものが多く、日中間のオフショア開発の形態や中国での人材養成を取り上げている
が、中国以外の国々に関する研究に関してはまだ十分な蓄積がされていない。そして、日
本企業のオフショア開発の課題に関しては、十分な分析がされていない。日本企業が抱え
るソフトウェア開発やオフショア開発の課題の解明は、日本のソフトウェア産業の今後の
発展を探究するうえで重要である。 
第２に、日本企業のオフショア開発の委託先である、ベトナムの課題を明確にする点に
ある。オフショア開発のような国際分業では、委託側および受託側のそれぞれの課題を明
確にして取り組むことが重要であるが、ベトナムに関する研究は殆どない。近年、日本の
製造業企業がグローバル競争下、増加する新興国の中間層をいかに顧客化するかは喫緊の
課題になっており、新興国市場を開拓するために、その市場に最適な商品を企画・開発し、
市場投入していくことが求められている。市場の成長性が期待されているベトナムでは、
我が国企業のR&D(Research and Development)拠点が開設され始め、そこを拠点として、ベ
トナム市場に最適な製品を企画・開発する体制が整いつつある。今後、日本企業のオフシ
ョア開発は漢字圏や英語圏だけではなく、ベトナムのような非漢字圏・非英語圏の新興の
国々においても行われると考えられる。それ故、ベトナムにおけるオフショア開発の課題
の表出も、日本のソフトウェア産業の今後の動向を探究するうえで重要となる。 
第３に、委託側および受託側の課題に取り組む人材について考察する点にある。ソフト
ウェア開発は知的労働集約産業であり、開発されるソフトウェアの品質は個人の資質に委
ねられる場合が多い。オフショア開発では、言語・文化の違い、商習慣の違いなどの乗り
越えなければならない障害が多く、なお一層個人の資質に委ねられかねない。非漢字圏・
非英語圏のベトナムにおいてこれらの障害を乗り越えるため、産学官が協力して日本企業
向けICT人材の養成に取り組んでいる。日本およびベトナムの両政府、大学や企業などが連
携して取り組んでいる日本企業向けICT人材養成の実態を現地調査をもとに考査すること
は、今後拡大して行くと推察できる非漢字圏・非英語圏の新興国での日本企業のオフショ
ア開発において、現地での日本企業向けICT人材養成の指針となる。 
以上3点が、本研究の意義として挙げられる。 
 
研究方法 
研究方法については、関連する文献調査と、ベトナムでの現地調査に基づく実証研究を
行った。 
文献調査では、日本および海外のオフショア開発に関する文献を調査した。また、日本
企業のソフトウェア開発の課題を見出すため、ソフトウェア開発の文献の調査も行うと共
に、実務における課題を了知するために雑誌の記事も参照した。データとしては、国際情
報化協力センター『アジア情報化レポート』、情報サービス産業協会編集『情報サービス
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産業白書』、情報処理推進機構『IT人材白書』、Ministry of Information and Communications, 
Vietnam『Vietnam Information and Communication Technology White Book』に載られている
データなどを基に分析した。また、立命館大学の報告書「ベトナム国ハノイ工科大学 ITSS 教
育能力強化プロジェクト」や講演資料も参照した。 
実証研究としては、訪問調査、インタビュー、ヒアリングおよび事例研究を行った。 
2005年に初めてベトナムのソフトウェア企業を視察し、2007年から延べ40回近く、少な
いベトナムのソフトウェア産業の情報を得るために訪越した。訪問先は、日系ベトナム企
業（5社）、ベトナム現地企業（10数社）、大学（5校）、JETRO（ハノイ、ホーチミン）、
三菱東京UFJ銀行ハノイ支店、海外技術者研修協会ハノイ事務所（現在は閉鎖）、VINASA 
(Vietnam Software and IT Services Association)、VITEC(Vietnam Training and 
Examination Center)などであり、ベトナムのICT産業の概要、日本企業のオフショア開発
に対するベトナム企業の課題や、ICT人材養成などの聞き取り調査を行ってきた。また、ベ
トナムのソフトウェア開発力を知るため、2007年から３年間、IOIT(Institute of 
Information Technology, Vietnam Academy of Science and Technology)の客員研究員と
して、日本の大学院で博士学位を取得したベトナム人研究者とソフトウェア開発に関する
共同研究も行った。日本とベトナムにおいて毎年交互に開催される日越経済討論会にも出
席し、2008年9月、大阪で開催された討論会のサブセッション「IT & Embedded Software」
ではモデレータも務めた。2008年10月には、ハノイで開催された「APEC Symposium on 
Improving Market Access for ICT Outsource SMEs」に講演者として招聘され、日本のソ
フトウェア産業について講演をした。2009年には、VINASA、IOITおよびVNU(Vietnam National 
University, Hanoi)の支援を得て、ハノイにおいて「Seminar on  Embedded Software 
Testing」を開催もし、VINASAがハノイやホーチミンにて毎年主催する「ICT JAPAN DAY」
にも数回参加するなどを通して、ベトナム企業の情報収集に努めた。また日本においても、
海外技術者研修協会（現海外産業人材育成協会）「国際ITプロジェクトマネージャー指
導者育成研修コース」のベトナムおよびフィリピンの主任講師を務め、これらの国々のICT
技術者の技術力や気質などの把握に努めた。2011年からは、産業技術総合研究所の外来研
究員として、日本学術振興会の二国間交流事業に採択された、産業技術総合研究所とIOIT
との国際交流（2014年6月末まで）にも参画した。 
 
論文構成 
 本論文の章別構成は以下のとおりである。 
  序章 本研究の目的と意義、研究方法、論文構成 
第１章 日本のオフショア開発の成り立ち 
第２章 日本企業のソフトウェア開発における暗黙知 
第３章 先行研究の検討 
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第４章 日本企業のオフショア開発におけるブリッジ人材 
第５章 ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成の展開 
第６章 本研究の研究課題の総括と明らかにした事柄 
終章 結論と今後の課題 
参考文献 
第 1章では、日本のオフショア開発の成り立ちを考察する。まず、日本の情報サービス
産業の変遷と、日本企業のソフトウェア開発おける外部人的資源の活用への流れを整理す
る。次に、日本企業のオフショア開発の現状を示し、日本企業のオフショア開発の特徴で
あるブリッジ SEの役割と、筆者が考える日本企業がブリッジ SEに求めるスキル・知識を
示す。そして、日本企業のソフトウェア開発の課題についても考察する。 
第２章では、日本企業のソフトウェア開発の課題が日本企業のオフショア開発の課題の
要因ともなると推測できるため、浜口(1995, p.13)が受託ソフトウェア開発の課題のひと
つとして指摘した「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由について、そ
の要因のひとつである、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知について考察する。
この暗黙知の存在により、日本企業のソフトウェア開発においては特有の取り組みが必要
になる事を明らかにする。 
第３章では、まず事業の連携を担う人材について先行研究を調査し、事業連携を担う人
材の種別、役割、スキル・知識を纏める。次に前章までの考察を踏まえて日本および海外
のオフショア開発に関する文献を調査する。そして本研究において考査するブリッジ人材
に関する先行研究の要約と課題を示し、本研究の研究課題を提示する。 
第４章では、ベトナム ICT産業の概観を述べたのち、日本企業のベトナムにおけるオフ
ショア開発の課題を表出するため、ベトナムにおける現地調査で明らかとなった代表的な
生産分業形態（３類型）を事例研究として取り上げ、考察を行う。第１がインハウス型で、
日本の親会社がベトナムに関連会社（開発拠点）を設ける場合であり、内部組織に相当す
る。第２がアウトソース型Ⅰで、我が国の SI（System Integrator）が受託したシステム開
発案件のうち、プログラミングやプログラムテストなどの下流工程をベトナム企業に再委
託する場合である。第３がアウトソース型Ⅱで、日本に拠点を有するベトナム企業に要件
定義、概要設計などの上流工程も含めて委託する場合である。これらの事例研究から、ベ
トナムにおける各類型の課題を考察する。そして、日本企業が日本企業のオフショア開発
において橋渡し（ブリッジ）の役割を担うブリッジ人材に求めるスキル・知識の分析フレ
ームワークを構築する。 
第５章では、ベトナムにおける日本企業向けの ICT 人材養成、即ち、ブリッジ人材の養
成が日本およびベトナムにとってどのような意義があるのか、またどのような課題がある
のか、日本の ODAにより開設されたハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化
プロジェクト、私立の FPT 大学、ベトナム企業の中で最も人材養成手法が確立している FPT 
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Softwareの事例研究を通して考査する。 
第６章では、本研究の研究課題について研究結果を総括し、研究において明らかなった
事柄について確証する。 
そして終章では、本研究の結論として研究目的の総括を行い、本研究の独自性と意義を
顕示すると共に、今後の課題について総括する。 
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第１章 日本企業のオフショア開発の成り立ち 
 1.1 日本の情報サービス産業の変遷 
日本企業の情報化の進展に伴い、情報サービス産業の事業領域も拡大してきた。まず、
その変遷を辿ってみる4。 
1980年代までは、企業の情報システムはメインフレーム(Main Frame)と呼ばれる大型コ
ンピュータを中心として構築されていた。そして情報サービス業者の事業は、(1)企業が高
額なコンピュータを自ら導入することは希であったこと、(2)コンピュータの用途は給与や
財務・会計に関わる計算に限られていたことから、コンピュータによる計算事務を代行す
る受託計算のみであった。その後、コンピュータの価格低下に伴い、企業も自らコンピュ
ータを導入するようになり、企業のシステム部が情報システムの設計や運用を主に担当す
るようなった。そして情報サービス業者の事業には、主に情報システムで使用されるソフ
トウェアを開発する受託開発が加わった。メインフレーム全盛時代はメーカー各社が顧客
企業を囲い込んでおり、顧客企業の多種多様な要求に応えるために自社で開発したハード
ウェア、基本ソフトウエア(OS)を用いていたために、「多くのメーカーにおけるソフトウ
ェア開発は、優れた技術を持つ個人やグループが特定のコンピュータに合わせて個別化さ
れた言語を使って行っていた」(情報処理学会, 1998, p.123)。ソフトウェア言語が共通で
はないため、ソフトウェア技術者は資産特殊性（人的資源の特殊性）を持つことになった。
また、「ソフトウェアは、ハードウェアメーカー間のシステム受注競争の手段としてハー
ドウェアの付属物として値引きの対象になり、また、無償や異常に低価格で販売されるケ
ースが多かった。これは現在でも継続しており5・・・多くのソフトウェア企業は、ハード
ウェア企業がシステム受注のいわばおまけとして請け負ってきたソフトウェアをできるだ
け安くしあげることを競争する下請け的な体質となった」(林, 1993, p.23)。ソフトウェ
ア開発は設備投資も少なく、経費は人件費が殆どを占める。従って、大手コンピュータメ
ーカーにとっては、労務費が高い自社内でプログラミングやプログラムテストなどの労働
集約的な下流工程の作業を行うより、労務費が安い下請け的なソフトウェア企業に委託す
る方がコストメリットがあり、ソフトウェアを専業とする企業が台頭するようになった6。 
1990年代に入ると、企業の情報システムはダウンサイジング(Down-Sizing)が急速に導入
された。ダウンサイジングとは、従来のメインフレームを中心とした情報システムを、半
                                                   
4 東京三菱銀行調査室 (1999) 
5 官公庁の完成に数年かかる大規模システムが、安値入札されることがある。官公庁は単年
度予算であり、2年目以降は随意契約が一般的である。2年目以降にシステム開発の企業が
変わるのは、引継ぎの作業（資料作成、設計内容の説明等）を考えれば、現実的ではない。
企業は 2年目以降の段階で元が取れると考え、安く入札することが考えられる。 
6 情報処理学会 (1998, p.287-292)では、ソフトウェアハウスの台頭を、黎明期（1950年
代後半～1960年代前半）、萌芽期（1960年代後半）、開花期（1970年代）、急成長期（1970
年代末～）と四期に分けている。 
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導体技術の進歩により価格が大幅に低下し、性能も向上した小型のワークステーション
(WS：Workstation)やパーソナルコンピュータ(PC：Personal Computer) で構築された情報
システム、所謂、クライアント・サーバー・システム(Client-server System)に置き換え
ることを言った。クライアント・サーバー・システムでは、従来のメインフレームよりも
価格性能比がよい情報システムが構築できるため、新たに情報システムを構築する企業ば
かりでなく、既にメインフレーム・システムを設置している企業においても導入が進んだ。
導入された WSや PCをネットワーク(LAN：Local Area Network)で接続し、情報の共有など
により業務の効率化を図っていったことから、情報システムが一段と高度化・大規模化し
ていった。クライアント・サーバー・システムの開発や運用は、異なるメーカーの WSや PC
や、異なるソフトウェアを接続するなどしなければならず、従来のメインフレームと全く
異なる技術・ノウハウが必要になり、企業のシステム部だけでは対応が難しくなった。こ
の結果、企業に代わって情報システムの開発から運用までを一括して請け負うシステム・
インテグレーション(System Integration)や、技術サポートを行うヘルプデスク(Help 
Desk)といった、情報サービスの新しい事業が立ち上がった。 
1990年代半ば以降は、不況下のなかでも経費削減のために情報システムのネットワーク
化が進んだ。ネットワーク化とは、LANのように社内などの比較的限られたエリアのコンピ
ュータ・ネットワークを指すのではなく、WAN(Wide Area Network)といわれる遠隔地にあ
る異なる情報システム間を接続して相互に情報交換を行うことを指す。ネットワーク化に
より情報交換は社内だけに留まらず、情報システムを取引先とも接続し、受発注や配送、
販売、設計などに関わる情報を直接交換することが可能になった。そして、インターネッ
ト(Internet)の普及に伴っては、インターネットを介して情報交換を行う動きが活発にな
った。ネットワーク化による企業の情報システムは一層と高度化したことから、情報シス
テムを構築する技術やノウハウは、従来にも増して複雑化し、企業自らで対応することが
一段と難しくなった。この結果、情報サービスの事業領域は、情報通信技術を活用した経
営戦略の立案を行うシステム・コンサルティング(System Consulting）、情報システムの運
用を顧客に代わって行うシステム・オペレーション(System Operation）、情報システムと
通信ネットワークを開発から運用まで一括して請け負うネットワーク・インテグレーショ
ン(Network Integration)といった、新たな情報サービスが始まった。 
WSや PC、ネットワークなどのハードウェア技術の驚異的な進歩により、ソフトウェアの
開発形態も変ってきた。メインフレーム時代はコンピュータが高価なものであったため、
開発用のコンピュータを設置することができず、業務に使用しているコンピュータや予備
のコンピュータを使用した開発であった。少しでも高価なコンピュータを効率よく活用す
るためには、業務に使用していない深夜や休日を使って開発やテストを行っていたりもし
た。高価なコンピュータの都合の方が、開発技術者より最優先されていた時代であった(長
野、宮地, 1996, p.11)。しかし驚異的な技術進歩によって WS や PC が安価になったため、
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開発技術者ひとりひとりに開発用のコンピュータが充てがわれ、個人に充てがわれた開発用
のコンピュータを使用して、ソフトウェアの開発、テストが行えるようになった7。そして、
ネットワークの普及により、それまで同一企業内における開発形態から、同一企業内でも
複数の開発拠点や複数のソフトウェア企業が遠隔地間において、開発を協業できるように
なった。大規模な開発においては、限られた一つの地域において優秀な開発技術者を確保
することは難しく、既述のようなハードウェア技術の驚異的な進歩がソフトウェアの分散
開発を可能にしたのである(長野、宮地, 1996)。 
 
 1.2 日本企業のソフトウェア開発での外部人的資源の活用 
ソフトウェア開発の規模は大きくなる傾向にあり、内容も複雑化している。そのため、
ソフトウェア開発の作業量は常に変動があり、この変動に対処しなければならない。企業
にとっては、それに対応できるだけの技術者を常に企業内に確保することは、開発費の増
加に繋がることになる。そこで開発費を抑えるために、派遣や業務請負などの外部人的資
源を活用するが、特に労働集約的なプログラミング、プログラムテストなどの下流工程は
外部人的資源を活用することが多い。ソフトウェア開発規模の拡大につれ、外部の日本人
技術者だけでは人手が足らず、日本国内の大学（特に工学系学部）の留学生達も活用する
ようになった8。そして、日本企業は更なる開発費の削減のためや、中国に進出した日系企
業のシステム支援業務の拡大や中国の国内市場への参入を目指し、中国においてオフショ
ア開発を 1980年半ば頃から始めた9。 
更に、 (1)海外留学していた中国の学生達や海外で働いていた技術者達が中国政府の ICT
産業への優遇政策を活用して、帰国後に自ら ICT企業を起業し始めたこと、(2)PC が安価に
なったこととネットワークの普及により、複数の開発拠点や複数のソフトウェア企業が遠
隔地間において開発を協業できるようになったこと、(3)そして、このような開発形態がイ
ンターネットの普及により一層加速したことなどを背景に、海外の人的資源の活用もし易
くなり、日本企業は中国におけるオフショア開発を進めた。 
 
                                                   
7 近年、ソフトウェアの品質が問題視されている。要因のひとつとして、高価なコンピュー
タの都合の方が開発技術者より最優先されていた時代は、コンピュータを使用できる時間
が限られていたため、開発者はコンピュータを使用できない時間には机上で論理を確かめ
るなどして品質に注意を払った。しかし、安価になったコンピュータが開発用に個人に充て
がわれるようになり、不具合が発生した場合でも容易に修正できるようになったため、技
術者の品質への意識が薄らいできたと考えられる。 
8 筆者も 1980年代半ば、中国人留学生達を活用したプロジェクトに参画した。 
9 日本情報処理開発協会（2003）『わが国 IT開発拠点の中国移転に関する調査』p.13 表 3-1 
日系企業中国進出一覧 
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 1.3 日本企業のオフショア開発の経緯と現状 
日本企業の対中投資ブームのなか、ソフトウェア開発を目的とした中国への進出は、1980
年半ば頃から始まった（表１）。 
 
表１ 日系企業中国進出一覧（1984-1990） 
進出年度 進出場所 企業名 形態 
1984 北京 コア・グループ 合弁 
1987 福建省 富士通 合弁 
1988 北京 セコム 100％ 
陜西省 文化オリエント 合弁 
上海 NTTデータ 合弁 
1989 四川省 呉電子計算センター 合弁 
上海 オムロン 合弁 
上海 ダイケイ 合弁 
天津 コーエー 100％ 
遼寧省 東和システム 合弁 
1990 上海 キスコソリューション 合弁 
北京 ＣＲＣ総合研究所 合弁 
出所：日本情報処理開発協会（2003）『わが国 IT開発拠点の中国移転に関する調査』 
 
日本企業のオフショア開発は、中国のほかにもインドやベトナム、フィリピンなどの企
業にも委託されており、表２は、2002-2010年の「日本企業のオフショア開発発注取引額国
別年次変化」である。2008 年のリーマンショックの影響で 2009年は減少したが、2010年
には少し増加し、回復の兆しが表れた。2010年度のベトナムとの日本企業の取引額は中国、
インド、フィリピンに次ぐ 4番目であるが、日本のオフショア開発の直接発注相手国とし
ての割合でみると、2010年度の中国の実績は前年度から 6.8％減少して 78.1％となった。
インド、フィリピンは横這いであるが、ベトナムは 5.7％増加して 23.3％となり、インド
を抜いて第 2位になった10。 
 
 
 
 
 
                                                   
10 情報処理推進機構 (2012b) p.124-125 
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表２ 日本企業のオフショア開発発注取引額国別年次変化 （単位：百万円） 
国・地域 2002年 2003年 2004年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
中国 9,833 26,280 33,241 48,535 57,537 56,476 59,542 62,126 
インド 1,908 6,312 4,255 14,093 20,631 20,806 6,538 12,565 
ベトナム 30 30 216 430 1,258 3,867 3,297 2,080 
フィリピン 1,864 2,494 2,117 1,550 4,262 4,604 3,640 2,777 
その他 6,616 13,844 12,868 6,670 12,139 15,330 11,600 7,549 
合計 20,521 48,960 52,697 71,278 95,827 101,083 84,617 87,097 
出所：情報処理推進機構(2012a) 『IT人材白書 2012』 
（注）2005年度分は調査結果が存在しない 
 
オフショア開発の実施形態には、大きく分けて(1)オンサイト型と、(2)オフショア型の
２つがある。開発に当ってはどちらかの形態のみを採用する場合もあるが、それらを組み
合わせて開発を行う場合もある。 
オンサイト型という形態は、受託した海外企業が開発技術者を委託企業に派遣し、開発
にあたらせる形態であり、仕様変更が頻繁に行われる場合や、仕様書や設計資料等の提示
だけでは開発依頼内容が正確に伝わらない場合などの時に採用される。また、オフショア
開発の初期段階で、受託海外企業の開発技術者を養成するためにも採用される。委託企業
の近接地において開発が行われるため、派遣されてきた開発技術者には委託企業が使用す
る言語についてビジネスレベルの能力が必要であり、商習慣、生活習慣にも慣れなければ
ならない。また滞在経費も必要なため、長期のオンサイト型を採用すればコストメリット
が少なくなる。 
オフショア型という形態は、受託した海外企業の現地において開発を行う形態であり、
仕様がほぼ確定されている場合や、提示する仕様にて開発依頼内容が正確に伝わる場合な
どの時に採用される。開発費のコストメリットを図る場合にも採用され、コミュニケーシ
ョンには電子メールや電話、テレビ会議などで行うことになる。 
図１は、オンサイト型とオフショア型とを組み合わせたオンサイト－オフショア型の例
である。委託企業に常駐する受託海外企業に所属する開発技術者が、ソフトウェア開発の
上流工程の要件定義や概要設計などに参画し、下流工程のプログラミングやプログラムテ
ストなどは受託海外企業の現地で行われる。オンサイトの常駐開発技術者の費用は、人件
費に加えて委託企業の近接地での滞在経費が必要となるため、委託企業の国の他の企業か
ら派遣される技術者の費用と比べてメリットが余り無い場合もあるが、常駐開発技術者が
委託企業の開発手法や業務知識を習得することにより、受託海外企業が現地において担当
する下流工程の開発費用を抑制することが出来る。 
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図１ オンサイト－オフショア型のオフショア開発 
 
出所：筆者作成 
 
 オフショア型の一種として、オフショア開発センター(Offshore Development Center)と
いう形態があり、委託企業は委託企業の開発手法、業務知識を蓄積した受託海外企業の技
術者を長期に確保するために採用する。この形態は業務用ソフトウェアやパッケージソフ
トなどのように、機能のバージョンアップがある開発に適している。受託海外企業はソフ
トウェア開発内容に関わる見積りをするのではなく、委託企業の要請に応じて必要なソフ
トウェア技術者や通訳者、開発場所の提供を行い、契約した技術者や通訳者の人数、施設
の使用費用などに応じて対価を受け取る。受託海外企業にとっては、成果物に責任を持た
なくてよいので経営上のリスクも少ない11。一方、委託企業にとっては、成果を得るために
は発注する仕事を長期に確保し、委託企業の開発手法や業務知識を教えなければならない。 
日本企業が長期的な取引をする場合、オンサイト－オフショア型を選択し、オフショア
はオフショア開発センターを活用する場合が多い。まず受託海外企業の技術者をオンサイ
トで OJT(On the Job Training)を通して委託日本企業の開発手法、業務知識を学ばせ、帰
国させる。そして、受託海外企業の現地において委託日本企業のプロジェクトを担当させ、
プロジェクトメンバーに委託日本企業の開発手法、資料の内容、業務知識などを伝える橋
渡し（ブリッジ）の役割を担わせる。プロジェクトを拡大して行く場合は、新たな技術者
を迎え、同様の過程を踏む。 
 
 1.4 日本企業のオフショア開発の特徴であるブリッジ SE  
 開発業務を円滑に進めるために、委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）
の役割を担う者をブリッジ SE(System Engineer)と呼び、日本企業のオフショア開発の特徴
である SEである。本研究では、「ブリッジ SE」を「日本企業からシステム開発を請け負う
                                                   
11 委託者が成果物に対して責任を持ち、受託者は開発のためのリソースを提供するだけで
ある。 
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海外企業に所属し、開発を進めるなかで日本企業との主に技術的な橋渡し（ブリッジ）の
役割を担う SE(System Engineer）」と定義する。 
 ブリッジ SEは日本企業の窓口担当者と受託海外企業のプロジェクトメンバーとの橋渡し
（ブリッジ）の役割を担う。委託日本企業から提示された開発に関する資料の確認や、開
発日程の交渉や調整などを窓口担当者と行い、また、委託日本企業の開発手法、要求仕様
や設計資料の内容、業務知識などをプロジェクトメンバーに伝えるとともに、プロジェク
トの進捗管理もする。大きなプロジェクトでは、プロジェクトの開発日程や予算を管理す
る PM(Project Manager)を配置することが多いが、大きなプロジェクトでなければ、ブリッ
ジ SEが PMの役割も担う。図２は、日本企業のオフショア開発プロジェクト体制の例であ
る。 
 
図２ 日本企業のオフショア開発プロジェクト体制 
 
出所：筆者作成 
 
筆者の考えでは12、日本企業が橋渡し（ブリッジ）の役割を担い、開発を担当するブリッ
                                                   
12 吉田(2005)は「業務を円滑に進められるように、仲介役をするのがブリッジ SE であり、
SE としての技術力に加え、言語や文化など両国間のビジネス習慣を熟知し、開発する業務
の専門知識も必要である。そして、プロジェクト・マネジャー（Project Manager）として
の能力（契約内容の把握、スケジュール管理、要員管理、リスク管理など）も持ち合わせ
ていなければ務まらない。」とブリッジ SEに求められるスキル・知識を示した。 
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ジ SEに求めるスキル・知識は、(1)SE(System Engineer)としての技術力、(2)PM(Project 
Manager)としての管理能力、(3)委託企業・当該業界に関する知識、(4)日本語運用能力並
びに日本文化・慣習の理解であり、これらのスキル・知識の高いレベルでの均衡が求めら
れる（図３）。このうち(3)および(4)は、日本企業との関わりとなる仕事以外では経済的価
値が減じるという点で取引特殊的資産（関係特殊的資産）である13。一方で、これら取引特
殊的な知識の蓄積が、受託側の海外企業にとっては我が国とのオフショア開発の取引を円
滑に進める鍵となる。 
 
図３ 日本企業がブリッジ SEに求めるスキル・知識 
 
出所：筆者作成 
 
図４は、委託側の日本企業と受託側の海外企業とが開発プロセスをどのように分担する
か、ブリッジ SE、プログラマ、テスターがどの開発プロセスに関与するかを例示している。
もちろん、開発範囲は個々の契約により異なる。一般に、オフショア開発の経験に乏しい
受託海外企業は、図 4におけるプログラミングやプログラムテストなどの下流工程と言わ
れる労働集約的な開発プロセスから始め、経験を積むに従ってプログラム設計、詳細設計
など上流工程へと範囲を広げて行くことになる。 
                                                   
13 ブリッジ SEの保持する委託企業や業界知識などは取引費用を節約するが、それ自体が取
引特殊的資産であるために他の企業への転用は難しく、ブリッジ SE養成への投資は過少に
陥りやすい。 
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図４ オフショア開発の担当プロセス 
 
出所：筆者作成 
 
また、図５は、ブリッジ SEが委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）とし
て担う役割の一例を示したものである。 
 
図５ ブリッジ SEの役割 
 
出所：筆者作成 
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 オフショア開発の主なる目的であるソフトウェア開発費の削減についても、ブリッジSE
は大いに関わる。委託企業のオフショア開発の費用は、受託海外企業への委託費と委託企
業の取引費用14からなる。委託日本企業が求める無形資産であるスキル・知識を備えたブリ
ッジSEを多く抱える企業に委託することにより、(1)技術面で相応しい取引相手を新たに探
し出す探索費用、(2)契約締結後の仕様変更などの不確実性に対応する調整費用、(3)ブリ
ッジSEとの信頼関係が醸成できれば、ブリッジSEの機会主義的行動を抑制する調整費用や
モニタリング費用などの取引費用を縮減することが出来る。Ellram, Tate and Billington 
(2008)は「取引費用が委託費を上回るような地域でのオフショアリングは、選択されない。」
と指摘しており、取引費用理論の視点からも、日本企業のオフショア開発におけるブリッ
ジSEの有用性を確認できる。 
開発を担当するブリッジ SEは、オフショア開発の主なる目的であるソフトウェア開発費
の削減にも関与し、日本企業のオフショア開発におけるキーパーソンとなる。従って、日
本企業からオフショア開発を受託する海外企業にとっては、ブリッジ SEを多く抱えること
が競争優位の源泉となる。他方、日本企業は、日本企業のソフトウェア開発上の課題であ
る仕様の曖昧さ、頻繁な仕様変更などへの対応をブリッジ SEに期待して、ブリッジ SEを
多く抱える海外企業に委託することになる。しかし、(1)ブリッジ SEの特定日本企業への
資産特殊性（人的資源の特殊性）が強くなれば、他の日本企業の開発業務への流用は難し
くなり、(2)日本企業の機会主義的行動の可能性や開発技術の不確実性があることから、ブ
リッジ SEの養成は過少投資に陥りがちに成り易い。 
 
 1.5 考察 
ソフトウェアは社会の情報化発展の担い手として重要な役割を持つようになった。そし
てそれに伴い、ソフトウェアの複雑化と大規模化が進んだ結果、日本国内のソフトウェア
開発費の高騰並びに技術レベルの高いICT人材の不足が生じた。そして日本企業のオフショ
ア開発は、これらの対処として中国を主たる委託先として進められたきた。そこで本章で
は日本企業のオフショア開発の成り立ちを考察するため、まず日本の情報サービス産業の
変遷を辿り、日本企業のソフトウェア開発においての外部人的資源の活用への流れを整理
した。そして前節において、日本企業のオフショア開発においてはブリッジSEが、委託日
本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担うことを確認し、筆
者が考える、日本企業が開発を担当するブリッジSEに求めるスキル・知識を示した。 
大量生産が可能なハードウェアとは異なり、基本的には知的生産物であるソフトウェア
開発は、規模のメリットによる生産効率を図ることは難しい。規模が大きくなればなるほ
ど、ソフトウェアの品質は確保し難くなり、多くのプロジェクトが開発日程の遅延や、場
                                                   
14 菊澤(2006, p.18)は「総取引コスト＝市場取引コスト＋組織内取引コスト」としている。 
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合によっては採算割れに追い込まれることもある。このような課題は、言語・文化・慣習
の異なる国でのオフショア開発においては、その難しさが増幅するのではなかろうか。そ
こで、次にソフトウェア開発について、その特徴と課題を整理する。 
 
ソフトウェア開発の特徴と課題 
ソフトウェア開発の特徴としてまず挙げられるのは、ソフトウェア開発はその実態が掴
み難いことにある。人間の知的作業の産物であるソフトウェアは、要件定義、概要設計、
詳細設計などの工程において作成された資料はあるものの、これらの資料が開発の工程が
どこまで進んでいるのか、顧客の要求仕様通りに開発されているのかを必ずしも示すもの
ではない。ソフトウェア開発は開発技術者の頭の中で行われるため、実態が掴み難いと言
える。第２の特徴として、ソフトウェアは開発工程に作業が集中することにある。ソフト
ウェアは開発工程に品質問題も開発費も集中し、ハードウェアのように開発と生産とには
分かれない。ハードウェア開発者と組んで開発する場合には、ハードウェア開発が遅延す
ると、ソフトウェア開発者にその遅れを取り戻すことを要求されることもある。第３の特
徴として、ソフトウェア開発においてはソフトウェア部品の再利用は難しいことにある。
ハードウェアの開発は既存の部品を使用することが多いが、ソフトウェア部品はハードウ
ェア部品のようには流通しておらず、現状ではハードウェアの開発のように部品を再利用
する段階にはまだ至っていないと言える15。第４の特徴として、開発されたソフトウェアが
運用を始めた後、機能や性能の改良を行うことにある。例えば、銀行の ATMや列車の予約
システムなどは運用を開始すれば止められず、その改良の難しさは、2002年 4月に起きた、
みずほ銀行が巨費を投じて統合したシステム（第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行
の統合に伴う）の障害16などから推測できる。ソフトウェア開発がこのような特徴を持つ
のは、物理的ではなく、開発者の頭の中で論理的に組み立てられた構造物であるからであ
る17。コンピュータの機能が向上し、それに伴いソフトウェア開発は大規模化する傾向のな
かで、浜口(1995, p.13)は受託ソフトウェア開発の課題を次のように指摘している。 
                                                   
15 ソフトウェアコンポーネント（部品）として市販されているものがあるが、必ずしも使
用者の目的に合う、最適化されたものではない。 
16 日経コンピュータ(2002)によれば、2002年 4月の時点でシステムは完成しておらず、プ
ログラムの不具合が発生しているという重要情報をシステム担当役員が把握していなかっ
た。そして、2年半の準備期間と 2,000億円を超える巨費を投じて統合したシステムが悲惨
な打撃をみずほ銀行に与え、経営陣、システム担当役員、再構築を担当した ICT企業に至
るまで責任が取りざたされた。 
17 日経コンピュータ(2002)、(2003a)によれば、日本の情報システムは、老朽化したシステ
ムに新たな機能を少しずつ追加して肥大化してきた。さらに、システム構築初期から開発
に携わってきたシステム全体を眺められる熟練 ICT技術者が 2007年前後に相次いで引退す
ることにより、システムのブラックボックス化が進んでいるという構造的問題を抱えてい
る。 
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① 高度な専門能力を持つソフトウェア技術者が慢性的に不足している 
② 開発はソフトウェア技術者の技能、創造性に大きく依存し、代りの要員が育ち難い 
③ 知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない 
④ 開発全体の日程管理、予算の見積が難しい 
⑤ 大規模化に伴い品質確保が難しさを増し、テスト時間の予測が難しくなった 
⑥ ソフトウェアの再利用が組織的に実施され難い 
浜口(1995, p.13)が指摘したこれらの課題は、必ずしも受託企業の問題とは言い切るこ
とはできず、委託企業の要求仕様の曖昧さ、多様性、頻繁な変更など、顧客自身の問題、
課題に寄るところも大きい。 
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第２章 日本企業のソフトウェア開発における暗黙知 
本章では、日本企業のオフショア開発の課題の根本要因ともなる日本のソフトウェア開
発の課題を取りあげる。つまり、浜口(1995, p.13)が受託ソフトウェア開発の課題として
指摘した「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由を考察する。具体的に
言えば、この課題が生起する経緯を整理すると共に、この課題を克服するためにどのよう
な取り組みがなされているか明らかにすることにより、日本企業のオフショア開発におい
て課題となる、重要な要因を明らかにする。 
 
 2.1 知識やノウハウの蓄積の難しさに繋がる社内文化 
委託企業から受託企業に要求仕様を明確に示せない場合や、ソフトウェア開発に必須と
なる詳細な要件定義や設計書などの資料が提示されても、委託企業の開発案件に関して十
分な実務経験が無い受託企業の場合には、開発工数を人月で見積ることが多い。標準的ス
キルを持つ人間（技術者）が単位時間（1カ月）に行う仕事量を工数の基準（１人月）とし
たとき、見積もられた開発工数に1人当たりの月額費用（人月単価）を掛け合わせた金額が
見積り額の基準となるが、人月という工数の基準には明確な定義はなく、個々の受託企業
により異なる。ブルックス(2002, p.14)は、「仕事の大きさを測る単位としての人月は、
疑うべき危険な神話なのだ。人月とは、人と月とが互いに交換できるという意味だからで
ある。人と月が交換可能になるのは、多くの作業者の間でコミュニケーション（意思疎通）
を図らなくても、仕事が分担できる場合である。」と指摘し、また、ブルックスの法則と
して「遅れているソフトウェアプロジェクトへの要員追加はさらに遅らせるだけだ」(ブル
ックス, 2002, p.23)とも主張している。ブルックスのこれらの指摘は、ソフトウェアの開
発では如何にコミュニケーション（意思疎通）が重要であるかを浮き彫りにする。開発途
中から追加された要員には、プロジェクト内容やソフトウェア構成などの詳細を理解させ
る必要があり、その説明のためのコミュニケーションコストが増大する。ソフトウェア開
発に関する正確な資料が無ければ情報共有は至難の業であるが、日本の委託企業の資料に
は、開発途中で発生した問題や改善の内容を、逐次、修正や追加の記載がされていない場
合もあり、その点で不備があることが多い。 
では何故、資料に不備が生じるのであろうか。経済産業省(2012)によれば、日本のソフト
ウェア業18の業務種類別年間売上高割合は、受注ソフトウェアが65.3%、情報処理・提供サ
ービス業務が14.7%、ソフトウェアプロダクトが11.6%、インターネット付随サービス業務
が0.7%、その他7.7%であり、受注ソフトウェアが主であるという特徴がある（図６）。 
 
                                                   
18 日本標準産業分類に掲げる小分類391－ソフトウェア業に属する業務を主業として営む
事業所。 
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図６ ソフトウェア業の業務種類別年間売上高割合 
 
出所：経済産業書(2012)『平成22年特定サービス産業実態調査（確報）』 
（注）ソフトウェア業のデータを使用 
 
受注ソフトウェアとは、委託企業が業務で利用する情報システムや業務用ソフトウェア
などの開発を請け負うことだが、取引特殊的な委託企業・当該業界に関する知識が必要に
なる。委託企業の要求仕様の曖昧さ、多様性、頻繁な変更などが存在するため、開発に関
する正確で詳細な資料が委託企業から受託企業に提示されることは稀であり、委託企業と
受託企業との技術者間で相互理解の困難性が生じる。また、製品の高機能化が要求される
が、平均的な製品ライフサイクルが短くなる傾向があるため、短納期開発が求められる。
従って、開発委託の競争入札方式も可能ではあるが、委託企業は継続的取引により、受託
企業に取引特殊資産である委託企業・当該業界に関する知識を蓄積させることにより、生
産性の向上を図ろうとする。受託企業も委託企業のこれらの要求に応えるために開発担当
者を長期的に雇用し、OJT(On the Job Training)を通して開発手法や委託企業・当該業界
に関する知識を習得させる。そして、同じ委託企業の仕事を長期に担当させ、委託企業と
の信頼関係を醸成しようとする。受託企業による委託企業・当該業界に関する知識の蓄積
は、委託企業および受託企業にとっても新しい取引相手を探し出す探索費用や、不確実性
に対応するための調整費用を抑制することになり、両企業にとってメリットがある。 
短くなった製品ライフサイクルにおける新たな開発も、委託企業・当該業界に関する知
識を蓄積した技術者が担当する場合が多い。そのため、開発途中で発生した問題や改善内
容を資料に逐次、書き込む、もしくは開発後に資料を修正するといった作業は無駄である、
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との考えを抱く社内文化が委託企業に生まれる19。取引特殊資産である委託企業・当該業界
に関する知識の習得には時間を要するため、委託企業は市場取引よりも継続的取引を望み、
結果として長期請負の関係が強くなる。そして受託企業に取引特殊資産の蓄積が進むにつ
れ、このような委託企業の社内文化が蔓延することになる。この委託企業の社内文化の結
果、開発途中で発生した問題や改善内容は、開発に携わった一部の担当者達の間でしか共
有されず、開発に参加しなかった者にとってはソフトウェア開発における暗黙知となって
行く。 
 
 2.2 日本企業のソフトウェア開発における暗黙知 
本研究では、「ソフトウェア開発における暗黙知」を、「ソフトウェア開発において開
発途中で発生した問題や改善内容などのうち、形式知として表出できる経験知を形式知化
しなかったもの」と定義する。 
では、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知にはどのようなものがあるだろうか。
受託企業は委託企業の要求仕様や設計書などの資料に基づいて開発を進めるが、資料は必
ずしも完璧なものではない。既述のように、頻繁な仕様の変更が有る場合には尚更、開発
途中で発生した問題や改善内容を資料に逐次、追加する、もしくは開発後にそれを修正す
るといった作業は疎かになり易く、結果として、開発後においても資料の記載ミス、不明
瞭や記載漏れは、修正や追加がされないまま残ることになる。そして、それらがソフトウ
ェア開発における暗黙知となる。 
更に、開発するシステムの資料には、他のシステムとの接続に関するインターフェイス
仕様が記載されているが、他のシステムとの通信時に異常が発生し、インターフェイス仕
様に記載されていない所作をする場合がある。このような場合、不具合を解決するために
ハードウェア側の問題か、ソフトウェア側の問題かを切り分け、その問題の原因を追究し
ていくわけだが、解決後にその原因と対策内容を資料に反映しなければ、他の開発者が新
たなシステムを開発する時に同様の問題を抱える可能性がある。特に、自社（自部門）に
おいて開発していないシステムと接続する場合には、不具合の原因を特定することは困難
を極めるため、不具合に対する対処方法を資料へ反映することが重要となる。また、委託
企業の要求仕様の全てのことがシステムにおいて実現できるわけではなく、システムにお
いて実現するものと運用面で対応する場合がある。運用面で対応する内容が資料に記載さ
                                                   
19 筆者は、大手家電メーカーのソフトウェア技術者として、製品開発に約 6年間従事して
いた。退社後、ソフトウェアハウスを設立し、以前に所属していた部門の製品開発に 20年
近く携わってきた。その間、資料には新しい機能の記載の追加はあったが、開発途中で発
生した問題や改善内容の反映は殆どなかった。更に、ソフトウェア開発費の削減のために、
開発後の資料修正のための工数を認められないこともあり、修正よりも、次の開発に取り
掛かることを求められることが多々あった。不備な資料を理解するには「行間を読め」と
よく言われるが、それを理解するには経験知が不可欠である。 
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れていない場合にも、他の開発者が新たなシステムを開発するときに、どのように仕様を
実現するかという問題を抱える可能性が高くなる。このように、開発途中で発生した問題
や改善内容を形式知化しておかなければ、その内容は開発に携わった一部の担当者達だけ
に共有される、ソフトウェア開発における暗黙知となる可能性が高い。 
大崎(2009)は、ポランニーの暗黙知と経営学などで解釈されている暗黙知との比較検討
を行い、ポランニーの暗黙知は「語られることを支えている語らざる部分に関する知識」
であり、この暗黙知は「表出伝達不可能知」であると解釈している(大崎, 2009, p.29)。
他方、野中・竹内(1996)『知識創造企業』における野中らの「暗黙知と形式知が交互に作
用する」との主張を、大崎は「これまでマニュアル化しないで行われてきた技能や技術を
表出してマニュアル化する」ことであると理解をして、野中らの暗黙知は「表出伝達可能
知」であるとし、ポランニーの暗黙知と野中らの暗黙知には解釈の相違があることを示し
た(大崎, 2009, p.30)。作成されたソフトウェアのどこに不具合があるか、といったよう
な個人の勘は表出や伝達は不可能であるが、既述のような開発途中で発生した問題や改善
内容は形式知化できる経験知であり、「表出伝達可能知」である。 
オフショア開発に関する暗黙知の先行研究として、辻ほか(2007)は、新たなオフショア
開発プロジェクトの事前評価を行うために、オフショア開発の経験ある日本の PM(Project 
Manajer)達のリスクに関する暗黙知をアンケートを通して表出化させた。そのアンケート
の設問項目は、(1)ソフトウェア属性（複雑性・規模、品質管理評価の行いやすさ、要求定
義のしやすさ、要求定義の変更）、(2)委託先属性（コミュニケーション能力、プロジェク
ト管理能力、仕様変更に対する柔軟性、従業員の定着度合い、長期的な関係）、(3)プロジ
ェクト属性（納期の切迫度合い、コスト削減効果、技術力の必要性、将来の拡張・保守の
予定、進捗監視のしやすさ）、の 3種類であるが、これらの設問項目は、先行研究などによ
り日本企業のオフショア開発において生じる問題として既に指摘されたものを基にしてい
る。本研究では、それらの属性に影響を与える日本企業のソフトウェア開発の課題の根本
的な要因である、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知に着目している。 
なお、豊田(2009)は「ブリッジ SEの暗黙知（思考特性と経験知）を形式知化し共有する
こと」と予稿集では述べているが、具体的な説明はない。また、論文として掲載されてい
ないので、豊田が言う「ブリッジ SE の暗黙知」がどのようなものであるかは不明である。 
 
 2.3 日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を形式知化する機会 
次に、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を形式知化する機会について、図７
を用いて考察する。ソフトウェアの開発には大きく分けて設計工程とテスト工程があり、
仕様や設計、プログラムなどの不具合を発見するにはソフトウェアレビューとソフトウェ
アテストが行われる。 
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図７ ソフトウェア開発プロセスとソフトウェアレビュー 
 
出所：筆者作成 
 
ソフトウェアレビューとは、プログラムを動かさずに（静的に）、設計資料やソースコー
ドを人が目で追って潜在的な不具合を発見する作業であり、基本的には設計工程の各プロ
セス毎に行われ、次のような目的で行う。 
① 潜在的不具合を早期に発見する 
② ソフトウェアの保守性や可読性を高める検討をする 
③ プロジェクトメンバー間において情報共有をする 
しかしながらソフトウェアレビューは、後で述べるソフトウェアテストのようにテスト
項目毎に不具合を明確に判定できないことや、レビュアーとして参加する他の開発者達は
彼等自身の作業に追われていることもあり、設計資料などのドキュメント、ソースコード
を人が読んで間違いを指摘する、といった簡単な作業に陥りがちになる20。また開発日程は、
委託企業の要求仕様の曖昧さや頻繁な変更などが原因となり、遅延する場合が多く、開発
日程が遅延した場合は図８のように各開発プロセスの日程が重なり、各プロセスの作業が
同時並行的に進行することになる。このような場合のソフトウェアレビューは、単に目的
の①である不具合の発見のみに注力され、他の目的は蔑ろにされる。その結果、熟練ソフ
トウェア技術者の経験知を目的の②や③のために上手く活用できず、ソフトウェアレビュ
ーにおいて形式知化する機会を逸する場合が多くなる21。 
                                                   
20 日本科学技術連盟の分科会において、組込み製品の品質を高めるため、優秀なレビュア
ーの暗黙知（論理的な思考や洞察力）を共有する取り組みが検討されたこともあった。 
21 前掲の注 19で記載したように、筆者はソフトウェア技術者として製品開発に 30 年近く
携わってきた。その間にソフトウェアレビューを受けたのは、致命的な不具合が発生した
時の数回であった。レビュアー、開発技術者とも高度な専門知識を持っていなければ、効
果的なソフトウェアレビューにはならない。 
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図８ 開発日程が逼迫したソフトウェア開発プロセス 
 
出所：筆者作成 
 
 もうひとつのソフトウェアテストは、プログラムを動作させながら（動的に）、不具合を
発見する作業であり、ソフトウェアの品質を確保するためには欠かすことが出来ない重要
なものである。テスト作業にかかる前にはテスト項目などが記載されたテスト計画書を作
成し、テスト項目に従ってテストを行う。不具合を発見すると、発見した不具合に関して
発見日、発見者、不具合内容、修正担当者、修正日、修正内容などが記載された不具合リ
ストを作成し、不具合の管理を行う。そして、テストが終了するとテスト実施報告書を作
成して、テスト工程が終わるのが一般的である。 
テスト工程で発見される不具合は、必ずしもプログラミングの不具合に起因するものだ
けではなく、プログラムの設計工程やソフトウェアレビューにおいて見逃された資料の記
載ミス、不明瞭や記載漏れに起因するものもある。開発日程の遅延に関しては、遅延を取
り戻すためにテスト工程の各プロセスも同時並行的に進められ（図８）、不具合の発見のみ
に注力される。テスト工程の途中で発生した問題や改善内容に対する、(1)ソフトウェアの
修正、(2)仕様書や設計書などの資料の修正、(3)システムで実現できない仕様については、
システムの運用で対応などの対処方法を資料に反映する事が、頻繁な仕様変更と相まって
一層疎かになる。結局、テスト工程においても形式知化する機会を逸する場合が多い。そ
して開発後は、修正や追加する作業より新たな開発が優先されるため、形式知化する機会
は更に少なくなる。 
以上のことから、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を形式知化する機会は、
設計工程におけるソフトウェアレビュー、テスト工程におけるソフトウェアテストおよび
開発後となるが、開発途中で発生した問題や改善内容を資料に逐次、追加する、もしくは
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開発後に修正や追加するといった作業は無駄である、との考えを抱く社内文化の為に形式
知化する機会を逸し、開発途中で発生した問題や改善内容は開発に携わった一部の担当者
達の間でしか共有されず、開発に参加しなかった者にとってはソフトウェア開発における
暗黙知となって行くのである。 
 
 2.4 考察 
日本のソフトウェア業の特徴である受注ソフトウェアの開発においては、(1)委託企業・
当該業界に関する知識の蓄積が重要であるが、この蓄積には長い時間を要する。(2)製品の
高機能化が要求されるが、製品ライフサイクルの短縮化傾向から短納期開発が求められる
ため、委託企業は市場取引よりも継続的取引を望み、取引の系列化が進むことになる。(3)
その結果、開発に関わった委託企業や受託企業の担当者達の間では委託企業・当該業界に
関する知識や開発時の問題等に関しての情報共有は進むが、その情報を形式知化しない社
内文化の下では、開発に携わった一部の担当者達にしか解らないソフトウェア開発におけ
る暗黙知が生まれる。この暗黙知は、特定の製品開発に関わった委託企業および受託企業
の一部の担当者達だけの暗黙知であり、その意味で取引特殊資産である。 
日本企業のソフトウェア開発においては、こうしたソフトウェア開発における暗黙知が
存在するため、委託企業の開発手法や業務知識を受託企業に伝達すると共に、委託企業の
ソフトウェア開発における暗黙知を伝承するための、日本企業のソフトウェア開発に特有
の取り組みが必要となる。継続的取引関係においては当事者間で特別に意識されることも
ないが、新たな受託企業には委託企業の取引特殊資産であるソフトウェア開発における暗
黙知の蓄積が存在しないため、そうした暗黙知を伝承することが重要となる。そして、言
語・文化・慣習の異なる国でのオフショア開発においては、それが一層重要な取り組みと
なる。 
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第３章 先行研究の検討 
 総務省(2007a)が実施した日米の企業によるオフショアリング活用の実態調査22によれば、
調査時点においてオフショア開発を行っている企業が最初にオフショア開発を行った時期
は1981年以降であり、主に開発コストの削減や国内ICT人材不足の補完を目的に始められた。
そして、Y2K問題23への対応を通して拡大し、拡大に伴ってオフショア開発に関する研究も
進展してきた。本章では、オフショア開発に関する日本と海外の先行研究の整理・分析を
すると共に、本研究の研究課題を提示する。 
 
 3.1 事業の連携機能を担う人材 
 日本企業のオフショア開発におけるブリッジSEのように事業の連携を担う人材は、多国
籍企業や研究・開発などの分野においても存在する。 
多国籍企業において海外事業を円滑に進めるための、連携(Liaison)機能を果たす人材の
先行研究では、海外駐在員に着目したものと海外駐在員を補佐する現地人材に着目したも
のに大別される。Downes and Thomas(2000)やRiusala and Suutari(2004)らは、海外駐在
員の役割は海外子会社に本社の知識を移転したり適用させたりすることだけでなく、グロ
ーバル・オペレーションに役立つ海外子会社の新しい知識やノウハウを取得して本社に伝
達することにあるとし、Paik and Sohn(2004)は海外駐在員が現地の文化・慣習をよく理解
することの重要性を指摘した。Vance, Vaiman and Andersen(2009)は、国境を越えた組織
的な知識創造を進める海外駐在員を助ける現地人材の役割について、(1)文化の伝達、(2)
コミュニケーション、(3)情報収集、(4)人材育成、(5)そして業務の変革という５つの分野
において原動力となるとし、その役割の重要性を述べている。将来の海外駐在員の養成に
向けたサムスン電子の「地域専門家制度」については、上村・李(2013)や李(2014)が考察
している。上村・李(2013)によれば、「地域専門家制度」は派遣される社員に派遣先にお
いて文化・慣習の習得と人脈形成に注力させ、現地市場に適した製品開発やサービス提供
などの海外事業に直接および間接に資することを目的としている。そしてこの制度は、サ
ムスン電子の人材育成策のひとつとして位置付けられていると分析している。 
イスラエル、台湾、それに続いてインドや中国のICT産業の発展を分析し、留学生達の母
国への「頭脳還流」に着目したのがサクセニアン(2008)である。第２次大戦後、開発途上
国の才能ある若者達が海外での教育機会を求めた「頭脳流出」は、流出した国々の貴重な
人的資源の損失と考えられていた。しかしサクセニアン(2008)は、シリコンバレーとの強
力な連携を築いた留学生達の「頭脳還流」が彼等の母国のICT産業発展の原動力になったと
                                                   
22 日本企業には郵送アンケート調査（調査対象 4,632 社、有効回答数 514）、米国企業には
Web アンケート調査（有効回答数 160）を実施。 
23 西暦 2000年になるとコンピュータが誤動作する可能性があるとされた問題であり、1990
年代末に稼働中のソフトウェアの修正が世界規模で行われた。 
27 
 
分析し、彼等のことを「現代のアルゴノーツ24」と称した。そして、「現代のアルゴノーツ」
達がシリコンバレーと彼等の母国との地域間の橋渡し（ブリッジ）役として、地域を横断
するコミュニティを作り、シリコンバレーの制度や機関のノウハウを母国に移植する重要
な役割を担っていると指摘した。シリコンバレーで疎外感を持っていた彼等は、(1)まず民
族的な職業・技術団体を作り情報交換やコミュニケーションのフォーラムを開催すること
により、社会的にも個人的にも人脈を作り始め、(2)次にシリコンバレーに米国法人を作り、
ベンチャー・キャピタルや各種専門サービスを活用し始めた。(3)そしてこのような活動が、
後続組の移民をシリコンバレーの労働力市場や人脈に溶け込ませていった。彼等は母国に
対しても、(1)法制度や規制の改革、(2)地域のインフラ、大学、研究機関の改善、(3)ICT
人材の育成などにも積極的に関与した。「現代のアルゴノーツ」の成功の要因は、母国に
強力なパートナーを見い出せたことにある(サクセニアン, 2008, p.4)。 
そして研究・開発の分野においてAllen and Cohen(1969)は、研究開発組織における橋渡
し（ブリッジ）の役割を担う少数の研究者をゲートキーパー(Gatekeeper)と称し、その役
割は、(1)外部の最先端の科学的や技術的な情報を収集、(2)収集した情報を組織内部に伝
達、とした25。研究開発組織も世界の他の組織と常に研究・開発競争をしており、その組織
が取り組んでいる研究・開発に関連する最先端の科学的・技術的な情報の収集活動は不可
欠である。他の研究開発組織がどのような分野の研究・開発を行っているのかの情報を取
得することは、その組織において研究・開発の戦略を練るうえでも重要な情報となる。更
に、収集した情報をその情報に関連した研究・開発を行っている組織内部の部門や研究者
に伝達することが、研究・開発の取り組みへの適切な方向性や手法などの示唆と成り得る
可能性もある。 
 このように事業の連携を担う人材は多くの分野で存在し、彼等の役割は(1)知識や情報の
伝達、(2)伝達した知識や情報の適用などである。そしてこれらの役割を担うために、彼等
に(1)言語の習得、(2)文化・慣習や制度の理解が求められる。表３は、第１章で取り上げ
た日本企業のオフショア開発におけるブリッジSE、本節の多国籍企業の海外駐在員、多国
籍企業の現地従業員、サムスン電子の「地域専門家制度」、サクセニアン(2008)の「現代
のアルゴノーツ」、そしてAllen and Cohen(1969)のゲートキーパーの役割とスキル・知識
を纏めたものである。 
 
 
 
 
                                                   
24 ギリシア神話のアルゴ号の物語に登場する英雄たちの総称。 
25 原田(1999)は、ゲートキーパー役割を外部の最先端の科学的や技術的な情報を収集とし、
収集した情報を組織内部に伝達する役割を担う者をトランスファーとした。 
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表３ 事業の連携機能を担う人材の役割とスキル・知識 
種 別 役 割 スキル・知識 
日本企業のオフショア 
開発における 
ブリッジSE 
(1) 委託日本企業の窓口担当者
と開発に関する資料の確認
や開発日程の交渉・調整 
(2) 委託日本企業の開発手法や
業務知識の伝達 
(3) プロジェクト管理 
(1) SEの技術力 
(2) PMの管理能力 
(3) 委託企業・当該業界に関する
知識 
(4) 日本語運用能力並びに日本
文化・慣習の理解 
多国籍企業の海外駐在員
Downes and Thomas(2002), 
Riusala and 
Suutari(2004), 
Paik and Sohn(2004) 
(1) 本社の知識を海外子会社に
移転、適用 
(2) 海外子会社の新しい知識や
ノウハウを取得して本社に
伝達 
(1) 現地の言語の習得 
(2) 現地の文化・慣習の理解 
多国籍企業の現地従業員 
Vance,Vaiman and 
Andersen(2009) 
(1) 文化の伝達 
(2) コミュニケーション 
(3) 情報収集 
(4) 人材育成 
(5) 業務の変革 
(1) 本社が使用する言語の習得 
(2) 本社の文化・業務の理解 
サムスン電子の 
「地域専門家制度」 
上村・李(2013), 
李(2014) 
(1) 現地の文化・慣習の習得 
(2) 現地において人脈形成 
(1) 現地の言語の習得 
(2) 現地の文化・慣習の理解 
「現代のアルゴノーツ」 
サクセニアン(2008) 
(1) シリコンバレーのビジネス
モデルを母国への移植 
(2) 移植したビジネスモデルの
母国での適用 
(1) シリコンバレーのビジネス
文化、コミュニティなどにつ
いて熟知 
(2) 母国（母国の地域間での違い
も含む）の制度や慣習、言語、
文化、コスト構造、市場特性、
インフラ、規制などの熟知 
「ゲートキーパー」 
Allen and Cohen(1969) 
(1) 外部の最先端の科学的や技
術的な情報を収集 
(2) 収集した情報を組織内部に
伝達 
(1) 科学的や技術的な情報発信
に使用される言語の習得と情報
の理解 
(2)コミュニケーション力 
出所：筆者作成 
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 3.2 日本におけるオフショア開発に関する主な文献 
我が国のオフショア開発に関する先行研究では、日本の企業と中国の企業や大学との関
係を取り扱ったものが多い。中国に関するオフショア開発の論文として、津田(2004）、武
藤(2004）、梅澤(2005b）、(2007)、許(2005）、丸山(2006）、近藤(2009）、牧野(2009）が、
調査報告書として、梅澤(2005a)、田島・古谷(2008)がある。これらの論文、調査報告書で
は、日本企業の主なるオフショア開発委託先である中国26の企業（含日系企業）に聞き取り
調査などを行い、オフショア開発がどのように実践されているか、具体的に述べている。
これらの先行研究の共通認識として、以下の点を列挙できる。(1)中国はソフトウェア産業
の育成を国家政策として取り組んでいる。(2)日本への留学、日本企業での就業経験、中国
の大学・企業での日本語教育などにより、日本語の堪能な中国人 ICT技術者は増えてきて
いる。(3)日本側と中国側との意思疎通においては、ブリッジ SEが重要な役割を果たして
いる。そして、オフショア開発において生じる問題として、(1)日本側の要求仕様の曖昧さ
や頻繁な仕様変更、(2)納期、品質に対する中国側の意識の低さ、品質管理・プロジェクト
管理が出来る人材の不足、(3)人材の流動性や知的財産保護の問題を挙げている。 
田島・古谷(2008)は、日本を含めたソフトウェア産業の地域間における雁行形態的発展
の可能性を明らかにした。高橋(2009)は、中国のソフトウェア企業はオフショア開発を通
して技術力が向上し、この技術力の向上が中国国内のソフトウェア市場の発展に拍車をか
けたと分析している。加藤(2010)は、日中間の分業生産体制の在り方として３つのモデル
考察し、日本企業が克服すべき課題として、(1)下工程モデル（プログラミングやプログラ
ムテストなどの下流工程委託を継続する）27では、労働コストの上昇圧力や人材の流動によ
る要員の定着が進まないこと、(2)委託範囲拡大モデル（概要設計や詳細設計などの上流工
程、運用・保守などへ委託範囲を拡大）では、機密漏洩のリスクや潜在的な競合相手も育
成しなけばならないこと、(3)中国市場進出モデルでは、現地企業への提案力や保守運用体
制への取り組みを挙げている。また加藤(2011)は、為替や中国の労務費上昇などのリスク
が与える影響を分析した。加藤(2011)の分析によると、業務系オフショア開発に関わる中
国企業においては、日本企業との取引でのみ価値がある取引特殊的な資産ではなく、国際
基準に沿ったスキルや技術の取得が重要であり、オフショア開発を通してSI(System 
Integrator)28としての経験を重ね、中国市場にSI業者として成長する可能性を追求するの
が望ましいと結論付けている。李・高橋(2006)は、オフショア開発の日本のソフトウェア
産業への影響について、日本企業のオフショア開発の進展によりソフトウェア開発の単価
                                                   
26 前掲の注 3参照 
27 要件定義や概要設計など、開発を具体化する初期の段階の工程を上流工程と呼び、プロ
グラミングやプログラムテストなどを下流工程と呼ぶ。 
28 情報システムの開発において、コンサルティングから設計、開発、運用・保守・管理ま
でを一括請負する企業。 
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が下がり、より複雑な難しい案件に対応できる高度な能力を持つ技術者と、通常の技術を
使い低い人月単価29を甘受する技術者に分化され、技術者間の所得格差拡大と他の職種への
移行が生じると述べている。 
インドに関しては、梅澤(1999)、小島(2004)、田中ほか(2008)がある。梅澤(1999, p.3)
は、「インドのソフトウェア産業は世界的なソフトウェア開発の国際分業の過程に組み込
まれている。」とした。小島(2004)は、インドのソフトウェア産業について、インドが世
界のICTサービス・センターとして着々とその地位を築いてきた背景を説明している。初
めに、インドのソフトウェア企業はY2K問題関連の多くのプロジェクトを受注し、これを
無事成し遂げるたことによりソフトウェア技術に対する信頼性を一段と高めた。次に、
2000年後半からのICT不況により経費節約の観点から世界規模での企業のICT支出のあり
方が見直され、顧客近接地でサービスを提供するオンサイト(Onsite)型から海外にアウト
ソーシングするオフショア(Offshore）型が増加したと纏めている。田中ほか(2008)は、
2001年9月の米同時多発テロによりH1Bビザ（高度技術者用）の発給枠が縮小されたことも、
米国のオフショア開発を加速させる要因となったと指摘している。 
ベトナムに関しては、白井(2009)、税所(2010a)、(2010b)がある。白井(2009)は、ICT系
学生の人材養成としてカントー人材開発センターがカントー大学のICT系学生および卒業
生に日本語教育をしていることを紹介し、税所(2010a)、(2010b)は、ベトナムのソフトウ
ェア産業を概観している。 
オフショア開発のリスクに関しては、辻ほか(2007)、 葛(2010)がある。辻ほか(2007)は、
新たなオフショア開発プロジェクトの事前評価をするために、オフショア開発の経験ある
日本のPM(Project Manager)30達のリスクに関する暗黙知をアンケートを通して表出化させ
た。辻ほか(2007)の分析の結果は、(1)日本企業のオフショア開発では要件定義がしやすく、
(2)要件定義の変更の可能性が少なく、(3)品質評価がしやすいプロジェクトが適し、(4)受
託海外企業のコミュニケーション能力が重要であり、(4)プロジェクトのコスト削減効果お
よび進捗管理のしやすさが評価基準となると結論付けた。葛（2010）は、COSO(The Committee 
of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission)のERM(Enterprise Risk 
Management)の分析フレームワークをベースとして、オフショア開発におけるリスク・マネ
ジメントに定量分析手法を取り入れることを試みている。 
ブリッジSE(System Engineer)に関する先行研究としては、梅澤（2007）、羽淵・細川（2008）、
夏目(2010)、田島・古谷(2008)などがある。梅澤(2007)は、日本企業は派遣された中国人
ICT技術者をOJT(On the Job Training)によりブリッジSEに養成し、頻繁な仕様変更にはオ
                                                   
29 人月とはプロジェクトの工数をはかる単位のひとつであり、1人当たりの月額費用を人月
単価という。 
30 システム開発プロジェクトの計画を立案し、要員や資源を確保、予算、納期、品質の達
成について管理・運営する者。 
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ンサイト－オフショア(Onsite-Offshore)31にて対応していることを明らかにし、羽淵・細
川(2008, p.71)も、仕様確定作業への関与と中国側へ伝達することにブリッジSEの意義が
あるとした。夏目(2010, p.22)は、ブリッジSEの存在は日本特有なものであるとし、その
理由を、欧米系企業とは異なり、日系企業は日本語という言語や日本のビジネス習慣を用
いること、特に設計仕様の変更がICTサービスの契約以降にも行われるためと述べている。
田島・古谷(2008, p.48)は、ブリッジSEの役割は「主に２つの作業であり、１つは日中企
業の窓口SEが担う日常の情報伝達が滞りなく行われることを監視、もう１つは新たなソフ
トウェア開発の計画段階や開発工程が次に移る場合の情報伝達」と分析している。 
 
 3.3 海外におけるオフショア開発に関する多様な文献 
情報通信技術(ICT：Information and Communication Technology)の迅急なグローバル化、
およびアウトソーシングとオフショアリング（オフショア・アウトソーシング）に起因す
る仕事の移動に着目し、インドや中国へのオフショア開発に限定せずにグローバルな観点
から考察したのが、Aspray et al.(2006)が編集した ACMの報告書である。オフショアリン
グに関する懸念のひとつである国内雇用の減少については、「海外への雇用の流出もある
が、ICTを用いた新たな事業が新たな雇用を生み出した。」と報告している。また機密漏洩
などのリスクへの対応のために、セキュリティ教育の重要性を指摘している。 
オフショア開発に関する海外の先行研究を大別すると、委託者側の会社または国家から
の視点のものと、受託者側の会社または国家からの視点のものがある。Blaskovich and 
Mintchik(2011)によると委託者側の視点からの研究は、オフショア開発の(1)契約締結に踏
み切る意思決定プロセスとその決定要因、(2)契約後の開発過程における不確実性と企業の
枠を超えたプロジェクトのダイナミクス、(3)成果評価並びに中長期的な企業間関係、とい
う３類型が多い。受託者側の視点からの研究は、Arora et al.(2001)やサクセニアン(2008)
などが、上述の類型に加えて新興 ICT大国であるインド、中国などの ICT産業の成功要因
ならびに国家戦略に関する研究を行っている。 
 委託者側(1)に関しては、Aubert, Suzanne and Michel(2004)は、取引費用理論と不完備
契約理論を用いて分析し、不確実性がアウトソーシングへの主な抑制要因であり、受託者
側の技術水準がアウトソーシングする場合の最も重要な要因であるとしている。Ellram, 
Tate and Billington(2008)は、取引費用が委託費を上回るような地域でのオフショアリン
グは選択されないと述べている。また、Tiwana et al.(2008)は、日本の大手ICTベンダー5
社とそれらの委託先である海外企業の調査から、日本のオフショア開発のプロジェクトに
おいて、オフショアICTベンダーは正確で変更しない要求仕様、設計の初期段階からの参画、
詳細な契約などによる開発の遂行を期待するが、日本クライアントの実際は要求仕様の頻
                                                   
31 仕様確定作業などを顧客近接地で行い、開発を自国に持ち帰って行う開発の仕方。梅澤
（2007）は「オン・オフサイト（On-Offsite）」を用いている。 
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繁な変更、設計完了後の後半のみの発注、詳細な契約ではなく非公式な信頼ベースの付合
いなどと隔たりがあることを見出した。更に、欧米企業はオフショア開発の決定要因がコ
スト指向であるのに対し、日本企業は自社や関連会社にはない技術を調達するためでもあ
ると述べている。そして日本企業のオフショア開発の特徴は、顧客とベンダーとの調整役
としてブリッジSEを使うことであるとした。 
委託者側(2)に関しては、Aubert, Michel and Suzanne(1998)は、取引費用理論とエージ
ェント理論からリスク要因の分類のためのフレームワークを提案、Carmel and Nicholson 
(2005)は、小企業が取引費用を削減するためのアプローチを分析、Ramasubbu et al.(2008)
は、能力成熟度モデル(CMM：Capability Maturity Model)32の重要なプロセスの適用が、オ
フショア開発の仕事の分散によって生じるリスクを減少させるとしている。 
そして委託者側(3)に関しては、Clemons, Reddi and Row(1993)は、従来の設備や専門化
した人的資源への投資に比べ、より低位の特殊資産である情報通信技術（ICT）への投資は、
取引リスクを増やさずに調整コストを下げることができ、より多くのアウトソーシングに
繋がると主張している。Gopal et al.(2003)は、オフショア開発の契約の決定要素を分析
し、プロジェクト期間およびチーム・サイズがプロジェクト利益に影響を与えると述べて
いる。Doh(2005)は、オフショアリングの明らかな進展は、経済のグローバル化の成功およ
び失敗の両方を反映すると述べ、国際ビジネスのマクロ理論、海外展開、経営戦略や企業
行動規範について考察している。Fabriek et al.(2008)は、時間的・文化的距離、組織の
違い、利害関係者の意見の対立およびプロジェクト・チーム間の情報共有などが否定的な
影響を及ぼし、海外でのプロジェクトは失敗の傾向にある。成功したプロジェクトの共通
の特質は、非公式の相互の調節が有効であったとしている。Prikladnicki and Audy (2009)
は、オフショアリングの２つのタイプであるインハウス型（海外の子会社）とアウトソー
ス型の比較を戦略、戦術および運用面から分析をしている。そして、Tafti(2005)は、オフ
ショアICTアウトソーシングのリスク査定のフレームワークを提供している。 
 受託者側に関しては、Arora et al.(2001)、Arora and Suma(2002)、Arora and 
Alfonso(2006)、サクセニアン(2008)など、インドのICT産業の成功要因ならびに国家戦略
に関する研究が数多くある。サクセニアン(2008)は、インドのICT産業が世界的な成功を収
めている要因として、シリコンバレーで働いていたインド生まれで米国の市民権を持つイ
ンド人技術者達がインドへ帰国して、シリコンバレーとの橋渡し（ブリッジ）として重要
な役割を果たしたことを挙げている。またインドのソフトウェア産業の発展が、インドの
他の産業の発展に貢献したことを明らかにし、アイルランド、イスラエルにも同様の背景
                                                   
32 ソフトウェアの開発能力を客観的に示す品質管理基準。現在、多くの ICT企業がソフト
ウェア・エンジニアリグに加え、システム・エンジニアリングやソフトウェア調達なども
適切にプロセスを管理できるように遵守するべき指針を体系化した、能力成熟度モデル統
合(CMMI; Capability Maturity Model Integration)を活用している。 
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があると言及している。Carmel(2003)は、資金調達と税制優遇策などの政府の政策、豊富
な人的資源、賃金、地理的・文化的・言語などの委託者側とのリンケージ、技術基盤、国
内外からの資金調達などを、インドのソフトウェア産業の成功要因として挙げている。 
 委託者側と受託者側の両方の立場でオフショア開発に関わる研究としては、Holmstroem 
et al.(2006)やOlsson et al.(2008)らは、アイルランドが時差を利用して米国とインドと
の橋渡し（ブリッジ）の役割を果たしている「オフショアリング・ブリッジ・モデル」を
研究している。 
 
 3.4 オフショア開発におけるブリッジ人材に関する先行研究の要約と課題 
本研究で扱う日本企業のオフショア開発において、委託日本企業と受託海外企業との橋
渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う人材に関する先行研究の要約と課題を述べる。 
我が国のオフショア開発に関する先行研究は、中国との関係を取り扱ったものが多く、
委託先である中国などのICT産業の人的資源の重要性を指摘している。そして、日本企業の
オフショア開発の特徴であるブリッジSEの果たす役割が考察され、梅澤(2007)、羽淵・細
川(2008)、夏目(2010)らが言うブリッジSEの意義を要約すると、ICTサービスの契約以降に
も行なわれる日本企業の頻繁な仕様変更に対応すること、と言える。換言すれば、日本企
業のソフトウェア開発において、頻繁に仕様変更を行う日本の商習慣に対応すること、と
なる。田島・古谷(2008, p.48)が言う、ブリッジSEの日常の情報伝達の監視と新たな計画
段階や開発工程が次に移る場合の情報伝達の役割は、オフショア開発におけるプロジェク
トの管理が主な作業である、と言い換えることができる。Tiwana et al.(2008)33は、日本
企業のオフショア開発の特徴は、顧客とベンダーとの調整役としてブリッジSEを使うこと
であるとした。海外の先行研究では、Tiwana et al.(2008)以外にブリッジSEに着目したも
のはなく、夏目(2010, p.22)が指摘したようにブリッジSEの存在は、日本企業のオフショ
ア開発に特有なものと言える。 
 なお、戎谷(2012, p.14)は、日本企業で働くインド人ブリッジ人材の役割を「インド人
IT エンジニアと日本人従業員との間での翻訳・通訳業務に加え、プロジェクトの立ち上げ
および遂行中に必要な文書の作成、顧客への営業、インドの下請け企業との関係維持のた
めの提案など、日本企業とインド企業との間でビジネス活動を円滑化すること」と捉えて
いる。戎谷(2012)が言うブリッジ人材は、筆者が第１章において示した日本企業がブリッ
ジ SEに求めるスキル・知識のうち、(1)委託企業・当該業界に関する知識、(2)日本語運用
能力並びに日本文化・慣習の理解を必要とすると考えられるが、日本企業のオフショア開
発に関するブリッジ人材の全ての役割を考察しているとは言えない。 
先行研究の第１の課題として、日本企業のオフショア開発において、何故、ブリッジ SE
                                                   
33 米国 2名、日本 3名の研究者達が、日本の大手 ICTベンダー5社とそれらの委託先海外企
業を調査したもの。 
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が必要なのかという根本的な考察ができていない。日米においてほぼ同時期に始められた
オフショア開発ではあるが34、日本企業のオフショア開発においてはブリッジ SEと呼ばれ
る特別なブリッジ人材が存在し、米国企業のそれには存在しない。日経コンピュータ
(2003b)「NECソフトが中国でオフショア開発に失敗で 20億円の損35」を先行研究の見地か
ら検討すれば、頻繁に仕様変更を行なう日本の商習慣に対応できなかった、もしくは、プ
ロジェクトの管理ができていなかったとなるが、単純にそのように言えるのだろうか。(1)
何故、頻繁に仕様変更を行なう日本の商習慣に対応できなかったか、(2)何故、プロジェク
トの管理ができていなかったか、を考察するに当たり、まず、日本企業のオフショア開発
において、何故、ブリッジ SEが必要なのかという根本的な考察が不可欠ではあるまいか。 
次に先行研究の第２の課題として、日本企業のオフショアを研究するにあたり、ブリッ
ジ SEのみに着目するのは不十分ではあるまいか。オフショア開発にはインハウス型とアウ
トソース型の２つの分業生産の形態があり、これらの形態において委託日本企業と受託海
外企業との橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う人材は、先行研究が着目している
ブリッジ SEのみであろうか。他には居ないのであろうか。日本企業が現地の子会社や関連
会社へ開発委託をするインハウス型の場合は、日本本社や再委託先である現地企業との業
務調整、人材雇用など、SE 以外の仕事も担う人材も必要とするのではあるまいか。また、
アウトソース型の日本企業のオフショア開発の経験の乏しい現地企業において、プログラ
ミングやプログラムテストなどの下流工程に受託範囲が限られる場合は、第 1章 4 節にお
いて既述した、筆者の考えである日本企業がブリッジ SEに求めるスキル・知識のうち、
(1)SE(System Engineer)としての技術力、(2)PM(Project Manager)としての管理能力、は
必ずしも必要ではなく、ICT 技術者でなくとも、(3)委託企業・当該業界に関する知識を持
ち、(4)日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解できる者が橋渡し（ブリッジ）の役割
を担っているのではないだろうか。先行研究では、日本企業のオフショア開発の分業生産
の形態別に考察ができていないため、委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）
として重要な役割を担う人材についても十分な考察ができていない。日本企業のオフショ
ア開発を研究するにおいて、分業生産の形態別の考察が必須であり、更に、橋渡し（ブリ
ッジ）の役割を担うブリッジ人材の種別の考察も不可分である。 
そして先行研究の第３の課題として、先行研究ではブリッジ人材の役割やスキル・知識
は限定的であり、不明確である。先行研究ではブリッジSEのみに着目し、オフショア開発
における役割を、(1)頻繁に仕様変更を行なう日本の商習慣に対応すること、(2)プロジェ
クトの管理が主な作業であるとした。しかし、オフショア開発にはインハウス型とアウト
ソース型の２つの分業生産形態があり、更に、アウトソース型の受託海外企業のなかには
                                                   
34 総務省(2007a)によれば、調査時点においてオフショア開発を行っている日米企業が最初
にオフショア開発を行った時期は 1981年以降。 
35 前掲の注 2参照 
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日本企業のオフショア開発の経験の豊かな企業と乏しい企業がある。日本企業が日本企業
のオフショア開発特有のブリッジ人材に求めるスキル・知識を明らかにするには、先行研
究のようにブリッジSEのみを述べるのではなく、分業生産形態別（インハウス型、経験の
豊かなアウトソース型、経験の乏しいアウトソース型の３類型）、種別、役割別、人材レ
ベル別に考察する必要があるのではないか。 
 
 3.5 研究課題の提示 
本章では、オフショア開発に関する日本と海外の先行研究の整理と分析をしてきた。 
本研究が着目しているブリッジ人材について、梅澤(2007)、羽淵・細川(2008)、夏目(2010)、
田島・古谷(2008)らは、日本企業のオフショア開発においてブリッジSEが重要な役割を担
うと、夏目(2010）やTiwana et al.(2008)は、ブリッジSEは日本特有のSEであると指摘し
た。しかし、ブリッジSEの具体的な役割、求められるスキルや知識に関しての分析は不十
分である。さらに、日本企業のオフショア開発において、何故、ブリッジSEが必要なのか、
という根本的な問いについて十分な考察がなされていないため、何故、ブリッジSEは日本
特有のSEであると言えるのか、の考察ができていない。日本企業のオフショア開発におい
て、何故、ブリッジSEが要用されるのか、を考察することが第１の研究課題である。 
次に、前節で述べたように、オフショア開発の２つの分業生産形態であるインハウス型
とアウトソース型において、委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）として
重要な役割を担う人材は、先行研究が着目しているブリッジSEのみとは限らないと思われ
る。筆者の考えでは、日本企業のオフショア開発における橋渡し（ブリッジ）の役割は、
(1)委託日本企業の開発手法や業務知識を受託海外企業に伝達、(2)日本本社や再委託先企
業との業務調整、人材雇用、労務管理、などの業務であり、インハウス型では(1)および(2)
の役割が求められ、アウトソース型においては(1)の役割が求められる。従って、委託日本
企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う人材は、先行研究の
ように、図４や図５に示した開発を担当するブリッジSEだけに着目することは、日本企業
のオフショア開発を研究するには不十分であると考える。筆者が考える(1)や(2)、または
それ以外のひとつ以上の役割の担う人材としてブリッジ人材という概念が必要であり、分
業生産形態によりその種別が異なるのではないか。これを事例研究を通して考察すること
が第２の研究課題である。 
そして、日本企業のオフショア開発においてはブリッジSEのような、欧米企業のオフシ
ョア開発には存在しない特別なブリッジ人材がいるため、日本企業からオフショア開発を
受託する海外企業にとっては、このような特別な人材を多く抱えることが競争優位の源泉
となる。非漢字圏・非英語圏であるベトナムにおいては、大学、企業において資産特殊性
（人的資源の特殊性）が高い日本企業向けICT人材の養成を始めた。日本企業のオフショア
開発の受託海外企業やベトナムの大学の現地調査を通して日本企業向けICT人材であるブ
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リッジ人材には、(1)どのような種別や役割があり、(2)どのように養成されているかを考
察することにより、先行研究では限定的であり、不明確であったブリッジ人材の役割やス
キル・知識の分析フレームワークを、分業生産形態別、種別、役割別、人材レベル別に構
築することが第３の研究課題である。 
３つの研究課題を確認すると、 
(1) 日本企業のオフショア開発において、何故、ブリッジSEが要用されるのか？ 
(2) 日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う者
は、分業生産形態別にその種別が異なるのではないか？ 
(3) 日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）を担う者の役割やスキル・
知識を明確にするため、分業生産形態別、種別、役割別、人材レベル別に考察すべ
きではないか？ 
となる。 
以上の3点の研究課題を、次章から考察する。 
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第４章 日本企業のオフショア開発におけるブリッジ人材 
 4.1 ベトナム・ソフトウェア産業の概観 
情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）がベトナムの経済発
展にとって戦略的役割を果たすと、1995年に「National Program on IT to the Year 2000」
において取り組みが発表された。その後も ICT関連の政策に関するいくつかの公布があり、
現在における ICT政策の指針は、2010年公布の「ベトナムを情報通信技術大国にするため
の決定」（表４）である。同決定では、ICTをベトナム国家の発展の支柱とすべく、2020年
までの個別目標として ICT 人材育成や ICT産業育成などが謳われており、ベトナムの ICT
産業にとって国際労働市場で活躍する ICT人材の育成が急務で有ることが伺える。 
 
表４ ベトナムを情報通信技術大国にするための決定 
 2015年までの目標 2020年までの目標 
ICT人材育成 ・ICT学部卒業生の 30%が専門人材 
として国際労働市場で活躍 
・ICT学部卒業生の 80%が専門人材 
として国際労働市場で活躍 
・ICT情報産業従事者を 100 万人 
にする 
ICT産業育成 100億米ドルの売上を達成し、国
際的に事業展開をする ASEANレベ
ルの ICT 企業を輩出する 
150億米ドルの売上を達成し、国
際的に事業展開をする多くの ICT
企業を輩出する 
出所：国際情報化協力センター(2012a)『アジア情報化レポート 2011 ベトナム』 
 
2008-2012年のベトナムの ICT産業の売上は表５の通りである。2012年の同産業別構成
比は、ハードウェア 90.4％（対前年比 203.2%増）、ソフトウェア 4.7％（同 3.1％増）、デ
ジタルコンテンツ 4.9％（同 6.0%増）であり、ハードウェアの 2011年、2012年の伸び率が
高いのは、携帯電話やコンピュータ・電子部品の輸出増による（日本貿易振興機構、2013）。 
 
表５ ベトナム ICT産業の売上高   （単位：100 万 US$） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 合計 
2008年  4,100   680  440  5,220 
2009年  4,627   850  690  6,167 
2010年  5,631 1,064  934  7,629 
2011年 11,326 1,172 1,165 13,663 
2012年 23,015 1,208 1,235 25,458 
出所：MIC (2013) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2013” 
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ベトナムのソフトウェア産業の特徴としては、2010 年のソフトウェア産業の売上は 10.6
億 US$であるが、うち輸出が 7億 US$36と６割を占めていること、ソフトウェア会社は 1,000
社以上あるが、内 1,000人超の従業員を抱える企業は数社に留まることなどである37。 
また、2009-2012年のベトナムの ICT産業の登録企業数は表６の通りであり、2008-2012
年の一人あたりの年間平均賃金は表７の通りである。ソフトウェア産業、デジタルコンテ
ンツ産業の賃金はハードウェア産業に比べて倍以上の賃金であり、これらの産業において
人材不足や離職率の高さの理由のひとつが窺える。 
 
表６ ベトナム ICT産業の登録企業数  （単位：数） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 
2009年   992 1,756 2,844 
2010年 1,273 2,958 2,312 
2011年 2,763 7,044 3,289 
2012年 2,431 7,246 3,883 
出所：MIC (2013) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2013” 
 
表７ ベトナム ICT産業の一人あたりの年間平均賃金  （単位：US$） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 
2008年 1,440 3,600 2,820 
2009年 1,809 4,093 3,505 
2010年 2,201 5,123 4,896 
2011年 2,279 5,034 5,267 
2012年 2,281 5,030 5,278 
出所：MIC (2013) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2013” 
 
ICT 技術者の職種別年間平均給与を比べてみると（表８）、開発要員の多くを占めるソフ
トウェア技術者やソフトウェアプログラマ／開発者のベトナムの年平均給与は、日本企業
のオフショア開発の主要な委託先である中国の約４分の１とかなり割安となっている。オ
フショア開発は主にソフトウェア開発費の削減目的で行われるため、ベトナムは日本企業
の主たるオフショア開発委託先である中国に比べて人的コストにおいては優位である。 
 
 
                                                   
36 国際情報化協力センター(2012a) p.66 
37 同上 p.67 
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  表８ ICT技術者 職種別年間平均給与（2009年） （単位：US＄） 
 日本 中国 インド ベトナム 米国 
ソフトウェア 
技術者 
54,169 16,289 7,512 4,226 103,696 
ソフトウェア 
プログラマ／開発者 
39,321 18,325 7,512 4,226  85,894 
シニアソフトウェア 
プログラマ／開発者 
- 23,214 12,125 7,413 111,113 
IT プロジェクト 
マネージャ 
- 33,202 23,422 22,813 112,700 
出所：情報処理推進機構 (2011b)「グローバル化を支える IT 人材確保・育成施策に関する調査」 
（注）ソフトウェア技術者とソフトウェアプログラマ／開発者の給与額が同じ国は、両職種の区別がない 
 
ベトナムの ICT専門教育については、ICT人材育成計画は情報通信省、ICT教育は教育訓
練省が管轄するが、科学技術省も技術開発の面で関与し、ICT教育を行う高等教育機関およ
び在学者数は表９のように増えている。さらに、ソフトウェア工学と日本語運用能力を共
に修得させる教育がハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクト38
と FPT大学39において行われていることが注目される。 
 
表９ ICT教育を行っている高等教育機関の数と ICT関連の在学者数 
（単位：上段 校 ／ 下段 名） 
 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
大学・カレッジ 192 219 271 271 277 
在学者数 30,350 39,990 50,050 56,406 60,332 
出所：MIC (2011) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2011” 
 
科学技術省傘下の VITEC(Vietnam Information Technology Examination and Training 
Center)は、日本の情報処理推進機構（IPA）の協力の下で、相互認証されているアジア共
通統一試験（基本情報技術者試験は年２回、ソフトウェア開発技術者試験は年１回）を実
施している。この試験はベトナム以外にモンゴル、ミャンマー、フィリピン、タイにおい
ても実施されており、各国の受験状況が表１０、表１１である。 
                                                   
38 ハノイ工科大学において、日本の経済産業省が体系化・策定した情報処理技術者スキル
標準に対応したモデル教育を行うプロジェクト。 
39 日本の情報処理技術者スキル標準などに対応する教育を行うため、2006年に設立された
私立大学。 
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表１０ 第 14回 基本情報技術者（FE）試験の実情（2012年 10月 28日実施） 
 応募者数 受験者数 合格者数 合格率（%） 
モンゴル   78   65  2  3.1 
ミャンマー   37   35  2  5.7 
フィリピン  377  348  51 14.7 
タイ  373  323  30  9.3 
ベトナム  260  222  35 15.8 
合 計 1,125  993 120 12.1 
出所：ITPECのホームページを参考に筆者作成 
 
表１１ 第 4回 ソフトウェア開発技術者（SW）試験の実情（2010年 4月 実施） 
 応募者数 受験者数 合格者数 合格率（%） 
モンゴル  41  29 0  0.0 
フィリピン  25  23 6 26.1 
ベトナム  96  82 10 12.2 
合 計 162 134 16 11.9 
出所：ITPECのホームページを参考に筆者作成 （注）SWは 2010年まで 
 
ソフトウェア開発関連の組織としては、HCA(Ho Chi Minh City Computer Association)と
VINASA(Vietnam Software and IT Service Association)がある40。VINASAは日本をベトナ
ムICT産業の戦略的パートナーと位置付けをし、2003年にICT分野に於ける日越二国間協力
をより強力に推進することを目的とした下部組織、日越IT協力クラブ（VJC）を創立した。
ベトナムにおいて毎年開催される「Japan ICT Day」や、日本で開催される「ベトナムIT Day」
に、JETROなどの在越日系機関・団体から支援を得て、日越ICT企業間のビジネス推進に重
要な役割を果たしている。 
 次に、ベトナムの立地環境について、ソフトウェア産業が持続的成長を遂げる環境が確
立されているか考察する。Porter(1990)は国の競争優位について、投入資源条件(Factor 
Conditions)、需要条件(Demand Conditions)、企業戦略及び競争環境(Strategy, Structure 
and Rivalry)、関連産業・支援産業(Related and Supporting Industries)というダイヤモ
ンド・フレームワークを提唱した。これにもとづき分析すると、投入資源条件を除くとベ
                                                   
40 HCAは、1988年 6月に設立されたベトナムで最初に設立された ICTの協会であり、2012
年 4月時点で会員企業は 250社（ローカル企業 212社、外資系企業 36社）、ベトナム南部
に影響力のある組織である。VINASAは 2002年 4月設立され、会員企業は約 200社、ハノイ
とホーチミンに事務所がある。 
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トナムと、日本企業のオフショア開発の主なる委託先である中国との間には、ICT関連産業
の成長やソフト開発拠点の建設など、大きな格差がある（表１２）。 
 
表１２ 立地の競争優位性 
 日本 中国 インド ベトナム 
企業戦略及び競争
環境 
適切な持続的投資
を促す規制・社会規
範・インセンティブ 
競合企業間の競争 
 
 
・ソフト製品非力 
・受託生産ソフト市
場は巨大だが、多重
請負構造 
・政府育成策の一
方、法人税率高い 
・ソフト技術者のス
テータス微妙 
・国際志向が弱い 
・環境要因 21位 
・ソフト製品非力 
・国内市場は中規模
だが急伸中 
 
・政府の支援 
 
・ソフト技術者のス
テータス高い 
・国際志向強い 
・環境要因 57位 
・ソフト製品非力 
・国内市場は小規模
だが、世界市場から
一目置かれる 
・政府の支援 
 
・ソフト技術者のス
テータス高い 
・国際志向が強い 
・環境要因 58位 
・ソフト製品非力 
・国内市場は小規模 
 
 
・政府の支援 
 
・ソフト技術者のス
テータス高い 
・国際志向が強い 
・環境要因 78位 
投入資源条件 
労働力 
科学知識 
経営資源 
 
 
・事務所賃料 
 横浜 51.3 
 
・製造業技術者賃金 
 横浜 81,887 
・事務所賃料 
 大連 38 
北京 119 
・製造業技術者賃金 
 大連 10,074 
 北京 13,466 
・事務所賃料 
 ムンバイ 45 
バンガロール 17 
・製造業技術者賃金 
 ムンバイ 7,613  
バンガロール 
  10,751 
・事務所賃料 
 ホーチミン 
34～36 
・製造業技術者賃金 
 ハノイ   4,855 
 ホーチミン 4,780 
関連産業・支援産業 
競争力のある関連
産業 
 
・ICT 関連産業が発
達 
・組込ソフト関連が
成長 
・ICT 関連産業が成
長中 
・ソフト開発拠点を
続々と建設 
・ICT 関連産業は全
国的には未発達 
・有力なソフト開発
拠点 
・中国を参考に産業
政策を推進 
需要条件 
知識があり要求水
準の高い顧客 
グローバル市場を
先取りする需要 
・ICT利用が進展 
・国内市場は日本語
/慣習の壁 
・国内市場とグロー
バル市場の需要が
一部乖離 
・ICT利活用 8位 
・ICT 利用水準は中
程度 
 
 
 
 
・ICT利活用 36位 
・ICT 利用水準は低
い 
・受託開発ではグロ
ーバル市場の需要
に対応 
 
・ICT利活用 67位 
・ICT 利用水準は低
い 
 
 
 
 
・ICT利活用 73位 
出所：事務所賃貸料(US$／1 ㎡当たり／月)、製造（中堅）技術者賃金（US$／年）は JETRO(2012) 
“環境要因”、“ICT 利活用”については、元資料 WEF(2011)41 
 
 4.2 日本とベトナムのソフトウェア分業生産の現状 
日本企業のベトナム進出社数は 1,542社（2012年 1 月末時点）であり、ソフトウェア業
は 71社（進出企業の 4.6％）である42。2001年に、三谷産業（金沢市）が開発拠点をホー
                                                   
41 環境要因として“Market environment”, “Political and regulatory framework”, 
“Infrastructure environment”を取り上げている。 
42 帝国データバンク(2012) 
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チミンに設立している43。2003年には、日系独資企業である ISB Vietnam44がホーチミンに、
日越合弁企業 VIJASGATE(Vietnam-Japan Software Gate) 45がハノイに設立された。その後
2005年には、日立ソフトウェアエンジニアリングが FPT社内（現 FPT Software）にオフシ
ョア開発センターを開設46したのを契機に、次々と日本企業がベトナムにおけるオフショア
開発を本格的に着手した。 
委託先としてのベトナムの強みとして、労働コストの低さ、優秀で勤勉な若い人材、日
本との文化の類似性などが挙げられている。一方弱みとして、産業インフラの未整備、ICT
人材不足（質および量とも不足、特に高度 ICT技術者、管理職が不足）47、知的財産保護が
不十分48であるなどが挙げられる。日本企業のベトナムでのオフショア開発の評価は、コス
ト面での満足度は高いが品質や技術水準に対しては低いという調査結果であった49。なお日
本企業は、オフショア開発を労働集約的な見地でのソフトウェア開発費の削減およびソフ
トウェア技術者の人材不足を補うために進めてきたが、日本企業のグローバル展開におけ
るグローバル人材の採用とベトナム現地市場の参入に重きを置き、ベトナムに開発拠点を
設ける日本企業も出始めている。 
 Aspray et al. (2006, p.20)は、オフショア開発の受託側の国々を、下記の４つのカテゴリ
ーに分類しているが、ベトナムはまだこれらのどのカテゴリーにも属せない、オフショア
開発新興国である。 
① 高学歴の労働者が大勢おり、低い賃金(例えば、インドと中国) 
② 特別の語学力（例えば、フィリピンは英語とスペイン語の2か国語を併用し、米
国が必要とする英語およびスペイン語の顧客サービスを提供） 
③ 地理的優位、言語や習慣の熟知（例えば、米国から受託するカナダやドイツから
受託するチェコ共和国） 
④ 特殊な高度技術（例えば、セキュリティとアンチウイルスソフトウェアにおける
イスラエルの強み) 
                                                   
43 Aureole Information Technology Inc. ホームページ (2011年 11月 30日閲覧) 
44 ISB Vietnam Co., Ltd. のホームページ (2013年 3月 10日閲覧) 
45 ベトナムから日本へ ICT技術者を送り、3年間かけてブリッジ SEを養成することを企図
して設立されたが、約 3年後、次の背景から成果を上げることができず活動を停止した。
日本へ派遣された技術者は日本語力が弱く、日本側のプログラム開発などの教育体系も未
整備であったため、習得に時間が掛りすぎた。また、帰国したベトナム人技術者の多くが
転職した。 
46 日立ソリューションズのホームページ 旧・日立ソフトウェアエンジニアリング(株)の
沿革 (2013年 3月 22日閲覧) 
47 BSA (2012b)の世界 66カ国を対象にした ICT競争力を調査（ビジネス環境、ICTインフラ、
人的資産、法的環境、研究開発環境、ICT産業開発への支援について評価）によると、日本
16 位、中国 38位、インド 34位、ベトナム 53位。 
48 BSA(2012a)によると、ベトナムの違法コピー率は 81％。 
49 情報処理推進機構 (2011b)  p.132 
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 4.3 分業生産類型毎の現状と課題 
本節では、日本企業のベトナムでのオフショア開発の課題を表出するため、現地調査に
おいて明らかになった、代表的な分業生産の形態（３類型）を事例研究として考察する（表
１３）。 
表１３ 分業生産の類型化 
 日本国内 ベトナム国内 ベトナム企業事例 
インハウス型 
（内部組織） 
直接投資により現地開発拠点
を設置 
 
 
 
 
 
 
J1 社 
J2 社 
アウトソース型Ⅰ 
（市場取引または継続的取引） 
日本 SI 会社が下流工程をベト
ナム企業に再委託 
 
 
 
 
 
 
 
 
Tinhvan Outsourcing 
CMC Software  
Solution 
3S International 
 Software 
アウトソース型Ⅱ 
（継続的取引） 
日本 SI 会社（顧客）が上下流
工程一括してベトナム企業に
再委託 
 
  
 
 
 
 
 
FPT Software 
出所：筆者作成 
 
第１にインハウス型で、日本の親会社がベトナムに関連会社（開発拠点）を設ける場合
であり、内部組織に相当する。グローバル展開におけるグローバル人材の採用と、ベトナ
ムへの市場参入に重きを置く、J1社と J2社を取り上げる。 
第２がアウトソース型Ⅰで、我が国の SI（System Integrator）が顧客から請け負ったシ
ステム開発案件のうち、プログラミングやプログラムテストなどの下流工程を、ベトナム
企業に持ち帰り開発という形で再委託する場合である。技術者が必ずしも経験豊富でなく
ても対処できる。仲介者を通した市場取引も可能であるが、継続的取引により信頼が醸成
されると、我が国特有の商慣行・業務知識などの取引特殊資産が蓄積され、それに連れて
生産性の向上が期待できる。この類型では、日本市場に参入を目指している Tinhvan 
顧客 
 
親会社 
（メーカー）
等） 
関連会社 
（開発拠点） 
ベトナム企業 
ベトナム企業 
日本拠点 
顧客 
 
(日本 SI会社) 
日本 SI会社 ベトナム企業 
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Outsourcingと日本市場に参入を試みるが参入しきれない CMC Software Solution、そして
ベトナム最大手企業において、日本企業のオフショア開発に 10年間ほど従事していた管理
者達がスピンアウトして設立した 3S International Softwareを取り上げる。 
第３がアウトソース型Ⅱで、比較的大きな開発案件において、日本に拠点を有するベト
ナム企業に要件定義、概要設計などの上流工程も含めて委託する場合である。ベトナム企
業は顧客近接地において経験豊富な技術者が上流工程を作業し、下流工程を持ち帰る。継
続的取引を通して十分な信頼が醸成され、取引特殊資産が蓄積されていることが前提にな
る。この類型では、日本企業のオフショア開発を大々的に手掛けるベトナム最大手の FPT 
Softwareを取り上げる。日本に支社を設けているベトナム企業には、2013年末時点で FUJI 
Computer Networkや Luvina Software、GMO RunSystem Corporationなどがあるが、日本企
業のオフショア開発を手掛けるベトナム企業の中で、FPT Softwareに肩を並べる企業はな
い。 
事例研究を通して、ベトナムにおける日本企業のオフショア開発の課題を考察する。 
 
4.3.1 インハウス型(1)：J1社50 
 J1社は、アセアン域内３番目の研究開発拠点として、我が国の他の家電メーカーに先駆
け、2007年にハノイに設立された。親会社からデジタル家電用ソフトウェアの設計・開発
を受託するとともに、グローバル事業展開の設計開発センターとしての役目も担う。現地
企業への再委託も行っているが、再委託先企業のプロジェクト管理能力の問題から、委託
範囲はプログラミングなど下流工程に留めている。ソフトウェア関連の先端技術資料は英
語であること、グローバル事業展開を目指していることなどから、同社内の業務では全て
英語が用いられている。J1 社には日本人の技術スタッフ２名が常駐しており、この日本か
らの現地赴任者がブリッジ SEの役割に加え、コーディネーターとして、日本本社や再委託
先である現地企業との業務調整、人材雇用、労務管理など、SE以外の仕事も担っている。
そしてコーディネーターには、(1)現地企業・当該業界に関する知識、(2)現地語運用能力
（少なくとも英語）並びに現地文化・慣習の理解、が求められる。同社にはベトナム人の
SE はいるが、本研究で定義するようなブリッジ SEはいない。ベトナム人技術者の技術の向
上が図られた後、日本人の技術系スタッフの常駐者はいなくなる予定である。 
次に人材の採用、養成と離職対策について述べる。技術者は主にベトナム最高水準のハ
ノイ工科大学から採用している。同大学にソフトウェア技術者養成講座を開設し、日本か
ら技術者を派遣して直接指導も行っている。また、インターンシップ（約２か月間）も活
                                                   
50 下記の日に訪問、対応者は J1社の代表。本研究のデータ等は、2011年 11月 23日訪問時
の聞き取り調査による。 
訪問日：2007年 9月 25日、2008年 10月 30日、2011年 11月 23日 
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用している51。大学卒業時点では即戦力レベルからは遠く52、当初採用した 19人は、同社グ
ループのシンガポールの拠点において３か月間の教育を行った後に業務を始めた。組込み
ソフトウェアの技術習得には４～５年と時間が掛るため、離職抑制への取り組みが重要だ
が、2010年には離職率が約 30％と高かった。背景として、(1)給与水準や評価基準の問題、
(2)ベトナム人は管理者志向が強いものの昇進への道筋が見えないこと、(3)ヘッドハンテ
ィングが盛んであること、などがある。新卒者の離職率が特に高いため、2011年からキャ
リア採用（3年程の経験者）中心に変えた。彼等は企業風土を理解し、新卒に比べて定着率
が高い。報酬は業界のトップクラスである。月額給与にはスキル評価が、ボーナス（上期、
下期）には個人の成果がそれぞれ反映され、会社の業績に応じボーナスを支給する。スキ
ル評価基準（100項目以上）は親会社の制度に基づくものだが、多くの項目を基に判定する
ため、労使交渉で社員の理解を得やすい。またベトナム人は組織の管理者を目指す志向が
強く、職階設計・運用に工夫が必要である。さらに仕事に関しては、参加意識、達成感を
得られるよう努めた。このように行った結果、2011年の離職率は約 15％になった。 
 最後に同社の課題について考察する。第１に、ベトナム人技術者の養成である。組込み
ソフトウェア技術の習得には時間が掛るため離職対策が重要であるが53、J1社の離職対策は
まだ試行錯誤の段階であり、人材が育たなければグローバル事業展開計画に影響が生じる。
第２に親会社から派遣される日本人赴任者（コーディネーター）の養成である。現在も海
外に派遣する社員に対し、任国事情（政治体制、経済状況など）や人事労務管理（雇用契
約、労務管理など）などの派遣前研修は実施されるが、必ずしも実践的でないため、赴任
者の現地への適応能力に負うことになる。赴任期間は２～３年と短く、その間に醸成され
た個人の経験やネットワークは多いとは言えないが、それでも後任者へ十全な引継ぎが行
われる環境を整え、共有されるべき情報を蓄積する必要がある。 
 
4.3.2 インハウス型(2)：J2社54 
J2社は、グローバル展開におけるグローバル人材の採用と海外市場向け開発をするため、
J1 社に少し遅れてハノイに設立された。グループ会社の分散開発拠点のひとつとして、組
込みソフトウェアの要素技術開発、プロジェクト管理ツール開発などを中心に、日本にお
                                                   
51 郷端(2012a, p.151)「学生への就職支援はベトナムの大学の業務にはなく・・・、大学
が積極的に就職支援をすることはない。」 
52 国際協力機構(JICA)のホームページによると、「理論・知識の習得に偏重し、問題解決能
力を軽視する傾向がある。この結果、卒業生の多くが実社会の要請に的確に応える知識・
能力を習得していないという問題がある。」 
53 ICT技術者の給与は他に比べて高く、優秀な人材が ICT系の大学に進む。管理者志向が強
い彼等の要求を満足させなければ離職へと繋がる。 
54 下記の日に訪問、対応者は J2社の代表。本研究のデータ等は、2011年 11月 24日訪問時
の聞き取り調査による。 
訪問日：2010年 11月 16日、2011年 11月 24日 
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ける上流工程の設計に基づき下流工程を担当している。ノウハウの流出を防ぐために同社
内において開発をしており、現地企業への再委託はしていない。将来、同社において上流
工程から開発に関わることを目指し、取り組んでいる。J2社には J1社と同様、ブリッジ
SE とコーディネーターの役割を担う、日本人の技術スタッフ２名が常駐している。そして
J1 社と同様、ベトナム人の SEはいるがブリッジ SEはいない。 
次に人材の採用、養成と離職対策について述べる。まず採用については、ベトナムの理
系トップレベルのハノイ工科大学とベトナム国家大学ハノイ校を中心に、キャリア採用も
実施している。採用後は一般教養および技術の教育を行い、スキル強化は情報処理推進機
構（IPA）の ITSS (IT Skill Standard)を基に作成された、同グループのスキル標準を活用
している。社内では英語によるオペレーションを行っているが、日本から依頼される業務
の資料には日本語のものもある。また、グループの開発プロセスを徹底する必要があるた
め、日本語学校において日本語を学ばせるとともに、組込みソフトウェアなどの高い技術
の習得には技術者を日本に派遣し、OJT（日本語および英語にて）で行っている。離職につ
いては、設立当時から残っている社員は少なく、４～５年で辞めて行く者が多い。帰属意
識を高めるために次の対策を講じた結果、30歳以上の従業員の離職率は下がっている。第
１に事業計画を明確に説明する。第２にキャリアパスの定義と到達するための指導を行い、
各自のキャリアパスを明確化させる。第３に社内旅行を実施する。ベトナム人は家族的な
付き合いを大切にするため、経営者と社員、社員の家族との絆を強くするのに有効である。
第４に表彰制度の導入である。 
 同社の課題について考察する。第１に核となる人材の養成である。優秀な一人の
PM(Project Manager)が対応できるプロジェクトの成員数は 15 名程度であり55、核となる人
材を長期的・計画的育てる必要がある。そして第２に、J1社と同様、日本人赴任者のコー
ディネーターに関する人材養成に課題がある。J2社の日本人の代表は、ベトナムに関して
の組織的な研修を受講していないが、ベトナム赴任前にインドに赴任しており、その個人
の経験がベトナムでも活かされているように思われる。 
 
4.3.3 アウトソ－ス型Ⅰ(1)：Tinhvan Outsourcing56 
Tinhvan Outsourcingは、Tinhvan Holdings（1997 年設立）のアウトソーシングサービ
スを担当する会社として 2006年に設立され、2010年から日本企業へのサービス提供を始め
た。Tinhvan Holdingsの組織図（図９）によると、事業ドメイン別にコンサルティング事
                                                   
55 同社代表の 2011年 11月 24日訪問時の聞き取り調査による。 
56 下記の日に訪問、対応者は Tinhvan Holdings 副会長および Tinhvan Outsourcing 社長。
本研究のデータ等は、2012年 11月 16日訪問時の聞き取り調査の資料および同社ホームペ
ージによる。 
訪問日：2010年 2月 23日、2012年 4月 20日、2012年 11月 16日 
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業部、通信事業部、アウトソ－ス事業部（Tinhvan Outsourcing）など５つ会社から構成さ
れ、その下に営業部、開発部、総務・人事部が設けられている57。450人の社員を抱え（Tinhvan 
Outsourcingは約 80名）、2010年に CMMI(Capability Maturity Model Integration) 58レベ
ル３を取得している。 
 
図９ Tinhvan Holdingsの組織図 
 
出所：Tinhvan Holdings社の内部資料を参考に筆者作成 
 
Tinhvan Holdingsの売上は 2008年 700億 VND(Vietnam Dong)だったが、2010年には 1,200
億 VNDとなり、２年で 1.71 倍に増加した。また。社員数は 2008年 365人から 2010 年には
450人に増加している（図１０）。 
                                                   
57 同社ホームページ（2012 年 4月 10日閲覧） 
58 ソフトウェア開発を行う組織のプロセス成熟度について 5つのレベルが規定されており、
レベル 1は非常に未熟で混沌とした開発プロセス、レベル 5は成熟した高品質を実現する
開発プロセスと数値があがるほど、成熟度が高いとされる。 
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図１０ Tinhvan Holdingsの売上と社員数 
 
出所：Tinhvan Holdings社の内部資料を参考に筆者作成 
 
Tinhvan Outsourcing は、ソフトウェア開発のアウトソーシングサービス（英語圏、EU、
日本）とモバイルのアプリケーションや、ゲームの開発を担当している。日本企業のオフ
ショア開発も手掛けており、日本市場への本格的な参入（オンサイト－オフショア型）を
計画している。しかし、ブリッジ SEは２名しか抱えておらず、その２名も日本で働いた（1
年以上）経験もなく、同社の日本企業のオフショア開発経験は乏しい。ベトナムにおいて
は、日本企業が求めるブリッジ SEは量的、質的に不足しているため、必ずしも ICT 技術者
ではないが、ベトナムではコミュニケーターと呼ばれている、(1) 委託企業・当該業界に
関する知識を有し、(2)日本語運用能力並びに日本文化・慣習を理解する者を雇用し、日本
市場への参入を目指して日本企業および当該業界の情報の取得や、委託日本企業の業務知
識の蓄積を始めた。コミュニケーターには開発を担当するブリッジ SEの補助役として、会
議などでの通訳、資料の翻訳以外に、委託日本企業・当該業界に関する知識をプロジェク
トメンバーに伝える役割を担わせている。必ずしも ICT 技術者ではないコミュニケーター
が委託日本企業・当該業界に関する知識を伝達する、言わば、制限されたブリッジ SE59の役
割を果たしているのである。 
 Tinhvan Outsourcingの課題は、日本の委託企業・当該業界に関する知識の蓄積が挙げら
れる。日本企業のオフショア開発の経験を通じて開発能力に自信を持ちつつあるが、ブリ
ッジ SEの日本語運用能力は高いとは言えなかった。日本企業のオフショア開発の経験の乏
しい企業において、プログラミングやプログラムテストなどの下流工程に受託範囲が限ら
れる場合には、必ずしも既述の日本企業が求めるブリッジ SE全てのスキルや知識が求めら
                                                   
59 中国において日本企業のオフショア開発が始まった頃、日本語は話せるが技術力はなく、
業務知識も少ない者をブリッジ SEと紹介する企業が、多々見受けられた。 
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れる訳ではなく、賃金が高額なブリッジ SEを当初より雇用するにはリスクが高すぎる。ま
ず、コミュニケーターによる日本の委託企業・当該業界に関する知識の蓄積から始め、受
託する開発工程が上流工程に広がる可能性が増した段階でブリッジ SEの雇用を考えるとい
う段階を踏む必要がある。同社の本格的な日本市場参入には、まず、日本の委託企業・当
該業界に関する知識の蓄積が鍵となる。 
 
4.3.4 アウトソ－ス型Ⅰ(2)：CMC Software Solution60 
 CMC Software Solution は、CMC Corporation（1993年設立）の子会社として 1996年に
設立された。2004年に海外向けアウトソーシングサービス部門を設け、2008年に CMMIレ
ベル３を取得した。CMC Corporation は図１１のように事業ドメイン別に構成され（通信事
業部、SI事業、情報セキュリティ事業など）、グループとして約 2,000人の社員を抱える、
ベトナムの ICT分野では、FPT Corporationに次ぐ位置にある一社である。日越の合弁企業
VIJASGATEに出資した企業の一社でもある。 
 
図１１ CMC Corporation の組織図 
 
出所：CMC Corporationのホームページを参考に筆者作成 
                                                   
60 下記の日に訪問、対応者は CMC Software Solution 社長およびアウトソーシングサービ
ス事業部 Anh部長。本研究のデータ等は、2012年 11月 17日訪問時の聞き取り調査および
同社ホームページによる。 
訪問日：2011年 11月 23日、2012年 4月 18日、2012 年 11月 17日 
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次に CMC Software Solution の事業内容について紹介する。同社はソフトウェア・ソリ
ューションを担当し、ソフトウェア・アウトソーシング、BPO(Business Process 
Outsourcing)サービス、並びにソフトウェア製品のベトナム現地化や、データ入力・デー
タ処理サービスなどの業務を行っている61。CMC Corporationの売上をみると（図１２）、売
上高は 2008年の 22,770億 VNDから 2010 年 51,460 億 VND と順調に成長を遂げているが62、
一方、CMC Software Solutionの売上は、1,350億 VND 前後と横這いとなっている。同社の
アウトソーシングサービス事業部にはブリッジ SEは４名（内日本留学経験者１名）が在籍
しており、内２名は日本においてオンサイトで仕事をしている。同社の人材養成は、基礎
的な技術は社内のテストにより習得させ、次にプロジェクトにおいて OJTで行っている。
しかしながら Hung副社長によると、２つの壁に遭遇している63。２つの壁とは、言語の壁
と品質要求水準の壁である。第１の言語の壁については、「ベトナム人は高い開発能力は
あるが、日本語運用能力を養成するのは容易でない」と述べている。第２の品質要求水準
の壁ついては、「日本市場は品質にとても厳しい」と指摘している。 
 
図１２ CMC Corporationと CMC Software Solutionの売上 
 
 出所： CMC Software Solution アウトソーシングサービス事業部 Anh部長の資料を参考
に筆者作成 
                                                   
61 同社ホームページ （2012 年 4月 10日閲覧） 
62 CMC Corporationは 2008 年から 2010年の２年間で、売上が 2.3倍となった。 
63 副社長 Hoang Ngoc Hung へのインタビュー（2011年 11月 23日） 
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CMC Software Solution の課題は、対日オフショア開発に向けて言語の壁と品質要求水準
の壁に対し、VIJASGATEの失敗64を経験しているにも拘わらず、まだ有効な橋渡し（ブリッ
ジ）の役割を担う人材養成に関して対策が取れていないことである。品質の不具合には、
ソフトウェアテストなどにおいて発見されるプログラミングのミスだけではなく、委託企
業から提示された資料の記載漏れ、不明瞭や記載ミスなどの不備、即ち第２章で考察した、
日本企業のソフトウェア開発における暗黙知に起因するものも含まれることから、日本企
業が求める品質要求水準の壁を乗り越えるためは、異なる業界、異なる企業、異なる製品
開発の取引特殊資産である日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を、日本企業のオ
フショア開発を通して蓄積しなければならない。そのためには、時間を要するブリッジ SE
の養成だけではなく、Tinhvan Outsourcing が取り組んでいるようなコミュニケーターによ
る日本企業および当該業界の情報の取得や、委託日本企業の業務知識の蓄積に積極的に取
り組むべきである。 
 
4.3.5 アウトソ－ス型Ⅰ(3)：3S International Software65 
 3S International Softwareは、ベトナム最大手の FPT Software において日本のオフシ
ョア開発に 10年間ほど従事していた管理職達８人がスピンオウトし、2012年 6月に設立し
た会社である。設立当初は社員 30名でスタートし、2013 年 6月には香港に駐在員事務所を
開設、2014 年 6 月時点の社員数は 63 名である。事業内容は、(1)オフショアソフトウェア
開発・保守、(2)ダイレクトマーケティング分野のソリューション提供及びコンサルティン
グ、(3)オンラインシステム開発、(4)モバイルアプリケーション開発、(5)物流システムイ
ンテグレーション、(6)品質保証のテストなどである。設立当初から 2013 年 9 月までの売
上は 4,600 万円、2013 年 12 月では 6,100 万円、そして 2014 年 6 月では 9,100 万円と売上
を伸ばしている。市場別売上は図１３の通りであり、日本企業のオフショア開発の割合が
増えてきている。Nghia 会長によれば、日本市場の割合を 80％ほどに拡大したいと考えて
おり、2015年に日本市場開拓のために日本連絡事務所を設置する予定である。 
設立当初より日本や香港、および欧米の仕事を取得している理由は、設立した者達がベ
トナムにおいてはオフショア開発の先駆者達であり、豊富な経験を持っていること、そし
て Nghia 会長が FPT Software に従事していた時に、(1)イギリスの顧客先で２年間のオン
サイト業務、(2)FPT Software Japan の大阪事務所所長として日本での２年間の勤務など
を通じて人脈形成をしてきたことによる。 
                                                   
64 前掲の注 45参照 
65 下記の日に訪問、対応者は 3S International Softwareの Nghia会長および Nam社長。
本研究のデータ等は、2014年 6月 4日訪問時の聞き取り調査および同社ホームページによ
る。 
訪問日：2012年 11月 15日、2013年 1月 30日、2013年 12月 19日、2014年 2月 9日、2014
年 6月 4日 
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図１３ 3S International Softwareの市場別売上 
 
出所：3S International Software社の内部資料を参考に筆者作成 
 
 同社の人材の採用はキャリア採用が中心であるが、ベトナムの理系トップレベルのハノ
イ工科大学とベトナム国家大学ハノイ校、および FPT 大学からも採用をしている。技術的
な教育はプロジェクトにおいて OJT により行われているが、日本企業のオフショア開発の
比率を増やすため、社内において社員に日本語教育も実施している。 
 Nghia会長は、同社設立の経緯を次のように述べた。(1)我々は FPT Softwareにおいて従
業員の給与や待遇を定める権限を持たされていなかったが、FPT Software は新規顧客拡大
による事業成長戦略を取っていたため、その高い目標値により大きな抑圧を受けていた。
(2)新たな顧客の獲得により専念すると、既存顧客へのサービス提供の質が悪くなり、より
深い信頼関係を築くことが難くなると思えた。(3)顧客が求める要求に応え顧客満足度を上
げることが、結果として社員達の将来の幸福に繋がると考え、(4)「Happy Cuder66, Happy 
Coding for a better life!」という職場環境のある会社を設立した。 
 オフショア開発の経験豊富な管理者達が設立した会社であったが、必ずしも順調な滑り
出しとは言えなかった。これまでの顧客との信頼関係はあったが彼等の思惑とは異なり、
新しい会社の顧客にはならなかった。そのため、設立当初は売上に比べ社員給与やオフィ
スなどの経費が嵩み、運営資金不足に陥った。費用節約のために支出の工夫、管理職達の
給与の削減や全社員に株式を持たせるなどの資金調達により資金不足の対処を続けながら、
信頼を得ていた顧客や友人達の紹介などにより新たな顧客を徐々に獲得して行った。安易
に新規顧客の獲得はせず、成果物の品質を重視した開発を行った結果、ベトナムにおいて
オフショア開発の豊富な経験を持つ先駆者達の信頼は徐々に高まってきた。また、設立当
初の困難を乗り切るための全社員による取り組みが団結力を高め、同社の 2014年前半の離
                                                   
66 「Cuder」はプログラマのことであり、「Coder」から派生した俗語。 
   
設立～2013年 9月 設立～2013年 12月 設立～2014年 6 月 
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職率は３％（６５名中２名が離職）と非常に低い。 
 同社の特徴は、日本企業がオフショア開発を委託する場合に橋渡し（ブリッジ）の役割
を担うブリッジ SEを抱えていないことある67。Nghia会長は、その理由を次のように説明し
た。(1)ベトナムにおいては日本企業が求める質の高いブリッジ SE は不足しており、日本
企業が求めるブリッジ SE の質を確保することは難しい。(2)日本企業の不備のある資料の
理解や打ち合わせにおける理解の齟齬を少なくするためは、日本語運用能力が高く、日本
文化・慣習を理解した者が委託日本企業に関する知識を蓄積し、プロジェクトメンバーに
伝達する方が効率が良い。そのために優秀なコミュニケーターの確保に注力している。 
同社は大学の日本語学科出身のコミュニケーターを６名（コミュニケーターとしての平
均勤務期間は４年、内３名は日本の大学へ１年間程度の留学経験有り）を雇用している。
彼等の日本語能力は、日本語能力試験の日本語能力１級を取得した者が３名、２級が３名で
あり、次の役割を担っている。 
(1) 顧客の要求を正確且つ充分にプロジェクトメンバーに伝達する 
(2) 顧客との緊密な関係を築くために、同社の文化や作業マナーを顧客に把握して頂く 
(3) 日本におけるオンサイトにも同行し、会議などでの通訳、資料の翻訳以外に委託日本
企業・当該業界に関する知識の習得 
同社の課題は、まず設立者達を除けばまだオフショア開発の経験を持つ技術者が少ない
ことにあるが、ベトナム企業の中では経験豊富なコミュニケーターを活用しており、ICT技
術者達の経験不足は補われていると思われる。それよりかは、Nghia会長が望む日本市場の
割合を 80％ほどに拡大するための方策をどうするのかが現在の課題である。日本企業はオ
フショア開発委託先としてベトナムを注視はしているものの、日本市場を重視している
VINASA のホームページ上での情報は乏しく、また、日本国内に会社を設立したベトナム企
業は少ないため、日本において日本企業がベトナムのソフトウェア産業の情報を得る環境
はまだ十分に整っていない。それ故、(1)顧客や友人からの新しい顧客の紹介、(2)VINASA、
JETORO などが日本やベトナムにおいて主催や共催するイベントに参加し、新たな顧客候補
へのアプローチ、(3)ベトナムに進出している日系企業へのアプローチ、などの日本企業が
同社の存在を知ることに繋がる地道な活動を継続しながら、日本企業に対してベトナムの
他の企業より高い品質を提供できることを示さなければならない。オフショア開発の主な
る目的は開発費の削減であるが、同社のオンサイト業務では ICT 技術者とコミュニケータ
ーが委託日本企業の近接地に常駐することになり、費用高との印象を与える可能性がある。
もし品質が悪ければ、尚更その印象が強くなる。委託日本企業が求める品質が確保できれ
ば信頼が深まり、開発プロセスの受託範囲の拡大や新たな顧客の獲得に繋がることになる
だろう。 
                                                   
67 Nam社長は FPT Softwareに従事していた時に、ブリッジ SEとして日本企業において 2年
間のオンサイト業務の経験がある。 
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4.3.6 アウトソ－ス型Ⅱ： FPT Software68 
 FPT Softwareは、ベトナム最大手の ICT企業である FPT Corporation（1998年設立、2010
年のグループの社員 1万 2,300人）69のソフトウェア事業部として、1999年からアウトソー
シングビジネスを開始した。2004年には株式会社となり、同年、ベトナムで初となる
CMM(Capability Maturity Model)70レベル５を取得した（2006年 CMMIレベル５取得）。2005
年に FPTジャパンを東京に設立（後に大阪事務所も開設）するなど、日本市場を重要視し
ている。現在、FPT Corporation の組織図（図１４）によればソフトウェア部門に当たる
FPT Softwareをはじめ、通信部門、情報システム部門、教育部門、商社部門、情報サービ
ス部門、投資部門の７部門を擁する、ベトナムでは他社の追随を許さない最大手の ICT企
業である。 
図１４ FPT Corporation の組織図
 
出所：FPT Corporationのホームページを参考に筆者作成 
                                                   
68 下記の日に訪問、対応者は FPT Software副社長および営業部長他。本研究のデータ等は、
2012年 11月 24日訪問時の聞き取り調査および同社ホームページによる。 
Hanoi本社訪問日：2005年 5月 23日、2007年 7月 18日、2007年 8月 15日、2007年 9月
24 日、2007年 12月 20日、2008年 1月 22日、2008年 10月 31日、2011年 11月 24 日 
FPT Software ホーチミン(Saigon Hi-Tech Park) 訪問日：2012年 11月 13日 
69 FPT は、1988 年に「Food Processing Technology Company」として設立された会社であ
るが、現在は複合企業として、単に「FPT」として呼ばれている。 
70 前掲の注 58参照。ソフトウェア開発、システム開発、プロジェクト管理など複数のモデ
ルを使用する問題があり、その問題を解決するためにモデルを一本化した CMMIに移行され
た。 
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 FPT Softwareは、ベトナム国内ではハノイ、 ダナン、ホーチミンに、海外では 2005年
設立した FPTジャパンを筆頭に、2007年にはシンガポール、2008年にはマレーシア、ヨー
ロッパ、米国、豪州に拠点を設け71、アプリケーション開発および保守、組込みシステム、
マイグレーション・サービス、品質保証テストなど、多彩な ICTサービスを専門的に扱う
部署を設置している72。同社の売上は 2005年 920万 US＄だが 2010年には 5,200万 US$と伸
ばしており、社員数も 2005 年 1,000人から 2010年 3,500人へと大幅に増えている（図１
５）。 
 
図１５ FPT Softwareの売上と社員数 
 
出所：FPT Software 社のホームページを参考に筆者作成 
 
FPT Softwareはベトナム人ブリッジ SEを約 150名抱え（含 FPTジャパン）、内約 100名
が日本においてオンサイト業務をしており、日本人ブリッジ SEも数名いる。ブリッジ SE
は同社の事業部門か、FPTジャパンのビジネスユニットに所属している。同社の売上高構成
上の顕著な特色は、売上の半分以上が日本企業向けということである（図１６）。2010年の
売上は 5,200万 US$、うち日本市場の売上は 52％の 2,700万 US$であった。2010年の為替
レートの年間平均（1US$＝87.79円）73で日本円に換算すれば約 23億 7,400万円となり、日
                                                   
71 同社ホームページ（2013 年 3 月 4 日閲覧）顧客近接地において要件定義、概要設計など
上流工程を実施し、下流工程はベトナムへの持込開発で対応するオンサイト－オフショア
型を目指している。 
72 同社ホームページ（2012 年 4月 10日閲覧） 
73 三菱東京 UFJ銀行の 1米ドルの年間平均為替（TTM=87.79 円）にて計算。同社ホームペー
ジ（2012年 4月 10日閲覧） 
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本企業のオフショア開発のベトナムへの発注取引額 20億 8,000万円74(2010年)を計算上、
上回る。従って同社は、日本企業のオフショア開発のベトナムへの発注分を、ほぼ独占し
ていると推定され、この背景は次の通り推察できる。第１に、FPT Corporationの Truong Gia 
Binh会長が VINASA会長として、ソフトウェア業界の先頭に立って日本との交流に取り組ん
できた。第２に、他社に先駆け 2005年に FPTジャパンを設立し、日本企業に直接営業を始
めた。第３に、日本語ができる ICT人材の養成の重要性を認識し、2006年 10月にハノイに
FPT大学を設立し、インターンシップ制度を通して優秀な学生を採用する環境を作った。 
 
図１６ 市場別売上（2010） 
 
出所：FPT Software 社のホームページを参考に筆者作成 
 
 最後に同社の課題について考察する。第１に、日本企業にとってはブリッジ SE の能力不
足が指摘できる。急激な企業成長から、３～４年ほどの実務経験を経てブリッジ SEやプロ
ジェクトリーダーとなるため、管理能力が弱い。また人材がよく入れ替わるため、委託日
本企業が開発手法や業務知識について再度伝えなければならない場合もあり75、組込みソフ
トェアの開発のように技術の習得に時間のかかる分野では、日本企業が求める上流工程を
担当できる技術者を養成するのは難しい。第２に、日本語品質保証体制に対する懸念であ
る。かつて同社には日本語品質保証部が設けられ、日本の顧客との会議におけるサポート、
業界用語・ICT用語の辞書化などを通して仕様解釈に齟齬がでないよう努め、委託日本企業
から評価を得てきた。同社は、2009年に日本語品質保証部を廃止したが、転職率が高い中、
同社の特徴である高い日本語品質保証体制を保てるか、懸念が残る。 
                                                   
74 情報処理推進機構 (2012b) p.126 
75 FPT Software社に委託している日本企業担当者へのインタビュー（2012 年 11月 16日） 
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 4.4 日本企業が求めるブリッジ人材のスキル・知識の分析フレームワーク 
前節において、ソフトウェア開発費の削減、日本国内における ICT人材不足の補完や海
外現地市場への参入の目的で行われる日本企業のオフショア開発の代表的な分業生産の形
態（３類型）の事例研究を行い、委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）と
して業務を円滑に推進させる重要な役割を担う人材は必ずしもブリッジ SEだけではなく、
類型別に異なることが明らかになった。 
インハウス型では赴任者の日本人技術スタッフがブリッジ SEの役割として、
(1)SE(System Engineer)としての技術力、(2)PM(Project Manager)としての管理能力、(3)
委託企業・当該業界に関する知識、(4)日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解、のス
キル・知識が求められると共に、コーディネーターとして、日本本社や再委託先である現
地企業との業務調整、人材雇用、労務管理など、SE以外の仕事も担当する役割も担うため
に、(1)現地企業・当該業界に関する知識、(2)現地語運用能力（少なくとも英語）並びに
現地文化・慣習の理解、も求められる。 
他方、アウトソース型ではブリッジSEやコミュニケーターに求められるスキルや知識は、
日本企業からどのような開発工程を受託したかによって異なる。アウトソース型Ⅰのよう
に、日本企業のオフショア開発の経験の乏しい企業において、プログラミングやプログラ
ムテストなどの下流工程に受託範囲が限られる場合は、既述の日本企業が求めるブリッジ
SEの全てのスキル・知識を必要とする訳ではない。下位レベルのブリッジ SEに、
(1)SE(System Engineer)としての技術力、(2)日本語運用能力、があれば対応できる。また、
Tinhvan Outsourcingや3S International Softwareの取り組みのように、必ずしもICT技術
者ではないコミュニケーターに、(1)委託企業・当該業界に関する知識、(2)日本語運用能
力並びに日本文化・慣習を理解、のスキル・知識があれば対応が可能となる。アウトソー
ス型Ⅱでは、比較的大きな開発案件を要件定義、概要設計などの上流工程も含めて受託す
ることになるため、既述のブリッジSEの全てのスキル・知識を求められる。受託案件の開
発工数が大きければ、PMとしての管理能力や日本文化・慣習の理解に乏しい下位レベルの
ブリッジSEもプロジェクトに参画させ、一部の開発工程を任せることにより、OJTを通して
不足するスキル・知識の蓄積を図らせることになる。 
これらのことから、日本企業がブリッジ人材に求めるスキル・知識を、分業生産形態別、
種別、役割別、人材レベル別に整理して分析のフレームワークを構築し、人材養成の場も
付加したものが表１４である。 
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表１４ 日本企業がブリッジ人材に求めるスキル・知識の分析フレームワーク 
分業生産形態 インハウス型 アウトソース型 
ブリッジ人材の 
種別 
コーディネ
ーター 
上位 
ブリッジ 
SE 
下位 
ブリッジ 
SE 
上位 
コミュニ 
ケーター 
下位 
コミュニ 
ケーター 
役割 管理・調整 開発 開発補助 
ス
キ
ル
・
知
識 
SEの技術力 － ○ ○ － － 
PMの管理能力 － ○ △ － － 
委託企業・当
該業界に関す
る知識 
－ ○ △ ○ △ 
日本語運用能
力 
－ ○ ○ ○ ○ 
日本文化・慣
習の理解 
－ ○ △ ○ △ 
現地再委託先
企業・当該業
界に関する知
識 
○ － － － － 
現地語運用能
力 
（少なくとも
英語） 
○ － － － － 
現地の文化・
慣習の理解 
○ － － － － 
人材養成の場 
・赴任前研修 
・赴任先での
OJT 
・大学等での技術、語学教育 
・インターンシップ 
・入社時のトレーニング 
・企業の社内・社外研修 
・企業におけるOJT 
・大学等での語学教育 
・入社時のトレーニング 
・企業におけるOJT 
出所：筆者作成 
（注）○は必須、△は業務を通してスキルアップが求められる 
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 4.5 考察 
本章では、分業生産形態（３類型）の事例研究を通し、ベトナムにおける日本企業のオ
フショア開発の課題の考察をした。その結果、３類型に共通した課題は、委託日本企業と
受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う人材の養成であることが明
らかになった。 
まずインハウス型の課題は、赴任する日本人技術スタッフの養成である。日本人技術ス
タッフはブリッジ SEとコーディネーターとの両方の役割を担っているが、技術スタッフは、
元々、ブリッジ SEとして求められる(1)SE(System Engineer)としての技術力、
(2)PM(Project Manager)としての管理能力、(3)委託企業・当該業界に関する知識、(4)日
本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解、は持ち合わせており、ベトナム人技術者に対
する技術的な指導については、余り問題が生じないと思われる。それよりかは、コーディ
ネーターとしての日本本社や再委託先である現地企業との業務調整、人材雇用、労務管理
などの業務は、技術スタッフとして日本国内で働いていた時には主たる業務ではなかった
ため、コーディネーターとして求められる、(1)現地企業・当該業界に関する知識、(2)現
地語運用能力（少なくとも英語）並びに現地文化・慣習の理解、を習得する必要がある。
そして、日本企業の関連会社だからと言って必ずしも安定した仕事を受託できるわけでは
なく、コーディネーターは日本本社の動向を注視する必要があり、(1)日本本社の動向を監
視するモニタリング費用、(2)受託先部門を増やすための探索費用、(3)受託先部門との受
託内容に関する調整費用、(4)現地の再委託先を探す探索費用と委託内容の調整費用、(5)
現地におけるリクルートのための大学などのモニタリング費用などに関わり、これらの取
引費用を抑える役割も担う。ところが、特にベトナムのような新興国の情報は少なく、派
遣前研修は一般的なものに成りがちであり、結果として、赴任者の現地への適応能力に負
うことになる（J2社の事例のように、派遣前研修を受講しない場合もある）。また、日本人
技術スタッフをコーディネーターとして養成し赴任させても、日本人赴任者の赴任期間は
短いため、個人の経験の蓄積やネットワークの醸成は十分とは言えない。しかも、後任者
へ十全な引継ぎが行われていないという課題が残る。そして第２章で考察をした、日本企
業のソフトウェア開発における暗黙知は、日本企業のオフショア開発の経験が少ない受託
海外企業の ICT技術者にとっては、日本企業から提示される要件定義や設計書などの資料
から読み取れない、理解し辛いものである。日本人技術スタッフのベトナム人技術者に対
する技術指導に関しては問題が少ないとは言え、より伝承を正確にするために、伝承方法
の改善に取り組む必要がある。これらの課題の解決策としては、少ない個人の経験の蓄積
や醸成されたネットワークであっても後任者へ十全な引継ぎが行われる環境を整え、共有
されるべき情報を蓄積する必要がある。そしてネットワークの拡大や、委託日本企業特有
のソフトウェア開発における暗黙知の伝承をより正確にするためには、ベトナム人留学生
を ICT技術者として日本で育て、橋渡し（ブリッジ）を担う人材として赴任させるような
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対策が急がれる。 
アウトソ－ス型Ⅰの Tinhvan Outsourcing および CMC Software Solutionの課題は、何
はさておきブリッジ SEの養成である。日本企業のオフショア開発の経験が乏しい企業にと
っては、CMC Software Solution の Hung副社長が述べた２つの壁、日本語の壁と日本企業
の品質要求水準の壁を乗り越えることは容易ではない。単に OJTだけに頼っていては課題
を解決できないのは、日本の市場に参入しきれない CMC Software Solutionの事例から明
らかである。日本企業において OJT で養成されても、OJT後に技術者が離職すれば、長期
的取引を望む日本企業の期待を裏切ることになる。加藤(2010)は、日中間の分業生産体制
の下工程モデル（プログラミングやプログラムテストなどの下流工程委託を継続する）で
は、労働コストの上昇圧力や人材の流動による要員の定着が進まないと指摘しており、ベ
トナムにおいても同様の課題が存在する。まずは経営陣が明確な中長期的な方針を立て、
インハウス型が離職対策として実施しているような、事業計画の説明や技術者のキャリア
パスに対する指導を行う必要がある。次にブリッジ SEの候補となる者に、委託日本企業・
当該業界に関する知識ばかりでなく、委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙知の
重要性を認識させ、OJTなどにより習得させた暗黙知を技術者個人ではなく、会社として蓄
積する必要がある。品質の不具合にはソフトウェアテストなどにおいて発見されるプログ
ラミングのミスだけではなく、資料の記載漏れ、不明瞭や記載ミスのような日本企業が提
示した資料の不備によるものも含まれため、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知
の蓄積が、日本企業の品質要求水準の壁を乗り越える有効な手段のひとつである。 
アウトソ－ス型Ⅰの 3S International Softwareの課題は、他のオフショア開発受託企
業のようにブリッジ SEを抱えていないため、日本でのオンサイト業務では ICT技術者と供
にコミュニケーターも参加する。その為、日本企業がオンサイト業務の委託費が高く付く
印象を抱く可能性がある。同社の取り組みが委託側と受託側との理解の齟齬を少なくし、
結果として、齟齬による開発費の増加の抑制に繋がることを、如何に委託日本企業に実証
できるかが要諦となる。また、委託日本企業・当該業界に関する知識が ICT技術者とコミ
ュニケーターとに分割されて蓄積される可能性あるため、彼等が蓄積した知識を如何に会
社に蓄積するかの取り組みも重要となる。 
アウトソース型Ⅱの課題は、ブリッジ SEの質の向上である。事例では、ブリッジ SEを
多く抱え、日本企業のオフショア開発のベトナムへの発注分を、ほぼ一社が独占している
ことが推定できたことから、日本企業のオフショア開発に関して、他のベトナム現地企業
および ICT技術者との競争原理が余り働いていないと考えられる。急激な企業成長から実
務経験が浅く、技術能力および管理能力不足のブリッジ SEが日本企業との橋渡し（ブリッ
ジ）の役割を担っている場合もあり、長期取引を望む日本企業が求めるブリッジ SEの質と
は隔たりがある。日本企業は上流工程も担当できる、そして委託日本企業のソフトウェア
開発における暗黙知を理解できるブリッジ SEを求めており、質の高いブリッジ SE の養成
61 
 
に課題を残す。 
日本企業のオフショア開発の代表的な分業生産の形態（３類型）の事例研究から分かる
ように、日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）の役割をする者には開発
を担当するブリッジ SE、開発を補助するコミュニケーターおよび管理・調整を担うコーデ
ィネーターが存在することが明らかになった。図１７は、図４にコミュニケーターおよび
コーディネーターの役割を加え、ブリッジ人材の役割を示したものである。そして、日本
企業のオフショア開発における橋渡し（ブリッジ）の役割を次のように明示できる。(1)委
託日本企業の開発手法や業務知識を受託海外企業に伝達、(2)日本本社や再委託先企業との
業務調整、人材雇用、労務管理、(3)委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を受
託海外企業に伝承、であり、インハウス型では(1)、(2)および(3)の役割が求められ、アウ
トソース型においては(1)および(3)の役割が求めらる。そして、ブリッジ SEについては(3)
の役割が特に重要となる。 
本研究では「日本企業のオフショア開発におけるブリッジ人材」を、「ブリッジ SE、コミ
ュニケーター、コーディネーターの、ひとつ以上のスキルを有する人材」と定義する。 
 
図１７ 日本企業のオフショア開発におけるブリッジ人材の役割 
 
出所：筆者作成 
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一方、日本企業のオフショア開発を推進する上での課題として次の点を列記できる。第
１に、オフショア開発の主なる目的であるソフトウェア開発費を一層削減するためには、
日本企業のオフショア開発において要用される資産特殊性（人的資源の特殊性）の高いブ
リッジ人材ではなく、より資産特殊性の低い人材の活用を意企すべきである。その為には
第２章において考察した、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知の存在を自覚し、
如何に暗黙知を減ずる取り組みを遂行するかが肝要となる。しかしながら、『IT人材白書
2012』によれば、日本企業のオフショア開発における遅延・品質トラブル発生原因の上位
３項目は次の通りであり、日本企業はオフショア開発の課題が受託側にあるように捉えて
いるように思われる。受託側でなく、委託側である日本企業の課題を直視し、その課題に
取り組むことが必須である。 
① 言語や文化に違いによるコミュニケーション不足 
② 発注仕様に対するオフショアベンダーの理解不足 
③ 品質や進捗に対するオフショアベンダーの認識不足 
第２に、日本の大手企業のベトナムにおけるオフショア開発の委託は、FPT Software一
社に集中しており、ベンダーロックインの状態になるリスクがある。中国に集中している
オフショア開発のリスク分散を模索しているように、FPT Softwareに集中しているオフシ
ョア開発のリスク回避の取り組みが、日本企業には必要である。最近、日本語と技術力を
兼ね備えた人材が大手企業から飛び出し、対日オフショア業務に携わる事例も散見される76。
日本企業は、リスク回避のために彼等の活用も検討すべきである。 
  
                                                   
76 FPT Softwareの開発技術者がスピンアウトして設立した Rikkeisoftや NTQ Solution。 
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第５章 ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成の展開 
 5.1 ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成の意義 
日本企業のオフショア開発においては、日本企業の要求仕様や設計書などの資料の多く
は日本語で書かれおり、資料の記載ミス、不明瞭や記載漏れが有るうえに、頻繁な仕様変
更が行なわれる。そして、納品時の成果物の資料も日本語で書かれたものを求められる事
が多いため、「1.4 日本企業のオフショア開発の特徴であるブリッジSE」において示した、
(1)SE (System Engineer)としての技術力、(2)PM(Project Manager)としての管理能力、(3)
委託企業・当該業界に関する知識、(4)日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解を兼ね
備えた開発を担当するブリッジSEや、第４章のアウトソース型Ⅰの事例で明らかになった、
ブリッジSEに求められる既述の(3)および(4)のスキル・知識を有する開発補助役のコミュ
ニケーターという、ブリッジ人材が要用される。 
近年、日本企業にとり、中国に次ぐオフショア開発の委託先として注目されているベト
ナムではあるが、オフショア開発の経験もまだ浅く日本語を理解できるベトナム人 ICT技
術者は尠少である。従って、ベトナムにおいて日本企業のオフショア開発を伸展させるた
めには、既述のようなスキルや知識を持った人材を養成する必要がある。ベトナム企業に
とっても、このような無形資産である技術力やスキル・知識を備えた人材を多く抱えるこ
とが、日本企業のオフショア開発を受託するにあたり競争優位の源泉となるため、ブリッ
ジ人材の養成について両国企業の思惑は一致している。 
 
ベトナム人留学生への期待 
ブリッジ人材の候補と成り得る ICT人材は、ベトナム国内だけでなく日本へのベトナム
人留学生77にも可能性があり、ベトナム現地企業も留学生の活用に取り組んでいる。日本学
生支援機構(2012)によれば、2011年度の留学生の合計は 138,075人（内中国人留学生 87,533
人、ベトナム人留学生 4,033 人）であり、うち ICT人材に成り得る可能性がある電気通信
工学関係などの留学生は 10,903 人（内中国人留学生 5,827 人、ベトナム人留学生 650人）
であった。日本語の出来るベトナム人留学生の中には日本企業でソフトウェア開発のアル
バイトをし、帰国後、自らの会社を設立して日本企業のオフショア開発を行っている者も
いる78。しかしながら、講義を英語で行う大学院もあり、日本語を十分に習得できない留学
生の日本国内における雇用機会は決して多くなく、日本企業との関係を築くこともなく帰
国することになる。現状ではベトナム人留学生の総数は少なく、日本企業、ベトナム企業
                                                   
77 サクセニアン (2008)は、イスラエル、台湾、それに続いてインドや中国の ICT産業の発
展は、シリコンバレーとの強力な連携を築いた各国の留学生達が母国へ還流する「頭脳還
流」が最大の原動力となっていると述べている。 
78 Luvina Softwareは東京工業大学発ベンチャーであり、GMO RunSystem Corporation の Tau
社長は電気通信大学大学院、Minh副社長は東京工業大学大学院の修士課程を卒業している。 
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にとっては、ベトナム人留学生からブリッジ人材と成り得る数は余り期待できない。 
 
ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成の展開 
日本企業のベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材の養成は、第４章のインハウス
型の J1社や J2社の事例から判るように、ICT技術者の離職率の高さという課題を抱えるも
のの、SE(System Engineer)に必要な技術力は教えることは可能である。しかしながら、豊
富な開発経験を必要とする PM(Project Manager)としての管理能力や日本の委託企業・当該
業界に関する知識や日本文化・慣習などを教えることは、なお一層の時間を要するため難
しい。日本企業が受託海外企業の ICT技術者を日本に呼び寄せたり、または日本から技術
者をベトナム企業に出向させ、OJTによりブリッジ人材を養成する企業もあるが、養成には
時間が掛り教育を担当者する日本企業の技術者の負担は大きい。 
一方、ベトナム現地企業にとっては、日本企業からオフショア開発の受託量を増やすた
めにはブリッジ人材を数多く確保する必要があるが、多くの企業が自社内で養成するにも
養成するノウハウを十分に持ち合わせていない。従って、このようなブリッジ人材の候補
と成り得る ICT技術者の輩出を、学校教育に望むことになる。学生に SE(System Engineer)
として必要な基礎的な技術力、日本語運用能力並びに日本文化・慣習を教えることを大学
に求めるのである。しかし、ベトナムの大学では、依然として理論・知識習得を偏重し、
その結果、卒業生の多くが実社会の要請に的確に応える知識・能力を習得していない79、と
いう問題を抱えている。 
そこで日越両政府は、日越両国企業の日本企業向けブリッジ人材養成という課題の解決
向け、2006年、ハノイ工科大学において日本の ODAによる人材育成プロジェクトを開始し
た。また、ベトナム政府の ICT技術者育成の取り組みの遅さに FPT Corporationも、2006
年に FPT大学を設立し、日本企業向けブリッジ人材養成の取り組みを始めた。他のベトナ
ムの大学でも日本語教育センターを設置しているところも有るが、日本企業向けブリッジ
人材の養成を目指し、成果を出している大学はこの 2 校以外にはない。 
今後、日本企業のオフショア開発は、非漢字圏・非英語圏の他の新興国においても拡大
し、現地での日本企業向けのブリッジ人材養成が必要になることは想像が付く。そこで、
ハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクト、FPT大学、そしてベ
                                                   
79 国際協力機構(JICA)のホームページでは、ハノイ工科大学でのプロジェクトを始めるに
あたり、ベトナムの現状を「IT分野を含む高等教育における教育プログラムは近年改善が
見られるが、依然として理論・知識習得を偏重し、問題解決能力を軽視する傾向がある。
この結果、卒業生の多くが実社会の要請に的確に応える知識・能力を習得していないとい
う問題がある。また大学・研究機関は資機材や資金の不足により、産業界で使用されるも
のに比べて旧式の機器やシステムを利用して演習・実習を実施しており、産業界の要求に
応えた教育・研究活動の実施が困難な状況にある。さらに最新技術の施設・設備が導入さ
れても、それを十分活用できるだけの教員・専門技術者が不足している。」と紹介している。 
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トナム企業の中で最も人材養成手法が確立している FPT Software を事例として取り上げ、
ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成について考査する。 
 
 5.2 ハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクト80 
日本のe-Japan戦略Ⅱ81の国際戦略の柱のひとつであるアジアITイニシアティブ82の枠組
みのもと、2006年9月に日本のODAによるITSS教育能力強化プロジェクトがハノイ工科大学
で開始され、情報処理推進機構（IPA）のITスキル標準（ITSS）のレベル３相当の技術力と、
一定水準の日本語力を有した高度ICT人材（日本とベトナムとの仕事のブリッジを担うSE）
の育成を始めた。カリキュラム（表１５）は、日本の大学の情報系学部のICT系科目をベー
スとし、日本語科目のコマ数を配置した特徴を持つ(郷端, 2012a, p.142)。 
 
表１５ ハノイ工科大学ITSS教育能力強化プロジェクトのカリキュラム Ver.3.2 科目構成 
科目の種別 科目総数 総単位数 
IT科目 ５３ １４１ 
教養科目等 
（数学、物理、電気、化学、政治経済、哲学、英語、体育、
ベトナムに必要な科目など） 
３２ ８０ 
日本語科目 日本語（第 1 ～第 5 セメスター） ５ ５４ 
IT 日本語（第 6 ～第 10 セメスター） ５ ２６ 
ビジネス日本語（第 6 ～第 9 セメスター） ４ ４ 
日本語インテンシブ（第5 セメスター：留学
生のみ） 
１ １６ 
総  数 １００ ３２１ 
出所：郷端(2012a)  
「ベトナム国ハノイ工科大学 ITSS 教育能力強化プロジェクトの事業報告」 
（注）①第６セメスターから、IS(IT Specialist)コース と AP( Application 
Specialist )コースに分かれて受講 
                                                   
80 下記の日に訪問、対応者は立命館大学から出向している郷端氏。本研究のデータ等は、
2011年 11月 25日訪問時の聞き取り調査および郷葉氏の講演資料による。 
訪問日：2007年 12月 21日、2011年 2月 25日、2011 年 11月 25日 
81 2001年 1月に纏められた、IT基盤の整備を主な目標にしていた e-Japan戦略に続き、2003
年 7月に発表された e-Japan 戦略Ⅱでは、IT利活用による「元気・安心・感動・便利」社
会の実現を目指した。そのために、1.医療、2.食、3.生活、4.中小企業金融、5.知、6.就
労・労働、7.行政サービスの 7分野で具体的な方策を示した。 
82 ICTを軸としたアジア諸国との協力関係を二国間ないしは多国間において構築する構想。 
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    ② 要卒に必要な単位数は２５７単位 
    ③ 各科目は１５週で完了とし、１コマは４５分授業 
 
表１６は入学者数、日本語能力試験の合格者数83、VITEC(Vietnam Training and 
Examination Center)が行っている基本情報技術者試験（FE）84の合格数である。 
 
表１６ ハノイ工科大学 ITSS教育能力強化プロジェクトの入学者数と成績 
 2006年 
1 期生 
2007年 
2期生 
2008年 
3期生 
2009年 
4期生 
2010年 
5期生 
2011年 
6期生 
入学者数 121 名 126名 115名 114名 118名 108 名 
日本語能力 1級     1名      
2級 23 名  8名     
N2   2名  3名  4名  1名   
3級 16 名 16名 59名 30名   
N3  18 名  7名     
情報スキル：FE 81 名 52名     
出所：郷端(2012b)  
『ハノイ工科大学での IT人材育成とベトナム社会情勢やベトナムとの連携について』講演資料 
（注）日本語能力試験：２期生以降は 2011 年 10 月時点の集計 
情報スキル FE：2011年 8月時点の集計 
 
１期生は 95 名が卒業し、アンケートの回答が有った 79名の進路は、日系企業に 21 名、
日本を主なる取引先とするベトナム企業に 32名、ベトナム企業・外資企業に 19名が就職
し、7名が大学院への進学希望であった。就職者 72名の約 74％が日本の仕事に関わる企業
に就職し85、プロジェクトの目的に叶う結果となっている。 
ハノイ工科大学での学士号の取得には５年間を要する。ハノイ工科大学で 2.5年の課程
を終了したのち、日本の立命館大学、慶応義塾大学などの３年生に転入して、日本の大学
の学士号を取得する仕組みもある。この場合は 4.5年間となる。表１７は日本の大学へ留
学した学生数と卒業時の留学生の平均成績である。各校においてトップレベルの成績を取
得して卒業していることがわかる。この１期生の留学組の中から、帰国後、FPT Software
                                                   
83 2010年に試験認定が変わり、旧試験の 1級～４級が新試験では N1～N5となり、旧試験の
2 級と 3級の間に N3が新設された。旧試験との比較は 1級=N1、2級=N2、N3新設、3 級=N4、
4 級=N5となる。 
84「4.1 ベトナム・ソフトウェア産業の概観」にて説明。 
85 郷端(2012b) 
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において業務経験を積み、ソフトウェアハウス Rikkeisoftを起業した者もいる。 
 
表１７ 日本の大学への留学した学生数と卒業時の留学生の平均成績 
 2009年 
1期生 
2010年 
2期生 
2011年 
3期生 
2012年 
4期生 
立命館大学 10名 10名 10名 10名 
GPA 満点 5 GPA:4.35 GPA:4.41   
慶応義塾大学 10名 10名 5名 5名 
GPA 満点 3 GPA:2.9 GPA:2.8   
会津大学   5名 5名 
出所：郷端(2012b)  （注）GPA（Grade Point Average） 
『ハノイ工科大学での IT人材育成とベトナム社会情勢やベトナムとの連携について』講演資料 
 
 5.3 FPT大学86 
 FPT大学は、FPT Corporation がベトナムに不足する日本語ができる ICT技術者を育成す
るために、2006年 10月設立、2007年 1月に開校したベトナムの最初の ICT専門の私立大
学である。FPT大学では日本市場向けの即戦力のある ICT人材を育成するため、教育カリキ
ュラムを日本の情報処理推進機構（IPA）の ITスキル標準（ITSS）を参考に策定し、日本
からシステム開発経験がある技術者を講師として招聘した。日本語の教育も、卒業時には
日本語検定の２～３級が取得できるように力を入れている。学費は４年間で 1万 US＄（国
立大学等の 10倍）と高いが、日本語ができる ICT技術者の賃金は高く、人気職であるため、
初年度（2007）は 299人が入学した。2010年にはハノイ校、ホーチミン校とダナン校の３
校で 4,500名の学生が在籍し（図１８）、現在、学科としてはソフトウェア・エンジニアリ
ング学科以外にも、金融学科、経営管理学科がある。 
入学は比較的容易ではあるが、ソフトウェア・エンジニアリング学科卒業時の学生の外
国語能力を、英語 TOFEL600 点、日本語検定２～３級の取得、と目標をおいているため、卒
業生は入学時の半分程度と難しいようである87。２年目からはインターンシップとして、FPT
グループなどにおいて OJT も行っており、優秀な学生は実際の開発プロジェクトに参加す
ることもある。2010年の卒業生は 300名、うち 60％が FPTグループへ就職しており、FPT
グループへの人材供給大学としての位置付けが強い。日本政府が開発支援を約束したホア
ラク・ハイテクパークに、現在約 30ヘクタールの新キャンパスを建設中であり、2012年に
                                                   
86 下記の日に訪問、対応者は学長。本研究のデータ等は、2011年 11月 24日訪問時の聞き
取り調査および同校ホームページによる。 
訪問日：2007年 7月 18日、2008年 10月 31日、2011年 11月 24日 
87 FPT大学における聞き取り調査（2011年 11月 24日）による。 
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ハノイ校の一部が新キャンパスに移転する予定である。 
 
図１８ FPT大学の学生数の推移 
 
出所：FPT大学のパンフレットを参考に筆者作成 
 
 5.4 FPT Softwareの人材養成 
ハノイ工科大学 ITSS教育能力強化プロジェクト、FPT 大学とも日本企業向けの高度 ICT
人材の養成を目指し、情報処理推進機構（IPA）の ITスキル標準（ITSS）レベル３相当の
技術力と、一定水準の日本語力を有した高度 ICT人材の輩出を目指している。そしてベト
ナムにおいてオフショア開発を実施している日本企業もこれらの大学に技術者を派遣し、
開設したソフトウェア技術者養成講座の直接指導も行っているが、「4.3.1 インハウス型
(1)：J1社」で記したように、ベトナム最高水準のハノイ工科大学で就学した学生であって
も、大学卒業時点での技術レベルは即戦力からは遠く、ベトナム企業は採用後に人材養成
に力を注がなければならない。そこで、ベトナム現地企業の中で最も人材養成手法が確立
している、FPT Softwareを事例として取り上げ、ベトナム現地企業の ICT技術者の人材養
成について考察をする。 
図１９は、FPT Softwareの人材養成の流れである。FPT Softwareはハノイ工科大学やベ
トナム国家大学ハノイ校など、ICT教育を行っているベトナムのトップ校から人材を採用し
ている。また、FPT Corporationが設立した FPT大学や FPT Aptechセンター88からの採用や、
他社で働く ICT技術者や海外に留学しているベトナム留学生達には血縁・地縁・学縁など
のネットワークを活用して、優秀な人材に対して採用の働きかけを行っている。人材養成
については人材の採用・教育のセンターである Pool(Human Resource Pooling)において、
大学生のインターシッププログラムや新入社員の親入社員研修、新しいスキルの修得が必
要な者達の研修を実施している。インターシッププログラムを終えた大学生や親入社員研
                                                   
88 インドの Aptech社と提携したコンピュータ教育をする専門学校。 
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修を終えた社員から、オリエンテーションにおいて優秀な人材が選抜され、即戦力になり
そうな者達は開発部門に配属される。スキル向上が求められる者達は、SRU(Strategic 
Reserve Unit)において新しい技術などの修得をすることになる。 
プロジェクトのメンバーは、開発部門もしくは SRU から選抜される。そして、プロジェ
クトが終了後、新たなプロジェクトに対応できると判断された者達は開発部門に、新しい
スキルの修得が必要と判断された者達は SRUに戻される。能力が不足と判断された者達は、
雇用契約の更新がされない場合もある。 
 
図１９ FPT Softwareの人材養成の流れ 
 
出所：FPT Softwareの内部資料を参考に筆者作成 
 
図２０は、FPT Software の PM(Project Manager)と Tester の人材養成の例である89。PM
や Tester に、必要なスキル修得のための SPA、SPD、SPM や、PMI(Project Management 
Institute)90が策定した PMBOK (Project Management Body of Knowledge) ガイドに基づい
た学習コースが提供され、PMI が認定するプロジェクトマネージメントに関する国際資格 
である PMP (Project Management Professional)や、Microsoft, Oracle, SUN, IBM などの
企業認定資格の取得を、会社の人材養成戦略として奨励している。 
 
 
                                                   
89 日本企業の場合は当初テスターとして仕様やテスト手法を学び、次にプログラマ、SEと
順に業務の経験を積む。しかし、ベトナム企業の雇用契約は個人により異なり、テスター
として就職した者はプログラマや SEの業務をすることはない。 
90 本部を米国に置く、世界最大のプロジェクトマネジメント協会。 
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図２０ FPT Softwareの人材養成例 
 
出所：FPT Softwareの内部資料を参考に筆者作成 
 
 FPT Softwareがこのように人材養成に力を注ぐには、次のような背景がある。 
 FPT Softwareは、FPT Corporation のソフトウェア事業部として、1999年に欧米市場向
けの事業を目的として発足したが、欧米市場において成功したとは言えなかった。理由と
して、当時の技術者の英語スキルは低く、主にインド、アイルランド、東欧などに比べて
競争力がなかった。FPT Corporation は発足当初から人材養成の重要性を認識し、1999年
にインドの Aptechと提携した FPT Aptechセンターを開校した。しかし、欧米市場におい
て失敗を経験したことにより、2001年頃から人材養成の重要性を再認識し始め、人材養成
に注力し成長したインドの Infosysを参考にした。Vivek Paul91が FPT Corporation の幹部
に対して「Software outsourcing is actually Human Resource Business.」と、人材養成
の重要さを説いたことも切っ掛けとなり、ベトナムの ICT系大学卒業者のスキル不足と日
本企業がベトナムでのオフショア開発を始めたこともあって、日本企業向け ICT人材を養
                                                   
91 Vivek Paulはインド生まれのビジネスマンであり、KineticGlue（業務系のソフトウェア
を開発）の創設者であり、スタンフォード大学の放射線学の顧問教授でもある。また、
1999-2005年から、彼は Wipro（インドカルナータカ州バンガロールに本社を置く ICTサー
ビス企業で、インド ICT業界のトップ企業の一社）副会長でもあった。 
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成する FPT大学を 2006年に設立することになった。 
 欧米市場での失敗後、FPT Corporationの Truong Gia Binh会長が、個人関係を通して日
本市場を徐々に開拓し始め、FPT Softwareの人材体制が整っていくのと連動して、日本市
場から多くのオフショア開発を受託するようになった。またその頃、日本企業の投資が中
国一国に集中するというリスクから、日本企業に「チャイナ・プラスワン」というリスク
分散の考え方が有ったことも功を奏した。 
 このように、日本企業向け ICT 人材の養成に注力したことが、FPT Softwareが日本企業
のオフショア開発の受託を、ほぼ独占（特に日本大手企業）できるようなった要因である。 
 
 5.5 考察 
本章では、ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成の意義の考察をした後、大
学およびベトナムを代表するソフトウェア企業の日本企業向けブリッジ人材養成を事例と
して取りあげた。 
「4.3 分業生産類型毎の現状と課題」において分業生産形態のアウトソース型Ⅰおよび
Ⅱで考察したように、日本企業のオフショア開発では、(1)SE (System Engineer)としての
技術力、(2)PM(Project Manager)としての管理能力、(3)委託企業・当該業界に関する知識、
(4)日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解、を兼ね備えたブリッジ人材が要用される。
日本企業にとっては、このようなスキルや知識を備えたブリッジ人材を多く抱えるベトナ
ム現地企業にオフショア開発を委託することにより、ソフトウェア開発費の削減および中
国一国に集中するというリスクの分散に繋がることになる。他方、日本の大手企業のオフ
ショア開発をほぼ独占しているFPT Softwareように、日本市場への参入を目指す Tinhvan 
Outsourcing や CMC Software Solution もブリッジ人材を多く抱えることができれば参入
の可能性が高まることになり、ベトナムにおける日本企業向けICT人材であるブリッジ人材
の養成は、両国の企業に取って意義がある。このような両国のICT産業界のニーズを背景に、
ハノイ工科大学ITSS教育能力強化プロジェクトやFPT大学では、日本語および高度なICT教
育を実施し、「日本とベトナムの間を橋渡しすることができるITSSレベル３（ITSSレベル
３とは業務に必要な知識を持ち合わせ、独学で業務を進めることができるレベル）相当に
対応するスキルを持った人材をITおよびIT関連産業界に供給する。」(郷端, 2012a, p.140)
と、日越のICT産業界の要望に沿った人材の輩出を目指した。 
やっと成果が出始めたハノイ工科大学ではあるが、次のような課題がある。(1)今後、ICT
技術の革新に伴ってカリキュラム、シラバスおよび教材の改訂ができるのか、業務遂行能
力に疑念がある。ハノイ工科大学のプロジェクトでは、プロジェクトに関わった立命館大
学と慶応義塾大学の教員が中心的に行い、また、実践的な教材の開発には日本企業の専門
家の協力を得ている(郷端, 2012a, p.144)。このプロジェクトは2012年2月末で終了してい
るため、今後はハノイ工科大学の教員が改訂を行わなければならないが、これまで理論・
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知識習得を偏重してきた体質が変わるとは思えず、彼等だけでは改訂できないのではない
かと疑念を持つ。(2)次に、優秀なICT系の教員の確保の難しさである。「IT系の会社で勤
める社員の給与の方が大学教員よりはるかに高いこと、また、日本語を解したIT系の人材
となればさらに高い給与（約3～5倍）となっている。」(郷端, 2012a, p.142)と、転職率
の高いベトナムにおける優秀な教員の確保の難しさがある。(3)更に、日本語教育を担当す
る教員についても同様に難しさがある。「日本語教育においてもベトナム人の日本語スキ
ルの高い教員を確保することは、給与の面で一般企業の方が高いため難しい現実があった。」
(郷端, 2012a, p.142)と、当初より課題があった。(4)最後に、企業コンソーシアムの維持・
拡充は難しいのではないかと思われる。2012年1月末時点で46社が企業コンソーシアムに入
っているが、この形成には日本側（立命館大学と慶応義塾大学）の技術支援チームが尽力
した。ベトナムの大学では学生の就職窓口が無いために、学生のインターンシップや就職
など産学連携の活動を根付かせるためであるが、ベトナム人教員だけでは日本の大学にあ
る就職支援室のような活動意義を理解できず、縮小されると思われる。結果として、この
プロジェクトの成果の表出が難くなるのではないかと推測する。 
FPT大学にも同様に、カリキュラム、シラバスおよび教材の改訂や教員の確保の課題があ
るが、FPTグループはハノイ工科大学とは異なり、グループ企業において人材養成の場があ
る。理論・知識の習得だけではなく、(1)FPT Softwareにおけるインターンシップやプロジ
ェクトを通して実践的な開発手法を教育、(2)日本のシステム開発手法を教えるため、FPT 
Softwareにオフショア開発を委託している日本の大手企業からシステム開発経験がある技
術者を講師として招聘、などの取り組みを行っている。 
FPT Softwareには課題が無いように思えるが、「4.5 考察」において考察したように、
実務経験が浅いブリッジ人材に、より高度な開発経験をどのように積ませるか、また管理
能力をどのように高めさせるかという課題を抱えている。そして、ベトナムのソフトウェ
ア産業の課題としては、ベトナムにおいて日本企業のオフショア開発を伸展させるために
は、日本企業向けICT人材であるブリッジ人材の養成になお一層注力し、日本企業が求める
ブリッジ人材の質および量の不足を解消する取り組みが重要となる。 
表１８は、ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材の養成の場と内容を纏めたもの
である。 
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表１８ ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材の養成の場と内容 
ブリッジ人材の 
種別 
役割 
人材 
レベル 
人材養成の場と内容 
ブリッジ SE 開発 
下位 
大学や専門学校における技術、語学教育 
 ・基礎的な技術、開発手法など 
・日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解 
・基本的な日本企業・当該業界に関する知識 
企業におけるインターンシップ 
・実践的な技術、開発手法など 
入社時のトレーニング 
・実践的な技術、開発手法など 
企業における OJT 
・PG(Programmer)  
・SE(System Engineer) 
・委託企業・当該業界に関する知識 
上位 
企業における社内・社外研修 
 ・日本語運用能力並びに日本の文化・慣習の理解 
・最新の技術、開発手法、管理手法など 
企業における OJT 
・SE(System Engineer) 
・PM(Project Manager) 
・委託企業・当該業界に関する知識 
コミュニケーター 
開発 
補助 
下位 
大学や専門学校における語学教育 
・日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解 
入社時のトレーニング 
・日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解 
上位 
企業における社内教育 
・日本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解 
企業における OJT 
・委託企業・当該業界に関する知識 
出所：筆者作成 
 
Parthasarathy and Bharath(2010)は、大連のソフトウェア産業の日本企業のオフショア
開発は両刃の剣である。日本の市場は大きく、且つ長期に渡り機会を得ることはできるが、
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中国企業は下請け階層の底辺に位置して限定された範囲しか担当させて貰えず、しかも日
本企業特有の開発手法のために他の市場への参入を難しくしていると指摘している。この
Parthasarathy and Bharath(2010)の指摘をベトナムに当て嵌めれば、ベトナムにおける日
本企業向けの ICT人材の養成も、日本の委託企業・当該業界に関する知識や日本語運用能
力並びに日本文化・慣習を習得させるため、それらの取引特殊的資産（関係特殊的資産）
は養成した ICT人材自身の資産特殊性（人的資源の特殊性）を強め、日本以外の市場への
転用は難しくなるだろうとなる。この課題を考察する必要がある。 
オフショア開発新興国であるベトナムは、Aspray et al. (2006, p.20)が分類した４つの
カテゴリー92で言えば、(1)インドや中国に比べて高学歴の労働者が著しく少なく93、(2)フ
ィリピンのような特別の語学力（米国企業が求める英語とスペイン語）もない。(3)地理的
優位や言語や習慣の熟知も十分とは言えず、(4)また、イスラエルのような特殊な高度技術
は有していない、インドや中国に比べて ICT技術者の賃金が低いだけである94。FPT 
Corporationのソフトウェア事業部（現 FPT Software）の欧米市場向け事業が成功しなか
った理由は、既に参入している他国の企業に比べて競争力がなかった点にある。その後、
FPT Softwareは海外にも拠点を設け競争力も付けてきたが、他のベトナム企業はどうであ
ろうか。FPT Software のように海外進出しているベトナム企業は少なく、また FPT Software
のように自社内で ICT人材を養成するノウハウも持ち合わせている企業は無いに等しい。
殆どのベトナム企業は CMC Software Solution のように OJTによる人材養成が主であり、
必ずしも一貫性のある ICT 人材の養成ではない。現時点は、オフショア開発新興国のベト
ナムのソフトウェア企業は開発の経験を積む段階であり、経験を積みなが人材競争力を高
めることが重要である。 
欧米企業と違って、確かに日本企業はソフトウェア開発においては仕様の頻繁な変更が
あり、日本企業特有の開発手法を修得しなければならない。しかしながら、日本企業特有
のソフトウェア開発手法だからこそ、委託企業は委託先企業に開発手法を修得させるため
や、ソフトウェア開発における暗黙知を蓄積させるために長期取引に繋がる可能性が高く、
長期取引の中で日本企業が求める高品質のソフトウェアを開発する手法を習得することも
可能となる。「NECソフトが中国でオフショア開発に失敗で 20億円の損95」のような失敗は
日本企業だけに起こるのではなく、欧米企業のソフトウェア開発においても発生している。
日本企業のオフショア開発を通して高品質のソフトウェアを開発する手法を習得すること
は、開発の上流工程への参画や、増加している日系ベトナム企業の受託開発の道が開ける
                                                   
92 「4.2 日本とベトナムのソフトウェア分業生産の現状」参照 
93 国際情報化協力センター(2012b)によれば、ソフトウェア産業従事者は、中国 180万人
(2010)、インド 200万人(2010)、フィリピン 8万人(2009)、ベトナム 6.4万人(2009)。 
94 表８参照 
95 前掲の注 2参照 
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可能性を高めることになり、更に欧米市場への進出するための足掛かりにも成り得る。先
ずベトナム企業は開発の経験を積み、開発の実績を積み上げながら経験豊かな ICT 人材を
数多く養成することが求められている。ベトナム最大手の FPT Softwareは欧米市場向け事
業が不成功であった後、2005 年に FPTジャパンを設立して日本企業のオフショア開発の実
績を積みながら、2007 年にはシンガポール、2008 年にはマレーシア、ヨーロッパ、米国、
豪州に拠点を設立し、日本以外の市場を拡大していった。この FPT Softwareの事例が、ベ
トナム企業にとっては経験豊かな ICT人材を数多く養成することが、現時点では重要であ
るということを傍証している。 
ハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクトは 2012年 2 月末で
終了したが、日本政府の ODA資金や日系企業・団体の支援による新たな人材養成の取り組
みがベトナムで計画されている。ベトナム国家大学ハノイ校の傘下にアジアでも有数の総
合大学となることを目指す日越大学96が開校すれば、日本語ベース（英語も併用）による講
義により日本企業向け ICT 技術者だけでなく、ベトナムにおいて不足する日本企業向け人
材供給の環境が整っていくことになり、更なる日本企業のベトナム進出に繋がる可能性が
高くなる。そして日越政府および民間企業の連携がより強まれば、日本企業も注視してい
る総人口が 6 億人を超えるアセアン市場への日本企業の橋頭保にベトナムが成り得る
可能性も秘めている。ベトナムが資産特殊性（人的資源の特殊性）が高い日本企業向け人
材を養成することは、このような可能性を実現するためのひとつの挑戦でもある。 
  
                                                   
96 時事通信社のホームページによると、日越大学は、両国の経済関係強化を目指す民間組
織「日本ベトナム経済フォーラム」が計画。パーク内の「ハノイ科学学園」構想の中核施
設と位置付けられ、2013年 12月の首脳会談で安倍晋三首相が協力を表明、2016年の開校
を目指している。 
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第６章 本研究の研究課題の総括と明らかにした事柄 
 本章では、「3.5 研究課題の提示」において提示した３つの研究課題について研究結果
を総括する。そして、本研究で明らかにした事柄を明示する。 
 
 6.1 研究課題の総括 
6.1.1 研究課題１：何故、ブリッジ SEが要用されるのか 
日本企業のオフショア開発において、何故、ブリッジ SEが要用されるのか？ 
NECソフトの広報97は、「NECソフトが中国でオフショア開発に失敗で20億円の損98」の原
因を (1)タイトなスケジュールのもと、(2)開発基盤となるフレームワークの整備やプログ
ラム部品の活用に関する体制が整わないまま中国の提携ソフト会社に外注し、(3)結果、テ
スト時にパフォーマンスが極端に低いことが分かり、日本の本社内で最初から作り直すこ
とになってしまった、と説明した。本研究では、このような日本企業のオフショア開発の
失敗に繋がる根本的な原因が日本企業のソフトウェア開発の開発手法に起因すると着眼し、
第２章において浜口(1995, p.13)が指摘した、受注ソフトウェア開発の課題のひとつであ
る「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由に関する考察を通して、日本
企業のソフトウェア開発における暗黙知が生起する経緯の考察を行った。 
この暗黙知が生起する経緯は次の通りである。(1)日本のソフトウェア業は受注ソフトウ
ェアが主であるという特徴があり、委託企業から正確で詳細な資料が受託企業に提示され
ることは稀である。(2)そのため、受託企業には委託企業・当該業界に関する知識の蓄積が
不可欠であり、その蓄積には長い時間を要する。(3)委託企業による頻繁な仕様変更が行わ
れるなかでも製品の高機能化や短納期開発、開発費の削減などが求められるため、市場取
引より継続的取引により受託企業に委託企業・当該業界に関する知識の蓄積が図られる。
(4)そして、これらの知識を蓄積した受託企業の技術者が新たな開発も担当することが多い
ため、開発途中で発生した問題や改善内容を資料に逐次、もしくは開発後に修正や追加す
るといった作業は無駄であるとの考えを抱く社内文化が委託企業に生まれ、次の新たな開
発業務が優先される。(5)その結果、資料の記載ミス、不明瞭や記載漏れなどが十分な修正
や追加がされないまま残る。(6)開発に関わった委託企業や受託企業の担当者達の間では開
発時の問題や改善内容に関しての情報共有は進むが、情報を形式知化しない社内文化の下
では、開発に携わった一部の担当者達にしか解らないソフトウェア開発における暗黙知が
生まれる。 
この日本企業のソフトウェア開発における暗黙知が存在する見地から、日本国内におけ
る開発においても委託企業の開発手法や業務知識を受託企業に伝達すると共に、委託企業
のソフトウェア開発における暗黙知を伝承するための、日本企業のソフトウェア開発特有
                                                   
97 日経 BP社のホームページ 2013年 3月 22日閲覧 
98 前掲の注 2参照 
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の取り組みが不可欠となる。言語・文化・慣習の異なる国でのオフショア開発においては
この取り組みが一層重要な取り組みとなり、この取り組みを担うのがブリッジSEである。
つまり、日本企業のオフショア開発においては委託日本企業のソフトウェア開発における
暗黙知を伝承する、特有の取り組みのためにブリッジSEが要用されるのである。 
表１９は、ブリッジSEの機能とスキル・知識に関して本研究と先行研究とを比較したも
のである。 
 
表１９ ブリッジSEの機能とスキル・知識に関する先行研究との比較 
 機能 スキル・知識 
本研究 
(1) 委託日本企業の開発手法や業
務知識を受託海外企業に伝達 
(2) 委託日本企業のソフトウェア
開発における暗黙知を受託海
外企業に伝承 
(1) SE(System Engineer)としての技術力 
(2) PM(Project Manager)としての管理能力 
(3) 委託企業・当該業界に関する知識 
(4) 日本語運用能力並びに日本文化・慣習
の理解 
先行研究 
(1) 日本企業のソフトウェア開発
において、頻繁に仕様変更を
行なう日本の商習慣に対応 
(2) オフショア開発におけるプロ
ジェクトの管理 
不明確 
出所：筆者作成 
 
6.1.2 研究課題２：分業生産形態別の重要な役割を担うブリッジ人材の種別 
日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う者は、分
業生産形態別にその種別が異なるのではないか？ 
日本企業のオフショア開発に関する先行研究ではブリッジSEのみ着目したが、第４章の
事例研究を通して重要な役割を担う者は、分業生産形態の３類型毎に異なることが明らか
になった。(1)まずインハウス型では、本研究で定義するようなベトナム人のブリッジSEは
居らず、現地赴任者の日本人技術スタッフがブリッジSEとして受託海外企業のICT技術者に、
日本国内で働いていた時には主たる業務であった開発手法や業務知識を伝達、および、ソ
フトウェア開発における暗黙知を伝承する役割を担う。それに加えコーディネーターとし
て、日本国内で働いていた時には主たる業務ではなかった日本本社や再委託先である現地
企業との業務調整、人材雇用、労務管理など、ブリッジSE以外の役割も担う。そのため、
コーディネーターとして必要な現地企業・当該業界に関する知識の蓄積や現地語運用能力
（少なくとも英語）の向上、並びに現地文化・慣習を理解する必要がある。インハウス型
のオフショア開発においては、日本人技術スタッフはブリッジSEとしてのスキル・知識は
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既に有しており、コーディネーターとしての役割の方が一段と重要となる。(2)次にアウト
ソース型Ⅰのように日本企業のオフショア開発の経験の乏しい企業において、プログラミ
ングやプログラムテストなどの下流工程に受託範囲が限られる場合には、日本企業が求め
るブリッジSEの全てのスキルや知識が求められる訳ではなく、必ずしもICT技術者ではない
が、委託日本企業・当該業界に関する知識を有し、日本語運用能力に勝り日本文化・慣習
を理解するコミュニケーターが、ブリッジSEの役割の一部を担っている。(3)そしてアウト
ソース型Ⅱでは、日本企業が求める質の高いブリッジSEの養成という課題を抱えるものの、
多くのブリッジSEを抱えて日本企業のオフショア開発の受託を拡大している。更なる拡大
には、顧客隣接地で働くブリッジSEが受託海外企業で働く技術者達に、如何に委託日本企
業の開発手法・業務知識の伝達とソフトウェア開発における暗黙知の伝承が精確に出来る
かが鍵となる。 
ブリッジ人材に関して、本研究と先行研究とを比較したのが図２１である。 
 
図２１ 分業生産形態（３類型）のブリッジ人材に関する先行研究との比較 
 
出所：筆者作成 
 
6.1.3 研究課題３：ブリッジ人材の種別による役割とスキル・知識 
日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）を担う者の役割やスキル・知識
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を明確にするため、分業生産形態別、種別、役割別、人材レベル別に考察すべきではない
か？  
「1.4 日本企業のオフショア開発の特徴であるブリッジSE」において、日本企業が開発
を担当するブリッジSEに求めるスキル・知識は、(1)SE(System Engineer)としての技術力、
(2)PM(Project Manager)としての管理能力、(3)委託企業・当該業界に関する知識、(4)日
本語運用能力並びに日本文化・慣習の理解であり、これらのスキル・知識の高いレベルで
の均衡が求められるとして図３で示した。しかしながら、橋渡し（ブリッジ）として重要
な役割を担う者は分業生産形態の３類型毎に異なることが、第４章の事例研究から明らか
になった。日本企業のオフショア開発における開発を担当するブリッジSE、開発補助役の
コミュニケーター、管理・調整役のコーディネーターを包含するブリッジ人材の役割は、
(1)委託日本企業の開発手法や業務知識を受託海外企業に伝達、(2)日本本社や再委託先企
業との業務調整、人材雇用、労務管理、(3)委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙
知を受託海外企業に伝承であり、インハウス型のブリッジ人材には、(1)、(2)および(3)の
役割が求められ、アウトソース型のブリッジ人材には、(1)および(3)の役割が求められる
（表２０）。これらのことから、ブリッジ人材の役割やスキル・知識を明確にするため、
日本企業がブリッジ人材に求めるスキル・知識の分析フレームワークとして分業生産形態
別、種別、役割別、人材レベル別に構築したのが「4.4 日本企業が求めるブリッジ人材の
スキル・知識の分析フレームワーク」の表１４である。 
 
表２０ ブリッジ人材の役割に関する先行研究との比較 
 
役割 
分業生産形態 
インハウス型 アウトソース型 
本研究 
(1) 委託日本企業の開発手法や業務知識
を受託海外企業に伝達 
○ ○ 
(2) 日本本社や再委託先企業との業務調
整、人材雇用、労務管理 
○ － 
(3) 委託日本企業のソフトウェア開発に
おける暗黙知を受託海外企業に伝承 
○ ○ 
先行研究 
(1) 日本企業のソフトウェア開発におい
て、頻繁に仕様変更を行なう日本の商
習慣に対応 
(2) オフショア開発におけるプロジェク
トの管理 
分業生産類型別の考察なし 
出所：筆者作成 
（注）○は必須 
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 6.2 本研究において明らかにした事柄 
本研究で明らかにした事柄を纏めたのが表２１である。 
 
表２１ 本研究において明らかにした事柄の一覧と先行研究との比較 
本研究において明らかにした事柄 先行研究 
１. 日本企業のソフトウェア開発における暗黙知 
暗黙知の存在を生起経緯に関連させて具
体的に明らかにした 
豊田(2009)が「ブリッジSEの暗黙知（思
考特性と経験知）を形式知化し共有する
こと」と予稿集では述べているが、具体
的な説明はない。また、論文として掲載
されていないので、豊田が言う「ブリッ
ジSEの暗黙知」がどのようなものである
かは不明。 
２. 日本企業がブリッジSEに求められるスキル・知識 
・SE (System Engineer)としての技術力 
・PM(Project Manager)としての管理能力 
・委託企業・当該業界に関する知識 
・日本語運用能力並びに日本文化・慣習 
の理解 
不明確 
 
３. 日本企業のオフショア開発においてブリッジSEが要用される背景 
・委託日本企業の取引特殊資産である 
ソフトウェア開発における暗黙知を 
委託海外企業に伝承する、日本企業 
特有の取り組みが不可欠なため。 
限定的であり不明確 
・日本企業のソフトウェア開発において、 
頻繁に仕様変更を行なう日本の商習慣 
に対応 
・オフショア開発におけるプロジェクト 
管理 
４. 橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担う者 
分業生産類型（３類型）毎に異なる 
・インハウス型： 
管理・調整役のコーディネーター 
・アウトソース型Ⅰ： 
開発補助役のコミュニケーター 
・アウトソース型Ⅱ： 
開発担当のブリッジSE 
分業生産類型の考察はされておらず、 
ブリッジSEのみ 
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５. ソフトウェア開発費削減へのブリッジ人材の関与 
ブリッジSEとコーディネーターの関与を
取引費用理論の視点から明らかにした 
具体的な考察はされていない 
６. 分業生産類型（３類型）毎に抱える課題 
ブリッジ人材の養成が共通した課題 
・インハウス型：コーディネーター 
・アウトソース型Ⅰ：コミュニケーター 
・アウトソース型Ⅱ：ブリッジSE 
分業生産類型の考察はされておらず、 
ブリッジSEのみ 
７. ベトナムのソフトウェア企業が日本市場に注力している背景 
FPT Softwareの事例研究を通して、その
背景を明らかにした 
ベトナムのソフトウェア産業の概要のみ 
８. 日本企業のオフショア開発への新たな取り組み 
ブリッジSEを抱えず、日本企業のオフシ
ョア開発へ取り組む企業の存在とその課
題を明らかにした 
ブリッジSEのみ 
出所：筆者作成 
 
まず第１に、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を生起経緯に関連させて具体
的に明らかにした。浜口(1995, p.13)が指摘した、日本企業の受注ソフトウェア開発の課
題のひとつである「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由の考察を通し
て、暗黙知の生起経緯を解明した。(1)日本企業のソフトウェア開発においては頻繁な仕様
変更が行われるの中でも高機能化・短納期開発、開発費削減の要求が優先される。(2)更に、
新たな開発も同じ技術者が担当する場合が多く、開発途中で発生した問題や改善内容など
を資料に修正や追加するといった作業は無駄であるとの考えを抱く社内文化が生まれ、形
式知化する機会を逸する場合が多い。(3)形式知として表出できる経験知を結果として形式
知化しなかった問題や改善内容は、開発に携わった一部の者達の中での共有に留まり、開
発に参加しなかった者にとってはソフトウェア開発における暗黙知となる。 
第２に、本研究では、ブリッジSEを「日本企業からシステム開発を請け負う海外企業に
所属し、開発を進めるなかで日本企業との主に技術的な橋渡し（ブリッジ）役を務めるSE
（System Engineer）」と定義した上で、日本企業が橋渡し（ブリッジ）として開発を担当
するブリッジSEに求めるスキル・知識を、(1)SE (System Engineer)としての技術力、(2) 
PM(Project Manager)としての管理能力、(3) 委託企業・当該業界に関する知識、(4)日本
語運用能力並びに日本文化・慣習の理解、と具体的に明示した。先行研究ではブリッジSE
が存在する根本的な要因の分析はされておらず、その役割を担うためのスキル・知識の具
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体的な考察がされていない。 
第３に、日本企業のオフショア開発においてブリッジSEが要用される背景は、委託日本
企業の取引特殊資産であるソフトウェア開発における暗黙知を委託海外企業に伝承する、
日本企業のオフショア開発特有の取り組みにあることを明白にした。先行研究では日本企
業のオフショア開発特有のブリッジSEの役割を「日本企業のソフトウェア開発において、
頻繁に仕様変更を行なう日本の商習慣に対応すること」に意義があり、「オフショア開発
におけるプロジェクトの管理が主な作業である」としたが、ブリッジSEが要用される根本
的な要因の分析はされていない。本研究ではブリッジSEの存在意義の根本的な要因を考察
した。(1)日本企業のソフトウェア開発においては、委託企業の開発手法や業務知識を受託
企業に伝達すると共にその委託企業のソフトウェア開発における暗黙知を受託企業に伝承
する、日本企業のソフトウェア開発特有の取り組みが必要となる。(2)日本国内の継続的取
引においては当事者間で意識され難いこの取り組みは、委託企業の取引特殊資産であるソ
フトウェア開発における暗黙知の蓄積がない委託先には重要となる。(3)暗黙知の蓄積も無
く、言語・文化・慣習の異なる国でのオフショア開発においては、それが一層重要な取り
組みとなり、その役割を担うのがブリッジSEである。 
第４に、分業生産類型の事例研究を通して、日本企業のオフショア開発において橋渡し
（ブリッジ）として重要な役割を担う者は、インハウス型における管理・調整役のコーデ
ィネーター、アウトソース型Ⅰにおける開発補助役のコミュニケーター、そしてアウトソ
ース型Ⅱにおける開発を担当するブリッジSEが重要な役割を担っていることを明らかにし
た。具体的には、(1)インハウス型では、現地赴任者である日本人技術スタッフがブリッジ
SEとして開発技術者に開発手法や業務知識の伝達とソフトウェア開発における暗黙知を伝
承する役割を担うが、日本においては主たる業務ではなかったコーディネーターとしての、
日本本社や再委託先である現地企業との業務調整、人材雇用、労務管理などの業務の方が
重要となる。(2)主に下流工程に携わるアウトソース型Ⅰにおいては、必ずしもICT技術者
ではないコミュニケーターが委託日本企業・当該業界に関する知識を伝達する、ブリッジ
SEの役割の一部を果たしている。(3) アウトソース型ⅡではブリッジSEを多く抱え、日本
企業のオフショア開発の受託拡大を推進している。日本企業のオフショア開発の研究にお
いては、分業生産類型の３類型毎に業務を円滑に進める重要な橋渡し（ブリッジ）の役割
を担う人材は異なり、コーディネーター、コミュニケーターおよびブリッジSEを包含する
ブリッジ人材という概念が必須であることを明らかにした。 
第５に、オフショア開発の主なる目的であるソフトウェア開発費の削減について、ブリ
ッジ人材が大いに関わることを、取引費用理論の視点から明らかにした。ブリッジSEは、
(1)新たに技術面で相応しい取引相手を探し出す探索費用、(2)契約締結後の仕様変更など
の不確実性に対応する調整費用、(3)ブリッジSEの機会主義的行動を抑制する調整費用やモ
ニタリング費用などの取引費用の縮減に関与する。そしてコーディネーターは、(1)日本本
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社の動向を監視するモニタリング費用、(2)受託先部門を増やすための探索費用、(3)受託
先部門との受託内容の調整費用、(4)再委託先を探す探索費用と委託内容の調整費用、(5)
リクルートのための大学のモニタリング費用などに関わる。 
第６に、日本企業のオフショア開発の分業生産形態（３類型）に共通した課題は、ブリ
ッジ人材の養成であることを明らかにした。(1)インハウス型の課題は、赴任する日本人技
術スタッフの養成である。日本人技術スタッフはブリッジSEとコーディネーターとの両方
の役割を担っているが、ブリッジSEとして求められるスキル・知識は持ち合わせているも
のの、コーディネーターとして再委託先である現地企業との業務調整、人材雇用、労務管
理などに必要な、現地企業・当該業界に関する知識や現地語運用能力（少なくとも英語）
並びに現地文化・慣習の理解、の習得に課題がある。(2)アウトソ－ス型Ⅰの課題は、何は
さておきブリッジSEの養成である。日本企業のオフショア開発の経験が乏しい企業にとっ
ては日本企業の品質要求水準の壁を乗り越えることは容易ではない。品質の不具合には資
料の記載漏れ、不明瞭や記載ミスのような日本企業が提示した資料の不備によるものも含
まれるため、日本の委託企業・当該業界に関する知識だけでなく、日本企業のソフトウェ
ア開発における暗黙知を蓄積する必要がある。そのためには、ブリッジSE の養成に時間の
要する間はコミュニケーターを活用する取り組みが重要となる。(3)アウトソース型Ⅱの課
題は、ブリッジSEの質の向上である。急激な企業成長から実務経験が浅く、管理能力不足
のブリッジSEが日本企業との橋渡し（ブリッジ）の役割を担っている場合もあり、長期取
引を望む日本企業が求めるブリッジSEの質とは隔たりがある。日本企業は上流工程も担当
できるブリッジSEを求めており、質の高いブリッジSEの養成に課題を残す。 
第７に、何故、ベトナムのソフトウェア企業が日本市場に注力しているのか、FPT Software
の事例研究を通して背景を明らかにした。当初、欧米市場向けの事業を目的として発足し
たFPT Corporationのソフトウェア事業部（現FPT Software）は、欧米市場においては成功
したとは言えず、その理由は、欧米市場のオフショア開発を受託している他の国々の企業
に比べて競争力がなかったことにあった。Aspray et al. (2006)はオフショア開発受託国を、
(1)高学歴の労働者が大勢おり、低い賃金、(2)特別の語学力、(3)地理的優位、言語や習慣
の熟知、(4)特殊な高度技術、と4つのカテゴリーに分類したが、ベトナムはICT技術者の賃
金は低い99が人的資源などのICT競争力が弱く100、まだこれらのどのカテゴリーにも属せな
いオフショア開発の新興国である。しかしながら、ベトナム企業の日本市場への参入には、
養成に時間のかかる資産特殊性（人的資源の特殊性）の高いブリッジ人材が必須であり、
高い品質を要求されるなど障壁はあるものの、(1)日本市場における競争相手である中国企
業以外のインド、フィリピンの企業には101、ベトナム企業と同様にブリッジ人材について課
                                                   
99 表８参照 
100 前掲の注 47参照 
101 前掲の注 3参照 
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題がある。(2)日本企業は、中国に集中しているオフショア開発のリスク分散を模索してい
る。(3)日本企業のオフショア開発では、委託日本企業にソフトウェア開発における暗黙知
が存在するため、受託海外企業にこの暗黙知を伝承、蓄積させるために長期取引となるこ
とが多い。(4)日本市場に参入ができれば長期取引のなかでブリッジ人材の養成も可能であ
り、競争優位性を更に高めることも可能となる。このような背景から、ベトナム企業は日
本企業のオフショア開発の長期取引を目指し、資産特殊性（人的資源の特殊性）が高い日
本企業向けICT人材、即ち、ブリッジ人材の養成にベトナムの大学や企業が注力している。 
そして第８に、ブリッジ SEを抱えず、日本企業のオフショア開発へ取り組む企業の存在
とその課題を明らかにした。ベトナムにおいてオフショア開発の先駆者達が設立した 3S 
International Software のこの新たな取り組みは、資産特殊性（人的資源の特殊性）が高
いブリッジ SEに頼らなくとも、より資産特殊性の低い SE（日本語は理解できない）とコミ
ュニケーターの組み合わせにより、日本企業のオフショア開発が可能であることを示唆し
ており、如何に委託日本企業の開発手法・業務知識の伝達およびソフトウェア開発におけ
る暗黙知の伝承が、精確に行われる仕組みを構築することが肝要であるかを認知させられ
る。 
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終章 結論と今後の課題 
 本章では、本研究の結論、本研究の独自性、本研究の意義、および今後の課題について
総括する。 
 
本研究の結論 
本研究は、日本企業のオフショア開発におけるブリッジ人材をめぐる論点を、日本企業
のソフトウェア開発の特質に関する考察とベトナムにおけるオフショア開発の実態に関す
る現地調査を通して理論的、実証的に考察した。 
 日本企業のオフショア開発においてブリッジ人材が要用される要因を探求するのが研究
目的１である。ブリッジ人材が要用される背景には日本企業のソフトウェア開発手法に課
題があると着眼し、第２章において浜口(1995, p.13)が指摘した、日本企業の受託ソフト
ウェア開発の課題のひとつである「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理
由の考察を通して、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知の生起する経緯を明らか
にした。日本のソフトウェア業の特徴である受注ソフトウェアの開発には取引特殊的な委
託企業・当該業界に関する知識を必要とするが、委託企業から開発に関する正確で詳細な
資料が提示されることは稀であり、更に高機能化・短納期開発、開発費削減の要求が優先
されるため、開発途中で発生した問題や改善内容などのうち形式知として表出できる経験
知を形式知化する機会を逸する場合が多い。結果として形式知化しなかった内容がソフト
ウェア開発における暗黙知になるのである。そして、日本企業のソフトウェア開発におけ
る暗黙知が存在する見地から、委託企業の取引特殊資産である暗黙知を受託企業に伝承す
る、日本企業のソフトウェア開発特有の取り組みが必須となる。言語・文化・慣習の異な
る国での日本企業のオフショア開発においては、この取り組みが一層重要となり、日本企
業のオフショア開発特有の取り組みを担う資産特殊性（人的資源の特殊性）が高いブリッ
ジ人材が要用されるという結論に至った。 
 研究目的２は、委託日本企業と受託海外企業との橋渡し（ブリッジ）として業務を円滑
に進めるブリッジ人材の種別と役割を、ベトナムにおける生産形態の実態調査の分析から
明かにすることにある。先行研究ではブリッジ人材の種別や役割、スキル・知識は不明確
であったが、本研究では、第４章において分業生産形態を現地調査から３類型に分類し、
日本企業のオフショア開発の分業生産類型毎に橋渡し（ブリッジ）として重要な役割を担
う人材を考察した結果、次のような結論に至った。(1)内部組織であるインハウス型では日
本人技術スタッフがブリッジSEの役割を担うが、その役割よりコーディネーターとしての
役割の方が、正確な情報が得難いオフショア開発新興国では重要になる。(2)主に下流工程
を受託するアウトソース型Ⅰでは日本企業が求めるスキル・知識を有するブリッジSEを確
保することは難しいため、必ずしもICT技術者ではない開発補助役のコミュニケーターがブ
リッジSEの役割の一部を担う。(3)上下流工程を一括して受託するアウトソース型Ⅱでは開
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発を担当するブリッジSEである。そしてブリッジ人材の役割は、(1)委託日本企業の開発手
法や業務知識を受託海外企業に伝達、(2)日本本社や再委託先企業との業務調整、人材雇用、
労務管理、(3)委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を受託海外企業に伝承、で
あり、インハウス型では(1)、(2)および(3)の役割が求められ、アウトソース型においては
(1)および(3)の役割が求められる。このように分業生産類型毎に業務を円滑に進めるため
に重要な役割を担う人材の種別は異なるため、日本企業のオフショア開発を研究するには
先行研究のようにブリッジSEのみに着目するのではなく、ブリッジSE、コミュニケーター
およびコーディネーターを包括したブリッジ人材という概念が必須となる。 
 研究目的３の日本企業が求めるブリッジ人材のスキル・知識に関する分析フレームワー
クは、第１章の考察と第４章の事例研究を通して「4.4 日本企業が求めるブリッジ人材の
スキル・知識の分析フレームワーク」の表１４にて示した。第２の研究目的に関わる考察
から明らかになったブリッジ人材の役割である、(1)委託日本企業の開発手法や業務知識を
受託海外企業に伝達、(2)日本本社や再委託先企業との業務調整、人材雇用、労務管理、(3)
委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙知を受託海外企業に伝承、を担うための分
業生産形態別、種別、役割別、人材レベル別フレームワークである。日本企業が求めるス
キル・技術を有するブリッジ人材が日本企業のオフショア開発特有の取り組みを行うこと
で業務が円滑に進行し易くなり、その結果、日本企業にとってはオフショア開発の主なる
目的であるソフトウェア開発費の削減の可能性を、他方、ベトナム企業に取っても日本企
業のオフショア開発を受託する可能性を高めることになる。橋渡し（ブリッジ）として重
要な役割を担うブリッジ人材の養成が両国の企業にとって切要であるため、ベトナムにお
けるブリッジ人材養成の実態を第５章において分析し、ベトナムにおいて日本企業向けブ
リッジ人材養成に注力する背景を明らかにすると共に、人材養成の場についても体系化し
て表１８にて示した。 
 
本研究の独自性 
本研究の独自性は、次の通りである。 
まず第１に、先行研究では限定的あり不明確であったブリッジ人材の意義を理論的に明
確にしたことにある。日米においてほぼ同時期に始められたオフショア開発ではあるが、
日本企業のオフショア開発にはブリッジSEが存在すると先行研究は指摘した。そこで日本
企業のオフショア開発特有の人材が要用される根本的な理由を、浜口(1995, p.13)が指摘
した「知識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由に関する考察を通して、日
本企業のソフトウェア開発における暗黙知の生起経緯を具体的に示し、この暗黙知が生起
する日本企業のソフトウェア開発の開発手法に起因することを明らかにした。日本企業に
はソフトウェアの開発途中で発生した問題や改善内容など形式知として表出できる経験知
を形式知化するより、高機能化・短納期開発、開発費削減の要求の方が優先される社内文
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化がある。そのため、結果として形式知化しなかった内容は開発に参加しなかった者にと
ってはソフトウェア開発における暗黙知となる。そしてこの暗黙知が存在するために、日
本企業のオフショア開発においては委託日本企業の取引特殊資産であるソフトウェア開発
における暗黙知を伝承する、日本企業のオフショア開発特有の取り組みが必須となり、そ
の役割を担うのがブリッジ人材を構成するブリッジSEである。 
そして第２に、日本企業のオフショア開発の課題が表出しやすい非漢字圏・非英語圏で
あり、オフショア開発新興国であるベトナムの現地調査を行い、日本企業のオフショア開
発の実態を体系的に明らかしたことにある。つまり、日本企業のオフショア開発には、ブ
リッジSE、コミュニケーター、コーディネーターのひとつ以上のスキルを有するブリッジ
人材という包括した概念が必要であることと、各ブリッジ人材の役割を明示した。先行研
究では分業生産形態別に研究がされていない。本研究では、日本企業のオフショア開発の
委託先であるベトナム企業の実態調査から代表的な分業生産形態を３類型に分け、分析し
た結果、日本企業のオフショア開発において橋渡し（ブリッジ）の重要な役割を担う人材
は、分業生産類型毎に異なることを明らかにした。先行研究が着目したブリッジSEが橋渡
し（ブリッジ）の役割を担うことには変わりはないが、インハウス型では現地赴任者であ
る日本人技術スタッフが開発を担当するブリッジSEと管理・調整を担当するコーディネー
ターの役割を担い、主に下流工程に携わるアウトソース型Ⅰでは必ずしもICT技術者ではな
い開発補助役のコミュニケーター、アウトソース型ⅡではブリッジSEである。そしてブリ
ッジ人材の役割は、(1)委託日本企業の開発手法や業務知識を受託海外企業に伝達、(2)日
本本社や再委託先企業との業務調整、人材雇用、労務管理、(3)委託日本企業のソフトウェ
ア開発における暗黙知を受託海外企業に伝承であり、インハウス型のブリッジ人材には、
(1)、(2)および(3)の役割が求められ、アウトソース型のブリッジ人材には、(1)および(3)
の役割が求められる 
第３に、日本企業が求めるブリッジ人材のスキル・知識を分業生産形態別、種別、役割
別、人材レベル別に整理し、分析するフレームワークを構築したこと、第４に、ベトナム
の大学２校と最大手ソフトウェア企業の実態調査を通して、ベトナムにおける日本企業向
けブリッジ人材の養成の場と内容を、ブリッジ人材の役割に関連付けて体系的に一覧表示
したことにある。 
 
本研究の意義 
本研究の意義は、次の通りである。 
第１に、日本企業のソフトウェア開発の課題のひとつである、日本企業のソフトウェア
開発における暗黙知の生起経緯を具体的に示し、この暗黙知が日本企業のオフショア開発
特有のブリッジ人材が要用される要因であることを明らかにしたことである。本研究では
浜口(1995, p.13)が指摘した、日本企業の受託ソフトウェア開発の課題のひとつである「知
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識やノウハウが組織全体に蓄積、普及されない」理由に関する考察を通し、その要因とし
て、日本企業のソフトウェア開発における暗黙知の生起経緯を明示した。形式知化しなか
ったソフトウェア開発途中で発生した問題や改善内容などは、開発に携わった一部の者達
以外にとってはソフトウェア開発における暗黙知となる。この暗黙知の存在により、日本
企業のオフショア開発においてはソフトウェア開発における暗黙知を受託海外企業に伝承
する、日本企業のオフショア開発特有の取り組みをしなければならず、委託日本企業と受
託海外企業との橋渡し（ブリッジ）の役割を担う人材が要用される。本研究ではブリッジ
人材の意義を、特に委託日本企業の取引特殊資産であるソフトウェア開発における暗黙知
を受託海外企業に伝承することにあると結論付けた。 
第２に、日本企業のオフショア開発の分業生産形態を３類型に分けて考察し、重要な役
割を担う人材が分業生産類型により異なることを実態分析から明らかにしたことである。
先行研究では、日本企業のオフショア開発において重要な役割を担う人材としてブリッジ
SEに着目したのみであったが、本研究では、日本企業のオフショア開発の委託先である企
業の現地調査に基づき、分業生産形態３類型毎に委託日本企業と受託海外企業との橋渡し
（ブリッジ）として重要な役割を担う人材が異なることを明らかにした。インハウス型で
は現地赴任者である日本人技術スタッフが開発を担当するブリッジSEも担うが、法整備も
まだ十分ではなく、正確な情報の取得も難しいベトナムのようなオフショア開発新興国で
は、管理・調整を担当するコーディネーターの資質が業務の成否に強く関わる。主に下流
工程に携わるアウトソース型Ⅰにおいては、必ずしもICT技術者ではないコミュニケーター
がブリッジSEの一部の役割を果たす。上下流工程一括して受託するアウトソース型Ⅱにお
いては、日本企業が求めるスキル・知識を有したブリッジSEである。これらの現地の実態
から、日本企業のオフショア開発においては、先行研究が着目しているブリッジSEだけで
はなく、ブリッジSE、コミュニケーター、コーディネーターのひとつ以上のスキルを有す
るブリッジ人材という包括した概念が必要であることを明示した。 
第３に、日本企業のオフショアを受託するベトナムの課題は、日本企業向けICT人材であ
るブリッジ人材の養成であることを立証したことにある。インハウス型ではコーディネー
ターの役割を担う現地赴任者の現地企業・当該業界に関する知識、現地語運用能力（少な
くとも英語）並びに現地文化・慣習の理解の習得に課題がある。アウトソース型Ⅰはブリ
ッジSEの養成に課題が有り、アウトソース型ⅡはブリッジSEの質の向上である。そして、
人材養成の場が抱える課題はとしては、ハノイ工科大学にはICT技術革新に伴うカリキュラ
ム、シラバスおよび教材の改訂、優秀なICT系の教員の確保、日本語教育を担当する教員の
確保に課題が有り、FPT Softwareには実務経験が浅いブリッジ人材により高度な開発経験
をどのように積ませるか、また管理能力をどのように高めさせるかという課題がある。そ
して、多くのベトナムのソフトウェア企業には、一貫性がある人材養成のノウハウを持ち
合わせてはいないという課題を抱えている。 
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第４に、日本企業が求めるブリッジ人材のスキル・知識を分業生産形態別、種別、役割
別、人材レベル別に整理し、分析のフレームワークを構築したことである。そして第５に、
ベトナムの大学２校とFPT Softwareの事例研究を通し、資産特殊性（人的資源の特殊性）
が高いブリッジ人材の種別毎の人材養成の場と内容を、ブリッジ人材の役割に関連付けて
一覧表示したことにある。 
 
日本企業のベトナムにおけるオフショア開発が抱える課題への含意 
実態分析を通して、日本企業のベトナムにおけるオフショア開発が抱える課題としては、
次なる項目を列挙できる。 
第１に、ベトナムにおいては日本企業向けICT人材であるブリッジ人材が量、質ともに不
足している。この課題への取組みとして、ベトナムの大学や企業においてブリッジ人材養
成が展開され始めており、ICT技術の革新に伴うカリキュラムの改訂や教育担当者の確保に
課題が有るものの、徐々に人材不足解消の環境が整いつつある。その背景は、日本企業の
オフショア開発を受託している中国以外の非漢字圏であるインド、フィリピンの企業にお
いても、ベトナム企業と同様にブリッジ人材の課題を抱えており、更に日本企業は中国に
集中しているオフショア開発のリスク分散を模索している。ベトナム企業にとっては日本
企業が求めるスキル・知識を有するブリッジ人材を多く抱え、彼等に委託日本企業の開発
手法や業務知識を習得させると共に委託日本企業のソフトウェア開発における暗黙知も蓄
積させることにより、日本市場との長期取引に繋がる機会を得る可能性が高まることにな
るからである。 
第２に、日本企業は主なるオフショア開発先である中国からのリスク分散だけでなく、
ベトナム国内においてもリスク分散に取り組む必要がある。ベトナムではブリッジ人材の
量的、質的不足から、FPT Softwareが日本の大手企業のオフショア開発をほぼ独占してお
り、ベンダーロックインに陥るリスクが高いと思われる。日本企業は中国からのリスク分
散の取り組みと同様に、ベトナムにおいてもFPT Softwareに日本企業（特に大手企業）の
オフショア開発が集中しているリスクを回避する取り組みが必要である。 
第３に、日本企業はブリッジ人材の転職を考慮したオフショア開発の取り組みと、開発
手法の確立を模索しなければならない。第４章の事例研究において、日系ベトナム企業の
J1社やJ2社が離職対策に注力する背景や、FPT Software社に委託している日本企業の不満
である、人材の流動性が高く開発手法や業務知識について再度伝えなければならないなど
の背景には、ベトナムにおける転職率の高さもあるが、根本的な要因は日本企業のソフト
ウェア開発における暗黙知の存在にある。この暗黙知の存在のため、日本企業のオフショ
ア開発においてはこの暗黙知を伝承する役割を担う資産特殊性（人的資源の特殊性）が高
いブリッジ人材を入用とし、ベトナムにおけるブリッジ人材の量的、質的不足と転職率の
高さとが相まって課題として表出しているのである。日本企業のこの課題への取り組みと
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して、形式知として表出できる資料の記載ミス、不明瞭や記載漏れなどは形式知化するな
ど、ブリッジ人材の資産特殊性を減じる取り組みが重要となる。殆どのベトナム現地企業
は日本企業のオフショア開発受託の為にブリッジSEの養成に注力しているが、3S 
International Software においては、ブリッジSEに比べて資産特殊性の低いSE（日本語は
理解できない）とコミュニケーターの組み合わせによる新しい取り組みを始めており、こ
の取り組みの今後の仕儀が日本企業のオフショア開発の手法を変革する可能性がある。 
 
今後の課題  
 本研究では、非漢字圏・非英語圏のベトナムにおける日本企業のオフショア開発に関し
て、委託側の日本企業と受託側の海外企業との橋渡し（ブリッジ）をするブリッジ人材に
ついて考察してきたが、課題は残る。 
まず第１に、首都ハノイではソフトウェア産業のクラスターが形成されつつある地区が
ある。今後、ベトナム国内でのクラスター形成が、ベトナムのソフトウェア産業の発展に
どのように寄与するのか、ソフトウェア開発の国際分業体制がどのように進展するのか、
そして、まだまだ不十分なベトナムの産学官での ICT 人材養成の取り組みがどのように変
遷するのか、などの考察が必要である。 
 第２に、日本企業のオフショア開発の主なる委託先は中国だが、インドやフィリピンに
も委託している。我が国の先行研究は中国を取り扱ったものが多く、他の国に関しては余
りない。本研究ではベトナムを取りあげたが、日本企業のオフショア開発の研究を進める
ためにはインドやフィリピンについても考察が必要である。 
 第３に、今後、日本企業の成長著しい新興国市場の中間層をいかに顧客化するかとの喫
緊の課題に対応するために、日本企業のオフショア開発は他の新興国においても始められ
ている。新興国における、我が国オフショア開発の萌芽期を考察し、日本企業のオフショ
ア開発の先進国である中国などとの比較・検討が必要である。 
 これらの残された課題に取り組み、知見を拡げて行きたい。 
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     http://www.jiji.com/jc/zc?k=201408/2014080200181&g=pol、2015年 1月 3日閲覧 
三菱東京 UFJ銀行のホームページ 
     http:// www.bk.mufg.jp/、2012年 4月 10日閲覧 
日立ソリューションズのホームページ 
     http://www.hitachi-solutions.co.jp/、2013年 3月 22日閲覧 
日経 BP社のホームページ 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/NC/NEWS/20031024/135886/、2013年 3月 22日閲
覧 
3S International Software Jointstock Companyのホームページ 
http://3si.vn/、2014年 6 月 4日閲覧 
Aureole Information Technology Inc. ホームページ 
    http://www.aureole.vn/ait/japanese/index.html /、2011年 11月 30日閲覧 
CMC Corporationのホームページ 
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     http://www.cmc.com.vn/en-US/Index.htm、2012 年 4月 10日閲覧 
GMO RunSystem Corporation のホームページ 
http://runsystem.net/home/、2013年 3月 10日閲覧 
HCA (Ho Chi Minh City Computer Association)のホームページ 
  http://www.hca.org.vn/、2012年 4月 10日閲覧 
ITPEC（Information Technology Professional Examination Council）のホームページ 
    http://www.itpec.org/、2013年 3月 10日閲覧 
ISB Vietnam Co., Ltd. のホームページ 
http://www.isb-vietnam.com.vn/、2013年 3月 10日閲覧 
Luvina Software Joint Stock Companyのホームページ 
http://www.luvina.net/、2013年 3月 10日閲覧 
FPT Software Companyのホームページ 
    http://fpt-software.com/、2012年 4月 10日閲覧 
FUJI Computer Network Co., Ltd. のホームページ 
http://www.fujinet.net/、2013年 3月 10日閲覧 
NTQ Solution Jointstock Companyのホームページ 
http://jp.ntq-solution.com.vn/、2014年 6月 10日閲覧 
Rikkeisoft Co., Ltdのホームページ 
http://rikkeisoft.com/、2014年 6月 10日閲覧 
Tinhvan Holdingsのホームページ 
    http://tinhvan.com/en/、  2012年 4月 10日閲覧 
VINASA (Vietnam Software and IT service Association)のホームページ 
    http://www.vinasa.org.vn/、2012年 4月 10日閲覧 
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